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１．設置の趣旨及び必要性  

(1) 学部設置の趣旨及び必要性 

成蹊大学の母体となる学校法人成蹊学園は、創立者中村春二が 1906 年

に開いた私塾・成蹊園をもとに岩崎小弥太、今村繁三が参画することで開

設された成蹊実務学校（1912 年）に始まるものである。その後、成蹊中

学校、成蹊小学校などの開設を経て、武蔵野市への移転後の 1925 年には

７年制の旧制成蹊高等学校が創設，さらに、1949 年に旧制成蹊高等学校

高等科が母体となって、成蹊大学が開学し、政治経済学部が設置された。

以後これまで 1962 年に工学部（2005 年に理工学部に改組）、1965 年に文

学部、1968 年に政治経済学部の改組により経済学部及び法学部を開設し、

2019 年には大学の創立 70 年を迎える＜資料１＞。2019 年４月１日現在、

４学部 10 学科、大学院４研究科８専攻（博士前期課程、後期課程）及び

法科大学院（2017 年度から学生募集停止）からなり、在籍者は学部学生

7,409 名、大学院生 162 名の計 7,571 名である。成蹊学園の教育は、イギ

リスのパブリックスクールの伝統や、ドイツなどを中心に展開した新教育

運動、日本の大正自由教育運動などの影響を受け、自由闊達な雰囲気の中

での作業教育を通じた体験型・観察型・課題探究型の学びに大きな特徴が

あった。そうした教育の特徴は成蹊学園が設置する各校に今日も営々と受

け継がれている。 

現行の成蹊大学経済学部は、中村春二が目指した教育理念である「自発

的精神の涵養と個性の発見伸長を目指す真の人間教育」を実現する場とし

て、新制大学となった 1949 年に開設された成蹊大学政治経済学部を源流

としている。その後、1968 年に政治経済学部が改組されて法学部が分離

されることによって経済学部が開設され、経済学科及び経営学科の 2 学科

体制で専門教育をすすめてきた。また、1970 年には大学院経済学研究科、

1972 年には大学院経営学研究科が設置された。 

2004 年にはそれまでの経済学科と経営学科を統合し、経済学と経営学

及び学際科目を幅広く学ぶため経済経営学科の１学科体制に移行した（３

年後には大学院も経済経営研究科に統合された）。そのもとで、幅広い視

野と深い専門知識を持つ、国際的な視野にたって活躍する多数の優れた人

材を輩出してきた。 

経済学と経営学の両方を学ぶというコンセプトは、経済学部経済経営学

科１学部１学科体制をとった当時は、日本の大学教育において画期的であ

り、一定の教育実績を上げてきたと考えられる。しかしながら、一方で、
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いくつかの問題点も指摘されるようになってきた。その大きな要素は、デ

ィプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーを明確化・厳格化しよう

となると、そうした方向性と、学生の履修科目選択の自由度を高めたカリ

キュラムとの間で齟齬をきたすようになってきたということである。経済

学と経営学ではよって立つ方法論的基礎が異なり、他大学の動向を鑑みて

も、経済学系統の学部をめぐる改革と、経営学・会計学ないし商学系統の

学部をめぐる改革とでは、志向する方向性を異にしており、成蹊大学にお

いて経済学部経済経営学科１学部１学科体制をとっていることが、新たな

改革を打ち出しづらくさせているのではないかという認識も生まれた。 

他方、日本と世界の現実を見渡せば、我が国では世界がこれまで経験し

たことのない急速な速度で人口減少と高齢化が進み、労働人口減少などの

生産力の低下や消費人口の減少による需要の低迷など、社会の構造的問題

を世界の国々に先立って直面している。さらに、企業のグローバル化やさ

まざまな技術革新の進展によって、日本を含む世界経済全体が激動の時代

を迎えている。そのようななかで、複雑な社会経済問題を分析し、持続可

能な将来を展望する科学として、経済学に期待されている役割は大きい。 

このような背景から、これまでの長い伝統にもとづく経済学の教育にさ

らに新しい知識と教育手法を積極的に取り入れ、より特化したディプロマ

及びカリキュラムのポリシーの下で、よりよい経済社会の構築に資する人

材を育成する教育を強化するため、経済学部経済経営学科を廃止し、新た

に経済学部経済数理学科及び現代経済学科、経営学部総合経営学科を設置

する。なお、廃止される経済学部経済経営学科については、2019 年度を

もって学生募集を停止する予定であるが、新経済学部開設後においても在

学生全員が卒業するまでは教育研究に支障のない運営を行う。 

 

 

(2) 学科設置の趣旨及び必要性 

① 経済数理学科の設置の趣旨及び必要性 

日本経済が直面する急激な人口減少や高齢化、国境を越えた経済のグ

ローバル化へのアンチテーゼとしての保護貿易主義的な動きなど、複雑

で多様な諸問題の解決には、俯瞰的に現状を把握し検討することが必要

である。そのためには、国内外の社会経済及びそれらを構成する家計、

企業、そして政府の活動と市場の枠組みを理解し、様々なデータにもと

づきこれらを統計的に検証する専門性が求められる。  

問題解決のために世界で共有されている分析フレームワークである経
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済学は、その有用性のため、様々な分野に広がり、分析手法も一層深化

してきている。そのため、経済学の多様なアプローチの中でも伝統的な

ミクロ経済学やマクロ経済学の知識を確実に修得し、数理的な知識をも

とに、より高度な理論的知識を段階的に修得する必要がある。  

さらに経済学的フレームワークに基づいて問題解決のための仮説を導

き、技術革新によって急速に進化しつつある統計学と計量経済学のデー

タ分析の手法で仮説を検証し、問題解決のために有効な政策の方向性を

明らかにすることが求められている。  

このような背景から、経済理論を確実に修得し、統計学や数理的知識

に基づいてデータを定量的に分析し、問題解決に導くことができる人材

を育成し社会に輩出するため、経済数理学科を設置する。  

 

② 現代経済学科の設置の趣旨と必要性  

我が国が直面する急速な人口減少と技術革新は、計り知れない未知の

影響を地域社会に与えつつある。人口減少によって、コミュニティその

ものが消滅の危機に直面する地域が増加するなかで、成蹊大学経済学部

のキャンパスが存在する武蔵野市は、東京都の中でも様々な面で恵まれ

た状況に置かれている。その立地を生かし、今後の東京や日本の持続可

能性を地域社会や企業とともに探求することが、小学校から大学院まで

を有する地域の教育機関としての１つの使命でもある。 

地域・環境問題や財政・福祉政策など、現代社会が直面する問題は、

従来の経済理論による俯瞰的な視点だけでなく、自ら現場に赴き自身の

目と耳で様々なデータを収集・分析して問題を把握しその原因を明らか

にする「虫の目」も併せ持つ必要がある。  

このような背景から、経済学の知識と応用力をさらに深めるとともに、

多種のデータ分析にもとづいて客観的かつ批判的に問題を直視し、課題

克服に向けて他者と協働しながら自ら立ち向かう人材を育成する必要が

あるため、現代経済学科を設置する。  

 

③ データに基づく両学科の設置の必要性  

経済学部の２学科の設置の必要性については、次の状況を勘案しても、

本学が新しい経済学部を設置することは十分に社会及び大学に入学しよ

うとする生徒のニーズに応えることができるといえる＜資料２＞。 

ア 私立大学・短期大学等入学志願者動向（日本私立学校振興・共済事

業団私学経営情報センター）によると、「経済系分野における入学志
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願者の動向」（平成 23 年度から平成 30 年度）として、経済学部の設

置数は平成 23 年度から平成 30 年度の８か年で 94 から 91 と微減、入

学定員は 41,318 人から 40,016 人と減少しているものの、志願者は

316,771 人から 412,231 人に増加していることから、経済学部の根強

い人気傾向が、全国的にもうかがえる結果であること。 

 

イ 本学部の両学科の特徴と類似する教育課程を編成する競合校の志願

者動向が、両学科とも次のとおり高い水準であることが確認できたこ

と。 

【経済数理学科】 

競合校を明治大学政治経済学部経済学科、青山学院大学経済学部

経済学科、東京理科大学経営学部ビジネスエコノミクス学科、慶応

義塾大学環境情報学部環境情報学科、上智大学経済学部経済学科、

早稲田大学政治経済学部経済学科などと想定しているが、いずれも

2018 年度における実質競争倍率が５倍から９倍程度であった。 

【現代経済学科】 

競合校を中央大学経済学部経済学科、法政大学経済学部経済学科、

青山学院大学経済学部現代経済デザイン学科、立教大学経済学部経

済学科、慶応大学総合政策学部総合政策学科、國學院大學経済学部

経済ネットワーキング学科などと想定しているが、いずれも 2018

年度における実質競争倍率が６倍から 10 倍程度であった。 

ウ 既設学部である成蹊大学経済学部経済経営学科の一般入試に関し、

2014 年度から 2018 年度の５か年間における志願状況の実質倍率は５

倍以上で推移しており、安定して志願者を集めていること。 

エ 東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県の１都３県を中心に、高校２年

生を対象として 2018 年秋に実施した高校生対象の進学需要調査（株

式会社進研アドに調査実施依頼。同時開設予定の経営学部と合わせた

調査）において、有効回答者数 19,679 人中、それぞれの学科の特色

に対し、次のとおり多くの学生が興味及び関心を示したとともに、経

済数理学科及び現代経済学科への入学意向者が、全体、東京都、１都

３県及び私立大学進学希望者のいずれにおいても［表１］のとおり入

学定員（80 人）よりも高い倍率を示したこと。 

【経済数理学科】 

２つの特色（①理系・文系の枠を超えた学びを通じて、経済・社

会問題の本質を理解するために必要な思考方法等を身に付けます。
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②数理モデルによる経済分析やデータの統計処理を駆使して、社会

課題を解決に導く、次世代のリーダーを養成します。）に、それぞ

れ 62％と 53.3%の学生が興味及び関心を示した。 

【現代経済学科】 

２つの特色（①サステナビリティの視点、グローバルの視点、地

域コミュニティの視点を実践的に学び、現代社会が抱える複雑な課

題に立ち向かう力を身に付けます。②複数の視座を課題解決につな

げる力を備えた、社会や企業で企画立案や問題解決に携わる社会人

を養成します。）に、それぞれ 63.4％と 65％の学生が興味及び関

心を示した。 

 

［表１］進学需要調査の結果（入学意向者数）（株式会社進研アド

調査実施依頼） 

 経済数理学科 現代経済学科 

入学定員 80 150 

全  体 473（2.4％、5.9 倍） 1,228（6.2％、8.2 倍） 

（内数）東京都高校在籍者 304（1.5％、3.8 倍） 775（3.9％、5.2 倍） 

（内数）１都３県高校在籍者 454（2.3％、5.7 倍） 1,197（6.1％、8.0 倍） 

（内数）私立大学進学希望者 409（2.1％、5.1 倍） 1,137（5.8％、7.6 倍） 

 

オ 本学卒業生の過去５年間の就職状況において、次のとおり多くの求

人件数、安定した就職率を保っていることから、既設学科を発展的に

改組する経済学部の両学科においても、企業からの人材需要を継続的

に見込めるものと考えられる。 

ⅰ 本学における平成 25 年度から平成 29 年度までの５年間の毎年に

おいて、就職希望者に対し３倍前後という多くの求人件数があるこ

とが挙げられる。このことは、本学における人材の養成に関する目

的その他の教育研究上の目的が、人材需要の動向等社会の要請を踏

まえたものであることを示している。また、開学以来の長い歴史の

中で優良企業との相互信頼が培われ、「就職に強い成蹊」と高い評

価が寄せられている。 

ⅱ 本学既設の他学部卒業生の過去５年間の就職率は、いずれの各学

部において 92.9％～99.1％程度あり安定している。「キャリア教

育」「キャリア・就職支援プログラム」「個別相談」等によるきめ
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細かく、かつ、確かなキャリア支援を行っていることが要因である。 

カ 2018 年秋に実施した企業の人事関連業務担当者対象の採用意向

調査（株式会社進研アドに調査実施依頼。同時開設予定の経営学部

と合わせた調査）において、有効回答社数 816 社のうち、それぞれ

の学科で学んだ人材に対する高い社会的必要性及び採用意向が示さ

れ、需要が高いものであることが確認できたこと。 

【経済数理学科】 

96.1％にあたる 784 社が経済数理学科に社会的必要性があると

受け止め、また、同学科卒業者に対する採用意向については、

91.9％にあたる 750 社が採用の意向を示し、延べ 854 人の採用が

見込まれる結果となった。入学定員（80 人）から勘案すると、

人材需要はきわめて高い。 

【現代経済学科】 

現代経済学科に社会的必要性があると受け止めたのが 95.0％

にあたる 775 社、また、同学科卒業者に対する採用意向について

は、89.8％にあたる 733 社が採用の意向を示し、延べ 824 人の採

用が見込まれる結果となった。 

 

 

(3) 教育研究上の理念及び目的  

経済学の知見に基づき、現代の複雑な社会問題を正しく理解するための

分析力と、それらを意欲的に解決するための実践力とを備え、持続可能な

経済社会の構築に資する人材を養成する。  

こうした人材の養成のために、経済学の知識と分析力、確かな教養と豊

かな人間性を基礎に、人類が直面する諸問題に対して主体的かつ批判的に

向き合い、社会の発展のために献身的に貢献できる能力を学生に習得させ

る。加えて、地域社会に根ざしつつ、世界に開かれた教育・研究機関とし

て、その成果を社会に還元することで持続的な経済発展と豊かな市民社会

の実現に寄与することを教育研究上の目的とする。 

なお、本学部に設置する２学科の養成する人材像と教育研究上の目的は

以下の通りである。  

【経済数理学科】  

数理モデルによる経済分析やデータの統計処理を駆使して、経済現象

や経済問題の本質を的確に理解し、問題解決に導く効果的な方法を社会

に対して提案できる人材を養成する。  



- 7 - 

こうした人材養成のために、標準的な経済学理論の基礎の下で数理モ

デルの分析によって経済現象を解明する能力、及び統計学の基礎の下で

経済データを集計し活用する情報処理の能力を学生に習得させる。加え

て、経済学の数理的な理論研究・実証研究を行い、その成果を世界に発

信することを通じ、社会に貢献することを教育研究上の目的とする。  

【現代経済学科】  

多元的な視座から学んだ経済学の知識を、現代社会の抱える問題の発

見につなげていく実践力・応用力を備えた人材を養成する。さらに、デ

ータの収集分析能力を高めることで、直面する問題を客観的かつ批判的

に直視することができ、他者と協働しながら身近な地域社会の課題克服

に立ち向かう人材を養成する。  

こうした人材養成のために、持続可能性を追求する２つのプログラム

を通して、自らの拠って立つ地域社会の抱える問題を見通す視座と国内

外を比較・分析するグローバルな視座の双方から、複雑多岐にわたる社

会問題を経済学的に的確に分析し、問題解決に迫る方法を導く能力を学

生に習得させる。加えて、経済学及びその隣接分野での理論・実証研究

を行い、その成果を世界に発信することを通じ、社会に貢献することを

教育研究上の目的とする。  

 

 

(4) 学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

経済学部では、大学全体として定められたディプロマ・ポリシー＜資料

３＞ を踏まえ、上記の理念及び目的のために学科毎に以下のようなディ

プロマ・ポリシー（DP）を定める。 

【経済数理学科】  

経済学部経済数理学科は、大学全体の学位授与方針に基づき、「専門

分野の知識・技能の修得」「教養の修得」「課題の発見と解決」「表現

力、発信力」「多様な人々との協働」「自発性、積極性」の各項目に関

して、以下の基準に到達するように編成された教育課程において、所定

の単位を修得した者に対して学士（経済学）の学位を授与します。  

＜専門分野の知識・技能＞  

（DP1）経済数理学科の専門分野に関する知識・技能を修得している。  

（DP1-1）ミクロ経済学、マクロ経済学の基礎的な概念及び理論を理解

している。 

（DP1-2）計量経済学、統計学の基礎的な手法を修得し、経済現象を定
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量的に把握することができる。  

（DP1-3）経済問題、経済政策に関して自ら仮説を立て、それを検証す

ることができる。  

＜教養の修得＞（広い視野での思考・判断）  

（DP2）人文科学、社会科学、自然科学及びこれらにまたがる学際的な

分野に関する基礎的な知識を修得し、広い視野で思考・判断を行

うことができる。  

（DP2-1）経済理論、経済制度だけでなく、人間、社会、歴史等も踏ま

えた総合的な考察を行うことによって、経済政策の在り方につ

いて幅広い議論を展開することができる。  

＜課題の発見と解決＞（情報の調査収集＋分析・解釈＋論理的思考）  

（DP3）課題の本質を発見するために必要な情報（文献、統計等を含む）

を調査収集し、それらを的確に解釈・分析し、課題の解決に向け

て論理的に思考する能力を身に付けている。  

（DP3-1）新聞、書籍・雑誌、テレビ、インターネット等の多様なメデ

ィアにおいて、取得できる知見やデータの所在、種類等を熟知

し、必要なときに必要な情報を入手することができる。  

（DP3-2）経済問題の理解に必要なデータを調査収集し、それを定量的

に分析し、結果に関して経済理論に立脚して的確な解釈を行う

ことができるようになっている。  

＜表現力、発信力＞  

（DP4）自分の意見や考えを、外に向けて的確かつ明瞭に発信できる豊

かな表現力を身に付けている。  

（DP4-1）経済のしくみや経済問題の背景等に関して、一般の人にわか

りやすく説明できる。  

（DP4-2）経済現象や経済問題に関する理論的、実証的な分析を、わか

りやすく文章や図表にまとめることができる。  

＜多様な人々との協働＞（コミュニケーション＋協調性＋チームワーク）  

（DP5）多様な人々と協働して課題解決に取り組んだ経験を通じて、多

様な価値観を受容し、協調性やコミュニケーション力を身に付け、

チームの中で自分の役割を的確に果たすことができる。 

＜自発性、積極性＞  

（DP6）選抜制の科目や学外活動（留学、インターンシップ、ボランテ

ィア等を含む）に積極的に挑戦した経験を通じて、生涯学び続け

ようとする強い自発的意志を有している。  
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【現代経済学科】  

経済学部現代経済学科は、大学全体の学位授与方針に基づき、「専門

分野の知識・技能の修得」「教養の修得」「課題の発見と解決」「表現

力、発信力」「多様な人々との協働」「自発性、積極性」の各項目に関

して、以下の基準に到達するように編成された教育課程において、所定

の単位を修得した者に対して学士（経済学）の学位を授与します。  

＜専門分野の知識・技能＞  

（DP1）現代経済学科の専門分野に関する知識・技能を修得している。  

（DP1-1）経済学の基礎的な概念及び理論を理解している。  

（DP1-2）経済学の基礎的な手法を修得し、サステナビリティの観点か

ら、経済・社会現象を、実践型研究を通して把握することがで

きる。 

（DP1-3）グローバル経済及び地域コミュニティの視点から、社会問題

の在処を発見・考察し、自ら仮説を立て、それを検証すること

ができる。 

＜教養の修得＞（広い視野での思考・判断）  

（DP2）人文科学、社会科学、自然科学及びこれらにまたがる学際的な

分野に関する基礎的な知識を修得し、広い視野で思考・判断を行

うことができる。  

（DP2-1）経済理論、経済制度だけでなく、人間、社会、歴史等も踏ま

えた総合的な考察を行うことによって、経済政策の在り方につ

いて幅広い議論を展開することができる。  

＜課題の発見と解決＞（情報の調査収集＋分析・解釈＋論理的思考）  

（DP3）課題の本質を発見するために必要な情報（文献、統計等を含む）

を調査収集し、それらを的確に解釈・分析し、課題の解決に向け

て論理的に思考する能力を身に付けている。  

（DP3-1）新聞、書籍・雑誌、テレビ、インターネット等の多様なメデ

ィアにおいて、取得できる知見やデータの所在、種類等を熟知

し、必要なときに必要な情報を入手することができる。 

（DP3-2）経済・社会問題の理解に必要なデータを調査収集し、それを

定量的に分析し、結果に関して経済理論に立脚して的確な解釈

を行うことができるようになっている。  

＜表現力、発信力＞  

（DP4）自分の意見や考えを、外に向けて的確かつ明瞭に発信できる豊
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かな表現力を身に付けている。  

（DP4-1）現代社会問題の背景等に関して、一般の人にわかりやすく説

明できる。 

（DP4-2）経済・社会現象や経済・社会問題に関する理論的、実践的な

分析を、わかりやすく文章や図表、調査資料にまとめることが

できる。 

＜多様な人々との協働＞（コミュニケーション＋協調性＋チームワーク）  

（DP5）多様な人々と協働して課題解決に取り組んだ経験を通じて、多

様な価値観を受容し、協調性やコミュニケーション力を身に付け、

チームの中で自分の役割を的確に果たすことができる。 

＜自発性、積極性＞  

（DP6）選抜制の科目や学外活動（留学、インターンシップ、ボランテ

ィア等を含む）に積極的に挑戦した経験を通じて、生涯学び続け

ようとする強い自発的意志を有している。  
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２．学部・学科等の特色  

(1) 学部学科の概要 

成蹊大学は、成蹊学園創立者中村春二が目指した教育理念である「自発

的精神の涵養と個性の発見伸長を目指す真の人間教育」を目指すために、

①知育偏重ではなく、人格、学問、心身にバランスのとれた人間教育を実

践し、確かな教養と豊かな人間性を兼ね備え、社会の発展のために献身的

に貢献できる人材を輩出する。②学術の理論及び応用を教授研究し、自由

な知の創造をはかり、もってその深奥を究めて文化の進展に寄与する。③

地域社会に根ざしつつ、世界に開かれた教育・研究機関として、その成果

を社会に還元することを通じて、人類の共存に寄与する、というミッショ

ンを掲げている。成蹊大学の各学部及び研究科は、これらのミッションを、

その専門領域に応じた社会的機能を果たすことで実現することが求められ

ている。  

中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」（平成 17 年）によ

れば、高等教育の多様化、様々な需要への対応として、大学は位置付けや

期待される役割・機能を十分に踏まえた教育・研究を展開し、個性・特色

を明確にしていかなければならないとした上で、大学が併有するとされる

次の主な７つの機能に対し、各大学で保有する機能・比重の置き方で個

性・特色を表すことで機能分化を求めている。 

＜７つの機能＞ 

 ・世界的研究・教育拠点 

 ・高度専門職業人養成 

 ・幅広い職業人養成 

 ・総合的教養教育 

 ・特定の専門的分野（芸術・体育等）の教育・研究 

 ・地域の生涯学習機会の拠点 

 ・社会貢献機能（地域貢献、産学官連携、国際交流等) 

このうち、成蹊大学では、主に「幅広い職業人養成」「総合的教養教育」

「社会貢献機能」の３つの機能を有するとしている。 

経済学部は、この大学として掲げる３つの機能のすべてを具有しそれぞ

れを担うことを最も重要な使命とし、激動の社会において確かな市民的教

養を有し主体的に他者と協働して貢献できる創造性豊かな職業人を育成す

るとともに、経済学に関連する諸分野において産官学連携及び研究を推進

することで地域社会に貢献する。これらを実践するうえで、必要な知識と
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実践力を身に着け、経済学を基盤とする幅広い視点と分析力で、持続可能

な社会を展望できる人材の育成を目指し、両学科に共通して以下のような

特色を備える。 

① 課題解決のための経済学教育の体系的学修の重視 

 複雑な現代の経済社会を俯瞰的に把握・整理し、体系的に理解するこ

とができるように、経済学の多様なアプローチの中でも、問題解決アプ

ローチとして国際的に共有されている標準的な経済学の体系について、

ミクロ経済学、マクロ経済学及び計量経済学を中心に、初歩から段階的

に学び、現実に生起する諸事象に対する応用力を身に付ける。 

 

② データ収集及びデータ分析に関わる技能習得の重視 

 客観的な資料、データの裏付けによって事象を分析することは科学的

営みの核心に横たわっているおり、本学部では、そうしたスキルの習得

を重視する。具体的には、計量経済学のアプローチによるデータ分析を

通じた仮説検証を通じて、もしくはフィールドワークによって現場にお

いて収集した一次資料の加工と分析を通じて、事象の一般性と特殊性、

また問題の所在とを導き出す。 

 

③ 経済の多様性に対する理解の重視 

 世界の諸経済は、さまざまな資源賦存状況や経路などに依存して、あ

るいは国家・政府の経済との関わり方の違いを反映して、多様性を帯び

ている。必ずしも一般化できないこのような多様性・個別性を、制度・

文化な諸条件や経済史を踏まえて総合的に理解するための科目、また科

目群を設置する。 

 

④ キャリア形成の重視  

 経済学では、人々の行動の背後にあるインセンティブや、資源の利用

の効率性・公平性について学ぶ。これらが現実社会でどのような現象と

なって表面化し、より強く社会に影響するかを知るため、見識の豊富な

実務家から現場の課題や知見を直接学ぶ機会を設ける。それによって、

入学時から徹底した自己分析やインターンシップ、学外活動等がより深

いものとすることで、高い就業力を持った人材を社会に輩出する。 

 

学科別には次のような特徴を有する。 

まず、経済数理学科では、標準的な経済学体系を確実に習得させるため
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に、経済学の特性に沿った、積み上げ式のカリキュラムによって、経済学

における数学的理解を深めながら経済理論とその現実経済への応用手法を

習得させる。また、経済理論から導かれる仮説をデータによって数量的に

検証する計量経済学関係については、実習形式の授業を設け、実践的なデ

ータ分析を習得できるようにする。 

一方、現代経済学科では、積み上げ式のカリキュラムを重視する経済数

理学科に対して、テーマオリエンテドな科目配置を重視する。また、日本

と世界が抱える多様な社会経済問題を経済学及び隣接分野の知識に基づい

て正しく認識し、それらを解決する方法を探求する、実践的な課題解決型

の教育にウェイトをおく。特に、持続可能な社会の構築という問題意識の

下に、グローバルスケールと一国内部での地域のスケールの双方において、

格差、環境、貧困といった分野を中心に現実に生起している諸問題を理解

し解決に導こうとするための実践力を養う。こういた意図の下に設置され

る科目群の運営にあたっては ESD（持続可能な開発のため教育）の考え方

を取り入れ、成蹊学園サステナビリティ教育研究センターや、同様の問題

意識を共有した企業等とも連携するとともに、社会的還元をはかる。 

現代経済学科にはさらに、確かな語学力のもとに、世界的な活躍を志す

学生が集中的に英語で学ぶ機会を提供する科目群を配置する。 

なお、本学部の中心的な学問分野は学部の名称が示す通り、経済学であ

る。経済学を基軸に経済数理学科では数学及び統計学等、現代経済学科で

は経済学及び経済学と密接に関連した領域として社会学や地理学、歴史学、

法学などの学問分野で構成する。 

 

 

(2) 教育目標 

成蹊大学は、成蹊学園創立者中村春二が目指した教育理念である「自発

的精神の涵養と個性の発見伸長を目指す真の人間教育」を踏まえ、次のよ

うな理念・目的を掲げている。 

① 知育偏重ではなく、人格、学問、心身にバランスのとれた人間教育を

実践し、確かな教養と豊かな人間性を兼ね備え、社会の発展のために献

身的に貢献できる人材を輩出する。 

② 学術の理論及び応用を教授研究し、自由な知の創造をはかり、もって

その深奥を究めて文化の進展に寄与する。 

③ 地域社会に根ざしつつ、世界に開かれた教育・研究機関として、その

成果を社会に還元することを通じて、人類の共存に寄与する。 



- 14 - 

上記のような「理念・目的」を踏まえ、以下の人材育成方針を教育目標

としている。 

① 広い教養と深い専門知識を備え、物事の本質を探究する思考力を養成

する。 

② 自己の人生観・価値観を確立し、自分の考えや意見を的確かつ明瞭に

表現、発信する力を養成する。 

③ 多様な文化、環境、状況に対応し、他者と協働して課題の解決に取り

組む力を養成する。 

④ 未知のものに積極的に挑み、生涯学び続けようとする自発性と積極性

を養成する。 

経済学部は上記の成蹊大学の教育理念・目的、教育目標を経済学教育を

通じて具現化することを目標としている。 

 

 

(3) 養成する人材像 

経済学部では、経済学の知見に基づき、現代の複雑な社会問題を正しく

理解するための分析力と、それらを意欲的に解決するための実践力とを備

え、持続可能な経済社会の構築に資する人材を学部として養成することと

し、それぞれの学科において具体的には次のような人材を養成することと

している。 

【経済数理学科】  

数理モデルによる経済分析やデータの統計処理を駆使して、経済現象

や経済問題の本質を的確に理解し、問題解決に導く効果的な方法を社会

に対して提案できる人材を養成する。これらの人材が活躍する職種とし

ては、経済政策に携わる国家・地方公務員、政府・民間のシンクタンク

における研究員、中学校及び高等学校の教諭、銀行・保険・証券など金

融機関におけるアナリスト、その他数理的な経済分析や情報処理の能力

を活かしたエコノミスト、データサイエンティストなどが挙げられる。

また、高度な経済学の知識を持って、国内外の大学院への進学をも視野

に入れている。  

【現代経済学科】  

多元的な視座から学んだ経済学の知識を、現代社会の抱える問題の発

見につなげていく実践力・応用力を備えた人材を養成する。さらに、デ

ータの収集分析能力を高めることで、直面する問題を客観的かつ批判的

に直視することができ、他者と協働しながら身近な地域社会の課題克服
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に立ち向かう人材を養成する。これらの人材が活躍する職種としては、

民間企業における新規事業の営業や企画立案に携わる職種、中学校及び

高等学校の教諭、公共政策の立案や評価に携わる国家・地方公務員、経

済問題を中心とした社会問題の分析を発信するジャーナリスト、まちづ

くりや地域活性化の企画や実施に携わる広告業・インフラ産業・ディベ

ロッパー・NPO 等に従事する者等が挙げられる。 
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３．学部・学科等の名称及び学位の名称  

本学部は、現行の経済学部と同様に日本語の学部名を「経済学部」（英語

名:Faculty of Economics）とし、伝統ある経済学の学問体系をさらに発展さ

せるとともに、持続可能な経済社会の構築に資することを目的とする。   

世界標準の経済学と数理的分析手法を基軸に学ぶ学科は、日本語名を「経

済数理学科」（英語名: Department of Economics and Econometrics）とし、 

経済学体系を基盤としながらも隣接分野の成果も吸収し、実践的に現代の経

済社会が抱える問題の発見と課題解決につなげていく学科を「現代経済学科」

（英語名: Department of Contemporary Economic Studies）とする。  

授与する学位は両学科とも「学士（経済学）」（英語名 : Bachelor of 

Economics）とする。 
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４．教育課程の編成の考え方及び特色 

(1) 教育課程編成の基本方針 

本学部の教育課程については、中央教育審議会答申「我が国の高等教育

の将来像」（平成 17 年）が要請する「専攻分野についての専門性を有す

るだけでなく、幅広い教養を身に付け、高い公共性・倫理性を保持しつつ、

時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、あるいは社会を改善していく

資質を有する」「21 世紀型市民」の育成を目指して、全学共通科目と専

門教育科目からなる教育課程を編成する。 

 

 

(2) カリキュラム・ポリシー 

経済学部は、大学全体として定められたカリキュラム・ポリシー＜資料

３＞に基づき、次に挙げるような学科別のカリキュラム・ポリシー（CP）

を設定し、これに基づいて教育課程を編成する。  

【経済数理学科】  

（CP1）経済数理学科の専門分野を系統的・体系的に学修できるよう

に、各科目を適切に配置する。  

（CP1-1）ミクロ経済学、マクロ経済学、計量経済学により基盤科目を

構成し、初級から上級まで体系的に学修できるように配置す

る。 

（CP2）広い教養と汎用性の高い技能を修得するための科目群「成蹊教

養カリキュラム」を設ける。 

（CP2-1）広い「成蹊教養カリキュラム」に加えて、制度、歴史を集中

的に学修するための「総合科目」を設ける。  

（CP3）視野を広げ、多面的な思考を促進するするとともに、異分野の

学生との交流、多様な人々との協働を図るために、学部学科の

枠を超えて幅広く学ぶことのできる仕組みを設ける。 

（CP3-1）自己設計科目を設定し関心のある分野を副専攻とすることが

できるようにする。  

（CP4）思考力、表現力、課題解決力を集中的に錬成するために、経済

数理学科の教育課程の全学年に、少人数の演習科目を置き、さ

らに卒業論文（またはこれに代わるもの）の作成を必修とす

る。 
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（CP4-1）１年次から４年次まで少人数のゼミナールを配置し、このう

ち１年次前期の「基礎ゼミナール」及び３、４年次の「上級ゼ

ミナール」「卒業研究」を必修とする。  

（CP4-2）経済学、統計学等の知識をより確かなものとし、かつ、表現

力、課題解決力を集中的に錬成するために２年次から履修可能

な選択のゼミナール科目を設ける。  

（CP4-3）「卒業研究」においては卒業論文またはこれに代わる成果物

の提出を必須とする。  

（CP5）自発性、積極性の向上のため、留学、インターンシップ等の単

位認定の仕組み、及び上級者向けの選抜型の科目を設ける。  

【現代経済学科】  

（CP1）現代経済学科の専門分野を系統的・体系的に学修できるよう

に、各科目を適切に配置する。  

（CP1-1）経済学を理解する基礎的能力を養う基盤科目を配置する。  

（CP1-2）サステナビリティの観点から現代の社会問題を深く考察・理

解するための実践型の科目を配置する。  

（CP1-3）グローバル経済および地域コミュニティ双方の現状を正しく

理解し、かつ将来的な在り方を深く検討・考察するための科目を

配置する。 

（CP2）広い教養と汎用性の高い技能を修得するための科目群「成蹊教

養カリキュラム」を設ける。 

（CP2-1）広い「成蹊教養カリキュラム」に加えて、制度、歴史を集中

的に学修するための「総合科目」を設ける。  

（CP3）視野を広げ、多面的な思考を促進するするとともに、異分野の

学生との交流、多様な人々との協働を図るために、学部学科の枠

を超えて幅広く学ぶことのできる仕組みを設ける。 

（CP3-1）自己設計科目を設定し関心のある分野を副専攻とすることが

できるようにする。  

（CP4）思考力、表現力、課題解決力を集中的に錬成するために、現代

経済学科の教育課程の全学年に、少人数の演習科目を置き、さら

に卒業論文（またはこれに代わるもの）の作成を必修とする。  

（CP4-1）１年次から４年次まで少人数のゼミナールを配置し、このう

ち１年次前期の「基礎ゼミナール」及び３、４年次の「上級ゼミ

ナール」「卒業研究」を必修とする。  
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（CP4-2）表現力を集中的に錬成するために２年次に「プレゼンテーシ

ョン演習」を設ける。  

（CP4-3）「卒業研究」においては卒業論文またはこれに代わる成果物

の提出を必須とする。  

（CP5）自発性、積極性の向上のため、留学、インターンシップ等の単

位認定の仕組み、及び上級者向けの選抜型の科目を設ける。  

（CP5-1）高い英語力を備え国際的な活動に関心のある学生のために

「グローバル教育プログラム」を設ける。  

 

 

(3) 科目構成及び区分 

① 全学共通科目  

 成蹊大学では、2010 年度より教養教育を担うため全学共通科目（学

生向け、対外的には「成蹊教養カリキュラム」と称する。）を設定して

おり、大学での学修の基礎となる知識やスキルを身に付けさせるととも

に、市民性・公共性を育むことを目指している。2020 年度の経済学部

の再編を契機に（CP2）「広い教養と汎用性の高い技能を修得する」と

いうカリキュラム・ポリシーに基づき、成蹊教養カリキュラムの大幅な

見直しを行った。  

 2020 年度からの成蹊教養カリキュラムでは、技法知・学問知・実践

知をバランスよく習得するために、「外国語」「技能」「教養基礎」

「持続社会探究」の４区分を大きな柱としたカリキュラムを定めた。  

 ア 外国語  

 「外国語」は、英語科目、初修外国語科目に２系に区分する。  

 英 語 科 目 は 、 １ 年 次 の 「 College English （ Listening & 

Speaking） Ⅰ・Ⅱ」、「College English （Reading & Writing） 

Ⅰ・Ⅱ」を必修とする。また、選択必修として、後述するグローバ

ル教育プログラム履修者は１年次に「Intensive English  Ⅰ・Ⅱ」

を、その他の学生は２年次の「 College English （ Integrated 

Skills）  Ⅰ・Ⅱ」を必修とする。他の選択科目は、受講者の英語

学習に対するニーズ、能力等に応じて選択できるものとする。  

 初修外国語科目は、ドイツ語、フランス語、スペイン語、中国語、

韓国語から選択し、それぞれの語学を基礎から学び実践的スキルも

しくは国際理解能力の養成に向けて積み上げることができる。  

 イ 技能  
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 「技能」は、日本語力科目、キャリア教育科目、情報基盤科目、

健康・スポーツ科目の４系に区分する。  

 日本語力科目は社会人にふさわしい日本語力を身に付けることを

目標とした科目群であり、文章の書き方、読み方、漢字、話し方に

関わる科目が配置される。なかでも「日本語表現講義」「実践日本

語表現」などを多数の学生に履修を推奨するコア科目としている。  

 キャリア教育科目は、基礎科目としての「キャリアプランニング」

を１年次前期に配置するとともに、キャリア形成に関わる講義科目

及びインターンシップを含む講義科目を１年次後期から順次学べる

科目配置をとっている。  

 情報基盤科目は、１年次前期に「情報基礎」を配置し、１年次後

期以降は「情報活用Ａ～Ｆ」を各自の興味に応じて選択できる。 

 健康・スポーツ科目は、さまざまな競技種目を通して、スポーツ

に関連する理論を学びながら、実際にそれを体感する実践を交えな

がら自己マネジメント・集団マネジメントの手法を学ぶ演習科目と、

スポーツと科学、文化、社会及び健康に関する理論をより深く学ぶ

講義科目を設けている。  

 ウ 教養基礎  

 「教養基礎」は、人文学、社会科学、自然科学の３系よりなり、

すべての科目を１年次の配当としている。学問知を育むことをねら

いとしているために原則としては学問分野区分に応じた科目構成と

しているが、自然科学分野については文系学部の受講者の興味をひ

きやすいようにテーマ主義の科目構成を掲げている。  

 エ 持続社会探究  

 「持続社会探究」は、ESD（持続可能な開発のための教育）の

考え方をとりいれて、環境・地域、国際理解、人権・共生、実践の

４系より構成している。これらのうち実践については１年次の配当

であるが、他は「教養基礎」を履修したことを前提に２年次の配当

としている。 

 

② 経済数理学科  

経済数理学科のカリキュラム・ポリシー（CP1）、すなわち「経済数

理学科の専門分野を系統的・体系的に学修できるように、各科目を適切

に配置する」「ミクロ経済学、マクロ経済学、計量経済学により基盤科

目を構成し、初級から上級まで体系的に学修できるように配置する」に
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したがって、カリキュラム編成がなされている。  

全学共通科目以外の経済数理学科における専門科目は「ゼミナール科

目」「基盤科目」「総合科目」「応用発展科目」「広域基礎科目」であ

り、それ以外に「自己設計科目」が設置されている。  

（CP4）「思考力、表現力、課題解決力を集中的に錬成」の達成を目

的とする「ゼミナール科目」の特徴は、１年次生から４年次生まですべ

ての学年において、少人数教育が徹底されるところにある。１年次前期

からは「基礎ゼミナール」を配置し、レジュメやレポートの書き方、人

前での発表の仕方など、大学生として獲得しておくべき学修姿勢や技術

を細部にまでわたって指導を行う。２年次前期には「プログラミング演

習」を配置して基本的なアルゴリズムをプログラムとして実装できる技

術の修得を目指す。３年次には必修の「上級ゼミナールⅠ・Ⅱ」を、ま

た３年次後期には「計量実践ワークショップ」を配置し、２年次生まで

に学修してきた専門性の高い経済学の基礎科目の知識を踏まえ、より専

門性を高めながら数理モデルによる経済分析やデータの統計処理を駆使

して、経済現象や経済問題の本質を的確に理解し、問題解決に導く効果

的な方法を社会に対して提案できるよう指導を行う。また、「ミクロ経

済学」「マクロ経済学」「計量経済学」を別に定める基準以上の成績を

収め学生向けとして、「理論・計量ワークショップ」で演習・課題に取

り組む。４年次の「卒業研究」では、４年間の大学生活において学修し

たものの集大成としての卒業論文をつつがなく完成させるための指導を

行っていく。 

経済数理学科の大きな特徴として、（CP1）に基づき経済学の基礎で

ある「ミクロ経済学」「マクロ経済学」「計量経済学」を基盤科目、ゼ

ミナール科目、応用発展科目に配置し、１年次から３年次までの３年間

にわたる連続的な学修により重層的にレベルアップするだけでなく、演

習を通じて知識の定着と実践的な学修を行う。特に応用発展科目群に配

置 す る 「 Advanced Microeconomics Ⅰ ・ Ⅱ 」 「 Advanced 

Macroeconomics Ⅰ・Ⅱ」「Advanced Econometrics Ⅰ・Ⅱ」では世

界標準の英語教科書を使った学部上級あるいは大学院初年度レベルの内

容を学修する。  

（CP2-1）「広い成蹊教養カリキュラムに加えて、制度、歴史を集中

的に学修するため」に設置される「総合科目」の特徴は、経済学を基礎

とした視座を養う上でも欠かすことのできない「制度・歴史」「社会理

解」に関する数多くの科目が配置されていることである。特に１年次後
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期には「経済史の基礎」を配置し、経済の誕生以来の歴史を基礎から学

ぶことで、現代社会における経済問題にも対応しうる歴史感覚を養うこ

とができるよう指導する。また「社会理解実践講義」「経済実務講義」

など、実社会の経験者から話を聞いた上で議論を行うといった科目を配

置し、大学で学んだ知識が実社会で活かされるのか、そのためにはどの

ような学修姿勢を習得すべきなのかについて学ぶことができる。  

「応用発展科目」のうち「応用科目群」には企業経済、金融経済及び

公共経済の３つの分野にあたる科目を配置し、また「発展科目群」には

上 述 の 「 Advanced Microeconomics Ⅰ ・ Ⅱ 」 「 Advanced 

Macroeconomics Ⅰ・Ⅱ」「Advanced Econometrics Ⅰ・Ⅱ」を配置

している。いずれも経済学理論の基礎の下で数理モデルの分析によって

経済現象を解明する能力、及び統計学の基礎の下で経済データを集計し

活用する情報処理の能力を学生に習得させるために必要不可欠な科目で

あり、より専門性の高いレベルの知識を学修することができる科目が配

置されている。  

「自己設計科目」は、全学共通科目、経済学部の他学科である現代経

済学科の科目のうち、それぞれの卒業所要単位数を超えて自己の目的や

関心に合わせて自由に選択した科目の単位や他学部科目を履修し修得し

た単位を 28 単位まで卒業所要単位数（124 単位)に組み込むものである。

現代経済学科の科目や経済学部以外の学部の科目を修得することで、幅

広い知識を身に付けることが可能となる。  

 

③ 現代経済学科  

現代経済学科のカリキュラム・ポリシー（CP1）、すなわち「経済学

を理解する基礎的能力を養う基盤科目を配置する」「サステナビリティ

の観点から現代の社会問題を深く考察・理解するための実践型の科目を

配置する」「グローバル経済及び地域コミュニティ双方の現状を正しく

理解し、かつ将来的なあり方を深く検討・考察するための科目を配置す

る」にしたがって、カリキュラム編成がなされている。  

全学共通科目以外の現代経済学科における専門科目は「ゼミナール科

目」「サステナビリティ研究科目」「基盤科目」「総合科目」「応用発

展科目」であり、それ以外に「自己設計科目」が設置されている。  

（CP4）「思考力、表現力、課題解決力を集中的に錬成する」ことを

具現化する「ゼミナール科目」の特徴は、１年次生から４年次生まです

べての学年において、少人数教育が徹底されるところにある。１年次前
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期からは「基礎ゼミナール」を配置し、レジュメやレポートの書き方、

人前での発表の仕方など、大学生として獲得しておくべき学修姿勢や技

術を細部にまでわたって指導を行う。２年次前期からは「プレゼンテー

ション演習」を配置し、「基礎ゼミナール」で獲得した発表技術をさら

に高め、プレゼンテーション能力に磨きをかける指導を行う。３年次前

期には必修の「上級ゼミナールⅠ・Ⅱ」を配置し、２年次生までに学修

してきた多元的な視座から学んだ経済学の知識を踏まえ、より専門性を

高めながら現代社会における様々な問題点の核心部分を追求できるよう

指導を行う。４年次の「卒業研究」では、４年間の大学生活において学

修したものの集大成としての卒業論文をつつがなく完成させるための指

導を行っていく。  

現代経済学科の大きな特徴としては、（CP1-2）「サステナビリティ

の観点から現代の社会問題を深く考察・理解するための実践型の科目を

配置する」に基づき、ESD（持続可能な開発のための教育）の考え方

をとりいれた「サステナビリティ研究科目」が配置されていることであ

る。これは「地域コミュニティ科目」と「グローバル経済科目」という

２つの固有の科目群を含むものである（CP1-3：「グローバル経済およ

び地域コミュニティ双方の現状を正しく理解し、かつ将来的な在り方を

深く検討・考察するための科目を配置する。」）。「地域コミュニティ

科目」は、主として地域コミュニティが存続・維持のために抱える問題

点を現場目線ですくい上げ、問題解決に挑むことができる学生を育成す

るためのプログラムが多く配置されている。このプログラムの実施のた

めに、成蹊大学として締結している包括連携協定（東京都武蔵野市、ネ

クスト・ローカル株式会社及び株式会社アトレ（吉祥寺店）との３者間

及び公立大学法人島根県立大学）を活用し、大学が位置する大都市圏と

非大都市圏双方での地域課題等に取り組む。１年次後期からは「フィー

ルドワークの技法」で基礎となる調査技法を指導し、２年次生前期から

は少人数で実践型のゼミナールが多く配置されている。「グローバル科

目」では地域コミュニティの視座もグローバルな視座があって初めて成

立するという視点から、世界経済の現実的側面や日本以外の文化を学び、

国際感覚を養うための科目が多く配置されている。  

（CP1-1）「経済学を理解する基礎的能力を養うこと」に対応する

「基盤科目」では、経済数理学科の高度な経済学の知識と同等のもので

はないが、同様の積み上げ方式で初級レベル「基礎ⅠＢ」ではミクロ経

済学やマクロ経済学などを学び、次いで「基礎ⅡＢ」で中級レベルの経
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済学の知識を学修することができる科目が配置されている。  

（CP2-1）「広い成蹊教養カリキュラムに加えて、制度、歴史を集中

的に学修するため」に設置する「総合科目」の特徴は、経済学を基礎と

した視座を養う上でも欠かすことのできない「制度・歴史」「社会理解」

に関する数多くの科目が配置されていることである。特に１年次後期に

は「経済史の基礎」を配置し、経済学誕生以来の歴史を基礎から学ぶこ

とで、現代社会における経済問題にも対応しうる歴史感覚を養うことが

できるよう指導する。また、「社会理解実践講義」「経済実務講義」な

ど、実社会の経験者から話を聞いた上で議論を行うといった科目を配置

し、大学で学んだ知識が実社会で生かされるのか、そのためにはどのよ

うな学修姿勢を習得すべきなのかについて学ぶことができる。  

「応用発展科目」には「企業経済科目」「金融経済科目」「地域・理

解科目」「公共政策科目」「EAGLE 国際教養科目」のそれぞれに区分

された科目群が配置されている。いずれも現代社会における経済問題や

社会問題に対応するために必要不可欠な科目であり、より専門性の高い

レベルの知識を学修することができる科目が配置されている。  

「自己設計科目」は、全学共通科目、経済学部の他学科である経済数

理学科の科目のうち、それぞれの卒業所要単位数を超えて自己の目的や

関心に合わせて自由に選択した科目の単位や他学部科目を履修し修得し

た単位を 20 単位まで卒業所要単位数（124 単位)に組み込むものである。

経済数理学科の科目や経済学部以外の学部の科目を修得することで、幅

広い知識を身に付けることが可能となる。  

 

④ グローバル教育プログラム（EAGLE） 

成蹊大学では、経済学部の設置と同時期に、（CP5）「自発性、積極

性の向上のため、留学、インターンシップ等の単位認定の仕組み、及び

上級者向けの選抜型の科目を設ける」の実現のため、高い英語力を備え

国際的な活動に関心のある学生を対象とした全学的なグローバル教育プ

ログラム（通称「 EAGLE （ Education for Academic and Global 

Learners in English）」）を開設する（CP5-1）。 

EAGLE は、後述の「入学者選抜の概要」において説明する２教科型

グローバル教育プログラム統一入学試験（Ｇ入試）によりそれぞれの学

科に入学した学生が、所属学科の教育を受け専門知識を獲得しながら、

学部学科の枠を超えて履修する、学部横断型の専用プログラムである。

全学の定員は 30 名で、うち経済学部では現代経済学科に定員５名の枠
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を設けている。  

EAGLE では、専門教育と合わせ、国際志向とチャレンジ精神を涵養

しながら、総合力のある魅力的な人材を育んでいく。より具体的には、

英語力と文化的な素養を伸ばし、多様な背景を持つ人々との間で意思疎

通が図れる能力、さらには多様性を尊重できる柔軟性を涵養するととも

に、流動的で複雑な世界に対応すべく、論理的な思考能力に加えて構想

力と応用力を有する人材を養成する。このような方針に基づき策定され

たプログラムを通じて、グローバル市民としての知見と教養に加え、ビ

ジネスや実社会で求められる主体性及び実践的なスキルを備えた人材を

育成する。 

EAGLE のプログラムは、国際志向とチャレンジ精神を持った総合力

のある魅力的な人材を育成する観点から、英語の４技能（聞く・読む・

話す・書く）を徹底して習得するとともに、国際性と学際性を意識した

科目を段階的かつ体系的に履修する。また、留学は必修プログラムとし

て組み込むとともに、キャリア教育も重視する。  

カ リ キ ュ ラ ム は 、 ＜ 資 料 ４ ＞ の と お り 「 Foreign Language 」

「Seminar」「Global Studies」の４つの区分で編成され、これらも科

目は全学共通科目（成蹊教養カリキュラム）及び現代経済学科の専門教

育課程に含まれている。 

Foreign Language は Freshman と Sophomore の２区分に分かれ、

Freshman に属する科目の「College English （Listening & Speaking） 

Ⅰ・Ⅱ」、「College English （Reading & Writing）  Ⅰ・Ⅱ」及び

「Intensive EnglishⅠ・Ⅱ」の計６科目６単位を必修とし、１年次の

うちに英語の４技能（聞く・読む・話す・書く）を徹底的に習得する。

このうち「Intensive EnglishⅠ・Ⅱ」では、通常の対面授業のほか、

オンライン教材を使い授業運営を行うとともに、自学自習を促す。また、

Freshman 及び Sophomore の選択科目で、自身の関心や得手不得手を

鑑みた履修をし、研鑽を積むこととなる。  

Seminar 科目は、１年次前期から２年次前期までの３期間、３科目

６単位を必修とする。特に１年次前期の Global Studies Seminar Ⅰは、

EAGLE 学生に課す１年次夏期休業中に行うケンブリッジ大学への短期

留学にあたっての事前学習に位置付けられる科目である。  

Global Studies 科目は、主として経済学部では EAGLE 国際教養科目

に含まれる科目で、原則として英語で授業を行う専門学修である。これ

らの科目は、経済学部での専門領域のほか、本学の文系学部の経営学部、
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法学部及び文学部に専門性のある科目も配置されていることで、国際性

と学際性を意識して学修し、グローバル感覚を涵養するものとなる。  

大学での学修をより確かなものとするために、EAGLE 学生には２度

の留学プログラムの受講を推奨する。特に１年次の夏季休業期間中には、

必須として全員がケンブリッジ大学ペンブルックカレッジでの３～４週

間の留学に臨む。また、２年次以降（特に２年次後期を推奨）では、本

学と協定を結んだ大学での半年間の留学を行うよう指導する。  

留学後は、留学の経験及びこれまでの EAGLE プログラムの学修を今

後の自身のキャリア形成に繋げるよう、３年次では成蹊教養カリキュラ

ムのキャリア教育科目に配置されている「丸の内ビジネス研修

（Marunouchi Business Training ：MBT）」プログラムの科目である

「発展インターンシップ準備講座」「発展インターンシップ実習」、も

しくは EAGLE 学生専用の「Global Career Design」の科目を受講し、

EAGLE プログラムの集大成とする。  

なお、これらの EAGLE プログラムの授業は、日本語を補助的に用い

る場合を除き、原則として英語で行う。  

EAGLE のプログラムの修了は、卒業時において EAGLE カリキュラ

ムの科目の単位を 40 単位以上修得した者に、EAGLE 修了を認定する

こととなる。その 40 単位の内訳は、「Foreign Language」12 単位以

上、「Seminar」６単位以上、「Global Studies」12 単位以上を修得し、

残り 10 単位については、「Capacity Building」として、EAGLE 学生

の素養として必要と認める科目の単位の修得及び EAGLE カリキュラム

各科目区分の必要単位数を超えて修得した単位を含めるものとする。  

 

⑤ 副専攻制度  

成蹊大学では、2020 年度の経済学部の再編を契機に、前述の全学共

通科目の改編にあわせ、（CP3）「視野を広げ、多面的な思考を促進す

るとともに、異分野の学生との交流、多様な人々との協働を図るために、

学部学科の枠を超えて幅広く学ぶことができる仕組みを設ける」に基づ

き、全学的に運用する「副専攻」制度を設けることとなった。  

副専攻制度は、所属学科の専門教育に加え、学生の多様な関心や目的

に応じて、一定の系統的なまとまりをもって様々な知識を学修できるよ

うにする仕組みであり、ワンキャンパスにすべての学部学科が集まる成

蹊大学の利点を活かした教育に対する新しい取り組みである。現時点で

は以下に掲げる副専攻を設けることとしている。 
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副専攻を履修するための事前の申し出は不要であるが、経済学部、全

学共通科目以外の他の学部の開講科目（以下「他学部科目」という）を

履修するときには、他学部科目履修の申請を当該学部に行う必要がある。 

副専攻の修了は、１つの副専攻に対し、当該副専攻で規定される科目

のうちから 16 単位以上を修得した上で、申請を行った者に対し要件充

足等の修了認定を行い、認定者には修了証を交付する。 

副専攻として履修した科目の単位は、教職課程に関する科目の一部を

除き、他学科科目、他学部科目も含め卒業に必要な単位として算入でき

る。なお、他学科、他学部で履修した科目の単位は、自己設計科目に算

入する。 

＜開設副専攻＞ 

歴史文化学副専攻、哲学思想副専攻、地理環境学副専攻、 

社会福祉副専攻、公共政策副専攻、言語文化副専攻（ドイツ語、フ

ランス語、スペイン語、中国語、韓国語）、 

グローバル・コミュニケーション副専攻、 

国際関係副専攻、経営学副専攻、法律学副専攻、 

政治学副専攻、文学副専攻、心理学副専攻、 

科学コミュニケーション副専攻、総合ＩＴ副専攻 

 

⑥ 教職課程  

成蹊学園創立者中村春二が唱えた「知育偏重ではなく人格、学問、心

身にバランスのとれた人間教育の実践」の教育理念は、社会的要請とし

て教師に求められる「豊かな人間性をもち児童生徒を惹きつける個性的

な魅力を持つ資質・力量の高い教員」という要件に合致しており、本学

はまさに社会の期待に応えられる教師を育て、送り出すための好条件を

備えている。 

この利点を大いに活かし、本学は「開放制教員養成制度」の趣旨に則

って、教師としての責任感や愛情を育み、教職に関する深い教養と教育

的技能を教授する課程を大学教育の一領域に位置付け、開設するすべて

の学部・学科、法務研究科を除く大学院研究科・専攻に教職課程を設け、

専門教育に応じた教科の教育職員免許状が取得できることとしている。  

今回設置する経済学部においても、前述の経済学部の理念、目標をも

とに、学習指導要領において中学校社会科、高等学校地理歴史科及び公

民科が目標としている「平和で民主的な国家及び社会の有為な形成者」

として生徒の資質を養い、現代の我が国及び国際社会に生徒が「主体的」
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に関わっていけるような教育を実践できる教員を養成することを目指す

べく、教職課程を設置する。  

経済学部においては、次の教育職員免許状が取得できる。  

経済数理学科：中学校一種免許状（教科：社会）、  

高等学校一種免許状（教科：公民）  

現代経済学科：中学校一種免許状（教科：社会）、  

高等学校一種免許状（教科：地理歴史及び公民）  

 

教職課程を履修し、卒業時に上記の教育職員免許状を取得するために

は、教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）（以下「免許法」とい

う。）、同法施行規則（昭和 24 年文部省令第 27 号）（以下「免許法施

行規則」という。）の規定に基づき、教科及び教職に関する科目の単位

を修得する必要があるが、このうち学部学科の専門性に直結する「教科

に関する専門的事項」の修得については、各学科の専門科目及び全学共

通科目から社会、地理歴史又は公民の科目として適切と認めた科目を履

修する。 

各学科における「教科に関する専門的事項」の履修目的は次のとおり

となる。 

【経済数理学科】  

教科ごとに免許法施行規則に定める科目において一般的包括的内容

を学ぶ科目として教職必修と位置付けている「日本史概論Ⅰ・Ⅱ」

「世界史概論Ⅰ・Ⅱ」「人文地理学」「自然地理学」「地誌学」「現

代の政治学」ミクロ経済学の基礎」「マクロ経済学の基礎」「哲学の

基礎（又は倫理学の基礎）」などの科目を履修した上で、一般的包括

的内容を補完する科目や、経済学の基礎的素養を得た上で学ぶ応用発

展科目により国内外の社会経済及びそれらを構成する家計、企業、そ

して政府の活動と市場の枠組みを理解することで、教科の専門性を担

保することとしている。なお、これら教科の専門性を生徒にどのよう

に伝え学ばせるかの技法等を身に付けるため、「教科の指導法」の科

目が大学共通で設置されている。  

【現代経済学科】  

教科ごとに免許法施行規則に定める科目において一般的包括的内容

を学ぶ科目として教職必修と位置付けている「日本史概論Ⅰ・Ⅱ」

「世界史概論Ⅰ・Ⅱ」「人文地理学」「自然地理学」「地誌学」「現

代の政治学」ミクロ経済学の基礎」「マクロ経済学の基礎」「哲学の
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基礎（又は倫理学の基礎）」などの科目を履修した上で、一般的包括

的内容を補完する科目や、総合科目や応用発展科目において、日本及

び西洋の経済史から学ぶ歴史的思考、地域・環境問題、財政・福祉政

策など現代社会が直面する問題等を学びとり課題の発見・解決につな

げていく実践力・応用力を備えることで、教科の専門性を担保するこ

ととしている。なお、これら教科の専門性を生徒にどのように伝え学

ばせるかの技法等を身に付けるため、「教科の指導法」の科目が大学

共通で設置されている。   
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５．教員組織の編成の考え方及び特色 

本学部の教員組織は、研究・教育経験の豊富な教員によって編成されてお

り、様々な学生の学びのニーズに対応できるよう、多岐にわたる研究対象学

問分野の教員を配置することとした。経済数理学科は８名、現代経済学科は

10 名を配置し、本学部各学科における大学設置基準上の必要教員数を満た

している。 

【経済数理学科】  

経済数理学科では、数理モデル分析や統計データ処理を通して経済学を

教育研究するという目的が達成されるように、教員組織を編成している。

本学科の教育を担当する専任教員として、教授６名、准教授１名、専任講

師１名を配置した。このうち、６名が博士（Ph.D. 等を含む）の学位を

有しており、学位における分野は経済学５名、理学１名である。これらの

教員の年齢構成（完成時）は、30 代１名、40 代２名、50 代３名、60 代２

名である。 

【現代経済学科】  

本学科教員の編成は、多元的な視座から学んだ経済学の知識を、現代社

会の抱える問題の発見につなげていく実践力・応用力を備えた人材を養成

する教育ができるよう編成されている。本学科の教育を担当する専任教員

として、教授８名、准教授１名及び助教１名を配置した。このうち、９名

が博士（Ph.D. 等を含む）の学位を有しており、博士の学位における分

野は、経済学５名、理学２名、社会学１名、国際公共政策１名である。こ

れらの教員の年齢構成（完成時）は、30 代１名、40 代２名、50 代５名、

60 代２名である。 

 

このように教員組織は研究・教育経験の豊富な教員によって編成されてお

り、様々な学生の学びのニーズに対応できるよう、特に現代経済学科におい

ては多岐にわたる学問分野・研究対象の教員を配置することとした。 

専任講師以上の専任教員の授業担当科目数は年間 10 科目に原則として制

限している。科目担当数の上限を設けることで、教員が授業や授業準備に追

われて学生指導の面や研究の面で不具合が生じないように配慮している。 

本学部所属予定の専任教員のうち、完成年度の 2023 年度までに定年を迎

える教員は３名（経済数理学科２名、現代経済学科１名）であるが、特別任

用教授（本学園の「定年制に関する規則」＜資料５＞第５条の規定に基づく

再雇用制度の運用として「成蹊大学特別任用教授規則」＜資料６＞が規定さ
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れている。）として勤務する予定であり、専任教員の退職を前提とした新規

採用者を予定する必要はない。 

なお本学では、2018 年 12 月に「成蹊大学専任教員採用に関する規則」＜

資料７＞を制定し、毎年、向こう５年間（規定上は３年間又は５年間である

が、運用は５年で開始した。）の採用計画を策定し、成蹊大学人事委員会＜

資料８＞で決定した上で学園理事会の承認を得る仕組みの運用を開始した。

この大学人事委員会では、学部のみならず大学全体の教員採用計画を策定す

ることとなること、採用計画の決定にあたっては、本学園の学園長及び外部

有識者の出席を求めていることで、大学で策定する計画が適切であるかどう

かをチェックする機能も果たしている。このような仕組みが構築されたこと

で、経済学部においても、大学としての人事の全体構想等との調整、適切性

の検証を行いながら、時機に即した適時適切（分野、職位等）な採用計画を

立てることができる体制が整備された。   
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６．教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

(1) 特色とする授業方法 

【経済数理学科】 

経済数理学科の特徴は、カリキュラム・ポリシー（CP1）にもあるよ

うに、ミクロ経済学、マクロ経済学、計量経済学から構成されたオーソ

ドックスな基盤科目が初級から上級まで体系的に学修できるように配置

され、それらを基礎として専門分野を系統的・体系的に学修できるよう

に応用発展科目が配置されていることである。  

１・２年次配当の基盤Ⅰの科目のうちマクロ経済学の各科目では、デ

ジタル技術を活用した講義室内外での双方向型授業や、学生アシスタン

ト（QLA、Qualified Learning Assistant）を活用した学生相互間の学

びを促進する形式、明確な学修目標の設定とアクティブ・ラーニング形

式の活用により達成度をきめ細かく把握することで理解を深めるなどの

授業運営を実施する。さらに２年次に配置されるゼミナールでは基盤科

目やプログラミングの実践力の涵養を目指し、また基盤Ⅱには今日的な

基盤科目を配置している。これらを基礎として、現代の様々な社会問題

に対応できる広い視野を養うために企業経済、金融経済、公共政策３つ

の分野にあたる応用科目が配置されている。 

【現代経済学科】 

現代経済学科の特徴は、カリキュラム・ポリシー（CP1）にもあるよ

うに、経済学を理解する基礎的能力を養う基盤科目が配置され、それを

基礎として、理論研究にとどまることなく、フィールドワークや社会調

査など実践型の少人数教育が行われていることである。そうすることで、

経済学理論の範疇だけでは理解できないような現代の様々な社会問題に

現場目線で対応することができる学生を教育していくことが可能となる。

とりわけ「サステナビリティ研究科目」は完全な必修科目ばかりが配置

されているわけではないが、多くの学生が最低１つの「実践ゼミナール」

「コミュニティ研究ゼミナール」「GIS ゼミナール」のいずれかを履修

し、極めて現実的な社会問題を実感・経験しながら、問題解決型のアプ

ローチを身に付ける。 

 

 

(2) 履修指導 

履修指導は、入学時に学部独自で十分なオリエンテーション時間を確保
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して、大学の履修の仕組み、Web 上での履修登録の方法、さらに学部のカ

リキュラムについて説明を行うなど組織的に実施される。また、１年次か

ら４年次まで少人数のゼミナール科目が配置されているので、その年次ご

とに登録しているゼミナールの担当者が相談相手となり、履修が滞ってい

る学生などの問題に対応することができる体制になっている。新年度に切

り替わる時期には学部教員が中心となって履修相談コーナーを数日間設け、

習得が滞っている科目区分の確認をするとともに、各自のキャリアプラン

ニングを踏まえた履修指導を行う。さらに、すべての専任教員は原則とし

て毎週１時間程度のオフィスアワーを設け、学生は、指導教授だけではな

く、すべての専任教員から必要に応じて指導を受けることができる。 

そのほか、年に一度大学で父母懇談会を開くほか、全国を３ブロック

(「北海道・東北・北関東」「東海・中部・近畿」「中国・四国・九州」)

に分け、順繰りに地域懇談会（全学共通）を開催しており、保護者との強

い連携関係をもとに学生を指導できるように努めている。 

なお、全学生には大学からメールアドレスが付与されており、大学や専

任教員から学生への連絡は Web システムを通じて行われている。同システ

ムでは、全学生に対して掲示やメールによる連絡ができるだけではなく、

学籍番号を指定することで特定の学生のみに掲示やメールによる連絡をす

ることが可能になっている。 

 

 

(3) シラバスの活用 

 学生は、自分の興味や将来の進路等を考慮して卒業までの履修計画を立

て、その履修計画に沿って適切に科目を選択するために Web 上の掲載され

ているシラバスを活用する。シラバスでは、当該年度に開講されるすべて

の授業科目について、「テーマ・概要」「到達目標」「授業の計画と準備

学習」「授業の方法」「成績評価の方法」「成績評価の基準」「必要な予

備知識／先修科目／関連科目」「テキスト」「参考書」「質問・相談方法

等（オフィスアワー）」が掲載されている。なお、本学においては、全学

として「シラバス作成方針」＜資料９＞を規定した上で、授業担当者には

毎年度「シラバス作成要領」＜資料 10＞を配布し、上記の内容を詳細に

記入するよう徹底している。 
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(4) ＣＡＰ制度 

 １単位当たりの学修に必要な時間を確保して単位の実質化を図ることを

目的として、年間に履修可能な単位数の上限を原則として 40 単位に定め

ている。また、前後期の各学期に履修する単位にも著しく偏りが出ないよ

うに履修可能な単位数の上限を 26 単位と定めている。 

 

 

(5) ＧＰＡ制度 

 成績評価の仕組みとして、GPA（Grade Point Average）制度を導入し

客観的な成績評価を行うことで、学生の学習意欲を高めさせ、かつ、効果

的な履修指導を行う。成績評価については、［表２］にあるように学期ご

との授業科目の成績を５段階（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆ）で評価し、それぞれ

の評価に対応した評価点（GP: Grade Point）を与える。GPA は、各授業

科目の評価点に当該科目の単位数を乗じて得た積の合計を、卒業に必要な

単位として算入することのできる授業科目の総履修登録単位数で除して算

出する。 

なお、この５段階のほか、履修中止期間に所定の手続きで履修を中止し

た科目には「Ｗ」の表記がなされ、他大学で取得した単位が認定された場

合には「Ｔ」の表記がなされる。「Ｗ」の科目には単位は付与されず、

「Ｔ」の科目には単位が付与されるが、いずれも GPA の計算からは除外

される。 

［表２］ＧＰＡ 成績表記・成績評価と評価点との関連  

成績表記 成績評価 単位付与 評価点（ＧＰ） 

Ｓ 90～100 点 合格 ４ 

Ａ 80～89 点 合格 ３ 

Ｂ 70～79 点 合格 ２ 

Ｃ 60～69 点 合格 １ 

Ｆ 59 点以下 不合格 ０ 

Ｗ  不合格 GPA の計算には含めない。 

Ｔ  合格 同上 
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(6) 卒業要件 

 卒業に必要な単位数は、両学科とも 124 単位であり、その内訳は、次の

とおりである。  

【経済数理学科】 

全学共通科目から 28 単位以上、経済数理学科専門科目から 68 単位を

修得することが要件である。なお、全学共通科目 28 単位と経営学部専

門科目 68 単位を超える単位及び他学部科目の履修で修得した科目の単

位は、自己設計科目の単位として 28 単位まで卒業に必要な修得単位数

に組み入れることが可能である［表３］。 

［表３］経済数理学科 卒業に必要な修得単位数 

科  目  区  分 区分別必要単位数 
卒業に必要な

修得単位数 

全 

学 

共 

通 

科 

目 

外 国 語 

英語

科目 

必 修 4 

16以上 

28 

124 

選 択 

必 修 
2 

選 択  

初 修 外 国 語 科 目 

 
技 能 

日 本 語 力 科 目 

キャリア教育科目 

情 報 基 盤 科 目 

健康・スポーツ科目 

教 養 基 礎 

人 文 学 

8以上 

社 会 科 学 

自 然 科 学 

持 続 社 会 探 究 

環 境 ・ 地 域 

国 際 理 解 

人 権 ・ 共 生 

実 践 

専 

門 

科 

目 

ゼミナール科目 
必 修 10 

12以上 

68 

選 択  

基 盤 科 目 
基 盤 Ⅰ 18 

26以上 
基 盤 Ⅱ 8 

総 合 科 目 
制 度 ・ 歴 史 2 

6以上 
社 会 理 解 2 

応 用 発 展 科 目 
応 用 科 目 12 

18以上 
発 展 科 目 6 

広 域 基 礎 科 目   

自 己 設 計 科 目   28 

 

【現代経済学科】  

全学共通科目から 28 単位以上、経済数理学科専門科目から 76 単位を

修得することが要件である。なお、全学共通科目 28 単位と経営学部専

門科目 76 単位を超える単位及び他学部科目の履修で修得した科目の単
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位は、自己設計科目の単位として 20 単位まで卒業に必要な修得単位数

に組み入れることが可能である［表４］。 

［表４］現代経済学科 卒業に必要な修得単位数 

科  目  区  分 区分別必要単位数 
卒業に必要な

修得単位数 

全 

学 

共 

通 

科 

目 

外 国 語 

英 語

科 目 

必 修 4 

16以上 

28 

124 

選択必修 2 

選 択  

初 修 外 国 語 科 目 

 
技 能 

日 本 語 力 科 目 

キャリア教育科目 

情 報 基 盤 科 目 

健康・スポーツ科目 

教 養 基 礎 

人 文 学 

8以上 

社 会 科 学 

自 然 科 学 

持 続 社 会 探 究 

環 境 ・ 地 域 

国 際 理 解 

人 権 ・ 共 生 

実 践 

専 
門 

科 

目 

ゼミナール科目 
必 修 10 

10以上 

76 

選 択  

サステナビリテ

ィ 研 究 科 目 

地域コミュニティ 

経 済 科 目 
6 

12以上 

グローバル経済科目 6 

基 盤 科 目 
基 盤 Ⅰ 12 

20以上 
基 盤 Ⅱ 6 

総 合 科 目 
制 度 ・ 歴 史 4 

6以上 
社 会 理 解  

応 用 発 展 科 目 

企 業 経 済 科 目 4 

26以上 

金 融 経 済 科 目 4 

地 域 ・ 環 境 科 目 4 

公 共 政 策 科 目 4 

ＥＡＧＬＥ国際教養

科 目 
 

広 域 基 礎 科 目   

自 己 設 計 科 目   20 

 

 

(7) 履修モデル 

履修指導の一助として、学科別に次のとおり複数の履修モデルを設定し

ている。ゼミナール担当者、年度切り替え時の履修相談等に、学生のキャ

リアプランニングを踏まえた履修指導を行うためにこれを活用する。  

【経済数理学科】＜資料 11＞ 

≪①大学院進学モデル≫  
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経済学系の大学院進学を念頭に、経済学の基礎から応用まで、また

方法論と研究スキルを重点的に学修する場合のモデル。学問としての

経済学の基礎を固めるように，基盤科目・発展科目を中心に履修し、

応用科目では特定分野に偏らない履修パターンを示している。  

 

≪②シンクタンクや企業の戦略的部門で働くアナリストモデル≫  

データ分析の専門家になることを想定して、データ活用の手法を習

得するため、計量経済学や統計学関連の科目を積極的に履修、応用科

目としては金融経済の分野を中心に履修するモデル。金融及び企業に

関する理解を深めるため、現代経済学科の科目履修も推奨する。  

 

≪③経済分析に秀でた公務員モデル≫  

公務員の総合職や国税・財務関係の専門職になることを目標とした

履修モデル。応用科目として公共経済の分野を中心に履修するととも

に、法律や行政学関係の科目の履修も推奨する。  

 

≪④教職課程履修（中学・高等学校の教員）モデル≫  

中学校の社会科、高等学校の公民科の教員になることを念頭に、経

済現象や経済問題の本質を的確に理解しながら課題解決に向けて社会

的な見方・考え方を働かせる能力を活かした教育を実践できるような

素養を涵養するため、学科専門科目、広域基礎科目、全学共通科目を

幅広く履修する。  

 

【現代経済学科】＜資料 12＞  

≪①グローバル舞台で活躍するビジネスパーソンモデル≫  

金融やサービス、製造などにまたがるグローバル企業の現地駐在員

などして活躍できることを念頭に、応用発展科目で国際経済学や国際

金融、経済地理学などを重点的に履修するモデル。全学教育科目での

国際理解科目やサステナビリティ研究科目でのグローバル経済の科目

の履修も推奨する。  

 

≪②豊かな地域経済社会づくりに貢献する公務員モデル≫  

地方公務員の総合職に就くことを念頭に、「地域コミュニティ経済」

や「公共経済」といった科目区分での履修を重点的に行う履修モデル。

全学教育科目の「持続社会探究 -環境・地域」の区分の重点的履修も
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推奨する。 

 

≪③社会派の報道職種を目指すジャーナリストモデル≫  

全国紙やテレビ局、ローカルメディアでの発信者として活躍するこ

とを想定においたモデル。全般的に偏りなく履修して幅広い教養を身

に付けることを念頭においているが、学部科目では「サステナビリテ

ィ研究」の科目群、全学共通科目では「持続社会探究」の科目群の履

修にややウェイトをおいている。  

 

≪④地域コミュニティの活性化を担う「まちづくり」モデル≫  

ソーシャルビジネスや NPO での活躍や、ローカルビジネスの起業

を念頭においた履修モデル。「サステナビリティ研究」のうち「地域

コミュニティ経済」の科目群を重点的に履修するモデルとした。  

 

≪⑤企業の第一線で活躍できる企業人モデル≫  

教養、専門を通して、経済学、統計学、企業経済、金融経済を基礎

から応用・発展までと、時事的課題等を十分に学び、金融機関をはじ

めとした企業の第一線で活躍できる資質を持った企業人となるための

モデル。 

 

≪⑥教職課程履修（中学・高等学校の教員）モデル≫ 

中学校の社会科、高等学校の地理歴史科及び公民科の教員になるこ

とを念頭に、歴史的思考を含めて多元的な視座から学んだ経済学の知

識、現代社会や地域の抱える問題の発見につなげていく実践力・応用

力、他者と協働しながら身近な地域社会の課題克服に立ち向かう能力

を活かした教育を実践できるような素養を涵養するため、学科専門科

目、広域基礎科目、全学共通科目を幅広く履修する。  

 

 

(8) 学生支援及び履修指導 

本学部は、学生が学修に専念できるように、大学の方針を踏まえ、以

下のとおり学生支援及び教育研究環境整備方針を定めている。 

① 学生支援の組織的運営 

本学部に学生支援を目的とする委員会を設置し、教務部、学生部、

学生相談室、大学保健室、キャリア支援センター等の関連部署との連
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携を図りながら、学修上の困難を抱える学生に対する相談、支援対応

策の立案、経過フォロー等の必要な支援を行う。 

 

② 成績不振学生への組織的指導 

 成績不振の学生に対しては、原因の発見、対応策の立案、学生の意

欲の向上等を目的とした指導を組織的かつ定期的に実施する。なお、

退学、休学、留学等の学籍の異動を伴う場合には原則としてその都度

組織的指導を実施する。 

 

③ 進路に関する支援 

学生の進路支援に関しては、大学の方針に従って、キャリア支援セ

ンターと連携を図りながら学生支援に努める。なお、早期卒業及び大

学院進学希望者に対しては、本学部において十分な指導を行う。 

  



- 40 - 

 

７．施設、設備等の整備計画 

(1) 校地、運動場の整備計画 

成蹊大学は、東京都武蔵野市吉祥寺北町にキャンパスを構える１キャン

パスの大学であり、敷地内には学校法人成蹊学園が設置する小学校、中

学・高等学校を併設している。大学の校舎敷地は専用 78,816.78 ㎡であり、

大学設置基準第 37 条の規定により算出する（収容定員上の学生１人あた

り 10 ㎡）校地面積 71,200 ㎡を超えており、本学部の設置に際して、すで

に十分な校地が確保されている。校地のうちには、空地として、本館前の

前庭及び教室等に囲まれた中庭（アトリオ）があり、学生が休息をとれる

空間として十分な場所を確保している。 

また運動場用地（グラウンド、体育館等関連施設用）は専用 87,580.85

㎡である。 

 

 

(2) 校舎等施設の整備計画 

本学の校舎面積は 92,533.93 ㎡であり、大学設置基準第 37 条の２別表

第３の規定により算出される基準校舎面積 41,649 ㎡に対し約 2.2 倍の面

積を持ち、本学部の設置に際して、すでに十分な校舎面積を保有している。 

校舎には、次の施設等を備えている。 

① 学長室、会議室、事務室 

学長室は専用で備えている。そのほか、大学要職者用室として、副学

長室（共用）、学部長室（学部ごと専用）を備えている。 

会議室、事務室は、円滑な業務遂行のため、各所に適宜配置している。 

 

② 研究室 

研究室は、文系学部においては専任教員（講師以上）の全員に個室を

供しており、助教については、複数名共同で利用している。このほか、

学部ごとに共同研究室を設けており、学部の教育研究活動を促進に供し

ている。 

 

③ 講義室・演習室 

講義室、演習室は、大学全体としてそれぞれ 70 室、46 室備え、この

うち経済学部ではそれぞれ４室、３室を専用としている。また、英語、

初修外国語を中心とした語学学習に供するための語学学習室を６室、情
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報教育に供するためＰＣを配置した情報処理施設（情報教育用教室）を

８室、大学共通で備えている。 

本学では、教室は原則として全学として共用し、授業運営を所管する

教務部が一括管理し、曜日時限ごと、学部ごとの使用頻度を勘案して教

室配当を行っているため、あらゆる授業形態、教育方法、履修者の多少

に柔軟に対応でき、その結果、作成した時間割上においても、無理なく

教室を確保し、授業運営を可能としている＜資料 13＞。なお本学では、

継続して大学の施設・設備の充実に努めており、近年では多人数収容

（300～400 名程度）の教室の拡充、視聴覚設備の全教室配置、外国語

科目やアクティブ・ラーニング実施に有益となる設備改善（固定机から

移動机、複数人用机から１人用机への変更、など）、大学全エリアでの

無線ＬＡＮ対応などを行った。 

 

④ 図書館、医務室、学生自習室、学生控室 

図書館については、後述する(3) を参照のこと。 

医務室については、大学保健室（学園の健康支援センター併設）を備

え、学生の健康管理、応急処置、医療機関対応、健康診断実施、カウン

セリング等、学生の心身の健康の維持増進に供している。 

学生自習室は、大学７号館１階にＰＣ備付の「スタディホール」を備

えている。また後述の図書館には、個人閲覧室があり、学生の自習に供

している。 

学生控室については、大学６号館に個室「コミュニケーションラボ」

４室を設けているほか、同じく６号館３～５階に、学生が自由に集まる

ことのできるフリースペースとして、椅子・机、窓に面してカウンター

を配置したラウンジを設けている。 

 

⑤ 運動場施設 

運動場施設としては、グラウンド（全天候型 400m トラックのある運

動場）と体育館（３館）を有しており、それら以外の運動場施設として

野球場、サッカー場、卓球場、テニスコート等を備え、体育館のうち１

館ではトレーニングができる設備、実施種目に関連する講義・演習がで

きる設備を設けている。これらの施設で主に全学共通科目（成蹊教養カ

リキュラム）の「健康・スポーツ演習Ａ・Ｂ」を行うが、現行施設で十

分対応できる。 
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(3) 図書等の資料及び図書館の整備計画 

本学の図書館（情報図書館と称する。）は、面積 11,955.95 ㎡、閲覧座

席数 1,032、収納可能冊数 170 万冊を擁する規模となっている。蔵書数は

2017 年度末において、1,322,917 冊の図書、9,771 種の学術雑誌、電子ジ

ャーナル 19,526 種である＜資料 14＞。 

図書館利用者に対するレファレンスサービスとして、学部ごとでカウン

ターを設けて、専門分野に応じたきめ細かな相談等の対応を行っている。

また、図書館間相互貸借、文献複写物取り寄せ、五大学（学習院大学、成

城大学、武蔵大学、甲南大学及び本学）の図書館相互利用等のサービスを

実施している。 

図書館資料を利用した学習を有効に行うため、個人用の個室閲覧室（ク

リスタルキャレル）が 266 室、演習・グループ学習向けの有効な演習室

（プラネット）が５室配置されている。学習向けに学生が利用可能なＰＣ

はクリスタルキャレル内に 150 台、館内貸出用 30 台を用意している。ま

た、図書検索用端末（ＯＰＡＣ、ＤＢ用）を 14 台備えている。 

経済学部の教育研究に必要な図書、雑誌、電子ジャーナルは、開設時に

はそれぞれ 67,267 冊、788 種、73 種を整備する予定であり、完成年度に

向けてさらに充実を図ることとしている＜資料 15＞。 
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８．入学者選抜の概要  

(1) 成蹊大学のアドミッション・ポリシー 

成蹊大学では、大学全体としてアドミッション・ポリシー（以下「ＡＰ」

という）を策定し、入学者選考の方針、求める学生像を提示し、本学で学

ぶための必要な学力を実施する各入学試験においてどのように評価するか

を規定している。 

 

成蹊大学の入学者受入れの方針（ＡＰ） 

【大学】 

（入学者選考方針） 

成蹊大学では、多様性に配慮しつつ、本学で学ぶために必要とされる

基礎的学力や適性、学習歴などをそれぞれの入学試験で多面的に判断し

ますが、その際、次の「求める学生像」を重視します。 

（求める学生像） 

① 希望する専攻分野のみならず、広く自然・社会・文化に旺盛な好奇

心がある。 

② 向上心を持ち、大学で学んだ知識を活かして社会に貢献したいとい

う意欲がある。 

③ 希望する専攻分野で学修することができる基礎的学力を有する。 

（入学試験） 

成蹊大学では、本学で学ぶために必要な学力を、（Ⅰ）十分な知識・

技能、（Ⅱ）それらを基盤として問題に対する解を自ら見出していく思

考力・判断力・表現力等の能力、（Ⅲ）これらの基になる主体性を持っ

て多様な人々と協働して学ぶ態度、の３点と捉え、各入学試験において

各学部・学科の人材育成・教育研究上の目的に基づき、次の点を中心に

評価をしています。 

① 一般入試  

①-1．独自入試  

①-1-1．３教科型学部個別入学試験（Ａ方式） （Ⅰ） 

①-1-2．２教科型全学部統一入学試験（Ｅ方式）（Ⅰ） 

＊いずれも筆記試験の得点で合否判定 

①-2．大学入試センター試験利用入試  

①-2-1．３教科型入学試験（Ｃ方式） （Ⅰ） 

①-2-2．４教科６科目型入学試験（Ｓ方式） （Ⅰ） 
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（経済学部では実施しない。） 

＊いずれも大学入試センター試験の筆記試験の得点で合否判

定 

①-3．センター・独自併用入学試験  

①-3-1．５科目型国公立併願アシスト入学試験（Ｐ方式）（Ⅰ） 

＊筆記試験の得点で合否判定 

①-3-2．５科目型多面評価入学試験（Ｍ方式）（Ⅰ, Ⅱ, Ⅲ） 

＊筆記試験の得点及び面接試験での総合的評価による合否判

定 

①-4．グローバル教育プログラム統一入学試験 

①-4-1．２教科型グローバル教育プログラム統一入学試験（Ｇ方

式）（Ⅰ，Ⅲ） 

＊筆記試験（Ｅ方式と同一問題）の得点、指定の英語外部検

定試験のスコアに基づく評価点、活動報告書に基づく評価

点による合否判定 

② ＡＯマルデス入学試験（帰国生・社会人・外国人入学試験を含む） 

（Ⅰ, Ⅱ, Ⅲ） 

＊書類審査及び面接試験での総合的評価による合否判定 

＊学部によっては人材育成・教育研究上の目的に基づき筆記試

験を課し実施する。 

 

 

(2) 経済学部のＡＰ 

上記のように大学全体として提示したＡＰ、必要な学力を踏まえ、経済

学部のＡＰを掲げて入学者の選抜を行うこととしている。なお、大学入学

前に「政治・経済」などの科目を通じて経済学を勉強したことがある受験

生は少数派であることから、特に受験生に向けて、以下のようなメッセー

ジを提示している。「成蹊大学経済学部に入学するために、経済学の特別

な基礎知識は必要としません。大学で学ぶにふさわしい意欲と基礎学力を

備えた人材であれば、すべての人を歓迎します。高校等で学習する教科・

科目等については徹底的に基礎を修得すること、そして筋道を立てて論理

的に考える習慣と自分の考えを明確に表現する発信力を身に付けることを

目指して、着実に学習を進めていくことが大切です。」  

【入学試験】  

大学で定めた本学で学ぶために必要な学力を、経済学部ではそれぞれ
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の入学試験において、本学部の人材育成・教育研究上の目的に照らし合

わせながら、次の点を中心に評価しています。  

【経済学部（経済数理学科、現代経済学科）のＡＰ】  

本学部の「理念・目的」「教育目標（人材育成方針）」、ＤＰ及びＣ

Ｐを踏まえ、以下のようにＡＰを定める。  

（AP1）求める学生像 

（AP1-1）経済や社会の現象や問題の解明・解決に強い関心を持つ人  

経済数理学科 ものごとを論理的に考え、データの中から真実

を見つけたいと思う人  

現代経済学科 ものごとについて実体験を通して理解したいと

思う人 

（AP1-2）経済学を学ぶ上で必要となる、高校までに身に付けておくべき

基礎学力を持つ人  

経済数理学科 英語、地理歴史・公民、数学の学力  

現代経済学科 英語、地理歴史・公民、国語の学力  

（AP1-3）他者と積極的にコミュニケーションを図り、協力しようとする

姿勢を持つ人 

経済数理学科 他者へものごとを論理的に説明したい人  

現代経済学科 他者と協力しながら共に目的を達成したい人 

（AP2）入学者の選考方針 

経済学部（経済数理学科、現代経済学科）では、学部・学科の

「求める学生像」を考慮しつつ、多様な人材を受け入れるために多

様な選抜方法を使って、公平かつ適正に入学者の選考を行う。  

（AP3）大学入学までに身に付けておくべき教科・科目等  

英語：英語の長文を正確に理解する力、事実・意見を的確に英語

の文章で表現する力、英語で他人と会話する力を養うこと。  

地理歴史・公民：地理・歴史・社会制度に関する基本的知識を修

得し、社会の動きや仕組みを解き明かそうとする探究心を

養うこと。 

数学：基本的な数式やグラフを理解し、それを応用して論理的な

思考を展開する力を養うこと。  

国語：新聞記事・解説文・評論文などの文章を正しく読解する力、

及び事実や意見を文章によって効果的に他人に伝える力を

養うこと。 
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(3) 募集人員等 

各学科における入試経路別の定員は、［表５］のとおりである。 

［表５］新経済学部の募集人員 

方   式 
経済数理学科 現代経済学科 

人数 構成比 人数 構成比 

一
般
入
試 

独自入試 

３教科型学部個別入学試験 

（Ａ方式） 
27 34% 50 33% 

２教科型全学部統一入学試

験（Ｅ方式） 
6 8% 10 7% 

大学入試センター

試験利用入試 

３教科型全学部統一入学試

験（Ｃ方式） 
6 8% 10 7% 

センター・独自併

用入試 

５科目型国公立併願アシス

ト入学試験（Ｐ方式） 
6 8% 10 7% 

５科目型多面評価入学試験 

（Ｍ方式） 
3 4% 5 3% 

グローバル教育プ

ログラム統一入試 

２教科型グローバル教育プログ

ラム統一入学試験（Ｇ方式） 
- - 4 3% 

ＡＯマルデス入試 4 5% 8 5% 

推薦入試 
指定校推薦、成蹊高校から

の推薦 
28 35% 53 35% 

計 80 100% 150 100% 

 

 

(4) 各選抜方法の概要（一般入試各方式の詳細は＜資料 16＞） 

① Ａ方式（３教科型学部個別入学試験）  

本学における３教科の試験によって合否を決める選抜方式である。試

験教科、配点（括弧内に表記）は次のとおりである。なお、外国語（英

語）の試験においては、AP に基づき英語４技能が評価できるような工

夫を考えている。  

経済数理学科：国語（100点）、外国語（150点）、数学（150点）。 

現代経済学科：国語（100 点）、外国語（100 点）、「地理歴史、公

民又は数学」として「日本史Ｂ」「世界史Ｂ」「政治・

経済」「数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ａ、数学Ｂ（数列、ベク

トル）」から１科目選択（100 点）。 

 

② Ｅ方式（２教科型全学部統一入学試験）  

本学における２教科の試験によって合否を決める選抜方式である。試

験教科、配点（括弧内に表記）は次のとおりである。  

経済数理学科：数学（200 点）、外国語（英語）（300 点）。 
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現代経済学科：国語（200 点）、外国語（英語）（300 点）。 

 

③ Ｃ方式（大学入試センター試験利用３教科型全学部統一入学試験）  

本学における独自試験ではなく、大学入試センター試験（３教科）の

みを利用して合否を決める選抜方式である。試験教科、配点（括弧内に

表記）は次のとおりである。  

経済数理学科：外国語（英語）（200 点）、「（数学Ⅰ・数学Ａ）

（数学Ⅱ・数学Ｂ）」（400 点）、「国語、地理歴史、

公民又は理科」のうちから１科目選択（100 点）。 

現代経済学科：外国語（英語）（200 点）、「地理歴史又は公民」の

うちから１科目選択（200 点）、「国語、数学、理科」

のうちから１科目選択（200 点）。 

 

④ Ｐ方式（５科目型国公立併願アシスト入学試験） 

大学入試センター試験の５科目と本学における外国語（英語）の試験

を併用して合否を決める選抜方式である。本学における外国語（英語）

の試験の配点は、両学科とも 200 点であり、大学入試センター試験にお

ける教科及び配点（括弧内に表記）は次のとおりである。 

経済数理学科：外国語（英語）（200 点）、「（数学Ⅰ・数学Ａ）

（数学Ⅱ・数学Ｂ）」（400 点）、「地理歴史又は公民」

のうちから 1 科目選択（100 点）、「国語又は理科」の

うちから 1 科目選択（100 点）。 

現代経済学科：国語（200 点）、外国語（英語）（200 点）、「数学

Ⅰ・数学Ａ」（100 点）、「地理歴史又は公民」のうち

から 1 科目選択（100 点）、「数学（数学Ⅱ・数学Ｂ）

又は理科」のうちからから 1 科目選択（100 点）。 

 

⑤ Ｍ方式（５科目型多面評価入学試験） 

大学入試センター試験の５科目と、本学における面接試験を併用して

合否を決める選抜方式である。面接試験はグループ面接とし、段階評価

を行う。また、大学入試センター試験における教科及び配点（括弧内に

表記）は、次のとおりである。 

経済数理学科：外国語（英語）（200 点）、「（数学Ⅰ・数学Ａ）

（数学Ⅱ・数学Ｂ）」（400 点）、「地理歴史又は公民」

のうちから１科目選択（200 点）、「国語又は理科」の
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うちから１科目選択（200 点）。 

現代経済学科：国語（200 点）、外国語（英語）（200 点）「数学

Ⅰ・数学Ａ」（200 点）、「地理歴史又は公民」のうち

から１科目選択（200 点）、「数学（数学Ⅱ・数学Ｂ）

又は理科」のうちから１科目選択（200 点）。 

 

⑥ Ｇ方式（グローバル教育プログラム統一入学試験：本学独自の２教

科＋英語外部検定試験、活動報告書） 

成蹊大学における学部横断型の選抜方式であり、本学独自で行うＥ方

式（上述）の得点に、英語外部検定試験のスコアに応じた評価点及び活

動報告書に基づく評価点を加算して合否を決める選抜方式である。本学

部での受入れは学科の AP と照らし合わせ、現代経済学科のみとする。

筆記試験の教科及び配点はＥ方式と同様で、英語外部検定試験のスコア

に基づく評価点及び活動報告書に基づく評価点は、それぞれ最大 50 点

である。 

 

⑦ ＡＯマルデス入学試験 

学科ごとの AP に基づいて、出願資格が定められる。出願時には、高

校の内申書や高校での活動を裏付ける資料を提出させ、さらにレポート

課題を課す。これらの書類の審査に加え、総合分析力を測るための筆記

試験及びグループディスカッションを行い、総合的に合否を判断する。 

 

⑧ 推薦入試  

推薦入試には「指定校推薦入試（外部推薦）」と「成蹊高等学校から

の推薦入試（内部推薦）」の２種類がある。 

ア 指定校推薦入試  

 成蹊高等学校以外の高校を対象にする指定校推薦入学である。まず、

高校のカリキュラム、成蹊大学への入学者数や入学後の成績などを考

慮して、対象となる指定校及び推薦枠を決定し、指定校へ推薦依頼の

通知を行う。次に、指定校の校長は、本学部の経済数理学科又は現代

経済学科への入学を希望する生徒の中で、学科ごとの AP に基づく被

推薦資格を満たす優秀な生徒を、本学部へ推薦する。最終的には、書

類選考と講義に基づく筆記試験の結果に基づき、合否を判断する。 

イ 成蹊高等学校からの推薦入試  

成蹊高等学校が対象の推薦入学である。成蹊高校の校長が、本学部
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の経済数理学科又は現代経済学科への入学を希望する生徒の中で、学

科ごとの AP に基づく被推薦資格を満たす優秀な生徒を、本学部へ推

薦する。最終的には、書類選考と講義に基づく筆記試験の結果に基づ

き合否を判断する。 
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９．取得可能な資格  

経済学部では、経済数理学科、現代経済学科の両学科に教育職員免許法及

び同法施行規則の規定に基づき、次の校種・教科の教育職員免許状（一種免

許状）が取得できる教職課程を置く。 

経済数理学科：中学校一種免許状（教科：社会）、 

高等学校一種免許状（教科：公民） 

現代経済学科：中学校一種免許状（教科：社会）、 

高等学校一種免許状（教科：地理歴史及び公民） 

 

成蹊学園創立者中村春二が唱えた「知育偏重ではなく人格、学問、心身に

バランスのとれた人間教育の実践」の教育理念は、社会的要請として教師に

求められる「豊かな人間性をもち児童生徒を惹きつける個性的な魅力を持つ

資質・力量の高い教員」という要件に合致しており、本学はまさに社会の期

待に応えられる教師を育て、送り出すための好条件を備えている。 

 この利点を大いに活かし、本学は「開放制教員養成制度」の趣旨に則って、

教師としての責任感や愛情を育み、教職に関する深い教養と教育的技能を教

授する課程を大学教育の一領域に位置付け、開設するすべての学部学科、大

学院研究科専攻に教職課程を設けている。 

経済学部においても、学部の理念、目標をもとに、学習指導要領において

中学校社会科、高等学校地理歴史科及び公民科が目標としている「平和で民

主的な国家及び社会の有為な形成者」として生徒の資質を養い、現代の我が

国及び国際社会に生徒が「主体的」に関わっていけるような教育を実践でき

る教員を養成することとしている。 

このような目的を果たすために、＜資料 17＞のとおり教職課程のカリキ

ュラムを策定した上で、履修モデル＜資料 11 及び 12＞によって学位プログ

ラムと教職課程の両立が可能であることを示している。 

教員となるために必要な基礎的資質を涵養する「教育の基礎的理解に関す

る科目」「道徳、総合的な学修の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等

に関する科目」「教育実践に関する科目」及び「教科の指導法」では、年次

により次のような内容を段階的に履修できるように工夫しており、卒業時に

は自身が教員として必要な資質に対し備わっているか否かを認識した上で、

結果として資質の高い教員を目指す力量を獲得することを目指している。な

お、教科に関する専門的事項に関しては、「４．教育課程の編成の考え方及

び特色」で説明したとおりである。 
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１年次  ：基本的な概念・知識（教職の意義及び教員の役割・職務内容、

理念並びに歴史及び思想、社会的、制度的又は経営的事項、教

育心理、生徒指導・進路指導等） 

２年次  ：各論（特別支援教育、教育課程（カリキュラム・マネジメン

ト）、教育方法、教育相談（カウンセリングに関する基礎的な

知識と技法）等） 

２年次後期：取得しようとする教科の指導法（～３年次） 

３年次  ：各論（道徳、総合的な学習の時間、特別活動等）、介護等の

体験（特別支援学校及び社会福祉施設における７日間の体験活

動） 

３年次後期：教育実習に向けての準備（事前指導） 

４年次  ：教育実習 

４年次後期：教職課程の集大成「教職実践演習」の履修 
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１０．実習の具体的計画 

「９．取得可能な資格」で掲げた教職課程では、４年次に教育実習を行う。

本学における教育実習は、次のとおり実施することとしている。  

(1) 教育実習の内容及び成績評価等 

① 教育実習の時期  

４年次５月～7 月、９月～11 月 

② 教育実習の実習期間・総時間数 

中学校３週間（120 時間以上）又は高等学校２週間（60 時間以上） 

③ 教育実習校の確保の方法 

成蹊中学・高等学校、成蹊小学校、東京都公立学校、及び実習生が

希望する中学校・高等学校から内諾を得ている。 

④ 教育実習内容 

実習校による先生方の講話、種々の授業観察、学級・ホームルーム

活動（朝学活・終学活）、実習教科の教材研究・教科指導（研究授業

を含む）、昼食時の指導、休み時間の使い方、清掃等を行う。 

⑤ 教育実習生に対する指導の方法 

教育実習期間中に、関係する大学指導教員が訪問して指導を行う。 

⑥ 教育実習の成績評価（評価の基準及び方法） 

教育実習校からの成績評価、大学指導教員による訪問指導報告、事

前指導における教育実習での課題設定、事後指導における振り返りの

学び、最終段階における教育実習事後レポート等を総合的に教職専任

教員が評価する。 

 

 

（2) 事前及び事後の指導の内容等 

事前指導 ① 教育実習オリエンテーション（大学教員よる講義等）。 

     ② 実習研究（ビデオ視聴に基づく討論）。 

事後指導 ① 実習分析（大学教員による講義等）。 

     ② 実習成果検討（報告発表・討議）。 

     ③ 最終レポートの作成。 

① 時期及び時間数 

事前指導 ３年次後期に８回×90 分、４年次前期に５回×90 分。 

事後指導 ４年次前期に３回×90 分、４年次後期に２回×90 分。 

② 内容（具体的な指導項目） 
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事前指導 ① 多様な子供たちの学習状況の把握。 

② 教育実習生の生活と役割。 

③ 教授方略の選択と学習環境の構成。 

④ 授業や学級経営における自己の課題設定。 

⑤ 教育実習における協働、連携、倫理等の確認。 

事後指導 ① 学校教育への理解、授業観察、生徒理解、学級経

営、その他教員の仕事など、全体的にみて、この実

習を通して、難しく感じたこと、苦心したこと、発

見したこと、やり甲斐を感じたことの共有。 

② 教科指導（特に研究授業）で重視したことや苦心

したこと、達成できたこと、実体験や批評から学び

得たことの共有。 

③ 生徒から学んだことの共有。 

④ 先生から学んだことの共有。 

⑤ 学校教師の仕事及びその力量として最も重要で基

本的であると考えたことの共有。 

⑥ 自分の適性や力量上の課題について考えたことの

共有。 

 

 

(3) 教育実習の受講資格 

教育実習を行うためには、それまでに以下に掲げる科目の単位を修得済

みであること。 

① ３年次終了までに卒業に必要な修得単位数を 90 単位以上修得して

いること。 

② 「教育の基礎的理解に関する科目」のうち、以下の科目をすべて修

得していること。 

「教職論」「教育原理」「学校と社会」「教育心理学」「生徒・進

路指導論」「特別支援教育概論」「教育課程論」「教育方法論」

「教育相談」「総合的な学習の時間の指導法」「特別活動の指導法」

「教育実習論」 

③ 教育職員免許法施行規則第 66 条の６に規定する科目のすべての科

目（日本国憲法、体育、外国語コミュニケーション、情報機器の操作）

を修得していること。 

④ 教科教育法を４単位以上修得していること。   
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１１．企業実習や海外語学研修等の学外実習を実施する場合の具体的計画 

２学科の学生が共通して履修する、企業内での実習を伴う科目は、全学共

通科目・キャリア教育科目におかれる「インターンシップ準備講座」「同実

習」及び「発展インターンシップ準備講座」「同実習」がある。両者とも準

備講座・実習の２科目を３年次に履修し、インターンシップ前の事前指導か

らインターンシップ終了後の事後指導まで一体的に行うものとする。このう

ち、「発展インターンシップ準備講座・同実習」は、千代田区丸の内地区に

拠点を有する三菱系企業各社に受講者を派遣して各社担当者の参加のもとで

報告会までを一貫して行う「丸の内ビジネス研修（Marunouchi Business 

Training:MBT）」の名称で、学内外で周知されている＜資料 18＞。 

現代経済学科の「サステナビリティ研究科目」の「グローバル経済科目」

の中に、２単位の「外国語短期研修」科目を配置している。これは学期中に

習得する全学教育科目の語学科目をさらに充実させ、より実践的な語学教育

を受講したい意欲ある学生のための科目である。これは外国への短期留学で

はなく、国内での語学研修のことを指し、夏期休暇や春期休暇を利用した２

週間から１ヶ月ほどの語学研修において所定のプログラムを修了したものに

単位が与えられるものである。  

 現代経済学科に配置するサステナビリティ研究科目のうち地域コミュニテ

ィ経済科目に配置される「実践ゼミナールＡ・Ｂ」「コミュニティ研究ゼミ

ナール」は直接的な企業内実習を伴わないものの、地域実習や企業をはじめ

とする様々なアクターとの連携を前提にした演習科目である。成蹊大学は、

これまでの武蔵野市との包括的連携協定＜資料 19＞に加えて、立地地域で

地域プロモーション活動を行うローカルビジネスであるネクスト・ローカル

株式会社及び都市開発及びビル運営を行う株式会社アトレ（吉祥寺店）との

３者間の包括的連携協定を 2018 年４月に取り結んだ＜資料 20＞。また、遠

隔地の大学間連携として、公立大学法人島根県立大学との包括的連携協定も

2018 年６月に締結した＜資料 21＞。また、成蹊学園サステナビリティ教育

センターは、2018 年 10 月に政府関係機関である ESD 活動支援センターの

認定する地域 ESD 活動推進拠点（地域 ESD 拠点）へ登録された＜資料 22

＞。当該科目群では、こうした主体間連携に支えられた授業運営を行うこと

ができる。 

 経済数理学科の「計量実践ワークショップ」では、商業施設や地方自治体

等からの提供によるビックデータなどを用いたデータ解析を行う。  
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１２．管理運営 

(1) 管理運営体制の概要 

本学の管理運営の体制としては、大学の教育研究に関する重要事項の審

議機関としての位置付けの「大学評議会」、大学の運営に係る企画立案等、

大学内意見調整を行う学長諮問機関としての位置付けの「大学運営会議」

により行われ、適時適切な意思決定を行っている。この意思決定において

は、各学部、大学院各研究科に設置する教授会において意見を参酌するこ

ととしている。また、学長の下に大学運営の一助となす各種委員会、各学

部の下に学部運営の一助となす委員会が適宜設定され、大学の円滑な管理

運営を担っている。 

以下に、管理運営を担う各会議体についての概要を記す。 

 

 

(2) 大学評議会＜資料23＞ 

大学の教育研究に関する重要な事項を審議する機関として、大学評議会

を設置している。 

① 構成員 

学長、副学長、学部長、法務研究科長、各学部の教授各２名、法務研

究科の教授１名、企画運営部長、教務部長 

② 開催 

毎月１回開くことを定例とする。ただし、学長は、必要があると認め

るときは、臨時に開くことができる。 

③ 審議事項 

ⅰ 大学の教育研究上の目的を達成するための基本計画に関する事項 

ⅱ 学則その他教育研究に係る重要な規則の制定及び改廃に関する事項 

ⅲ 学部、研究科その他重要な施設、組織等の設置及び改廃に関する事

項 

ⅳ 教育研究に係る予算の編成方針に関する事項 

ⅴ 教員の配置計画及び教育研究業績の審査に係る方針に関する事項 

ⅵ 学生定員に関する事項 

ⅶ 教育課程の編成に係る方針に関する事項 

ⅷ 学生の修学等を支援するために必要となる助言、指導その他の援助

に係る方針に関する事項 

ⅸ 学生の賞罰に関する重要な事項 
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ⅹ 学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の身分に係る方針に関

する事項 

ⅺ 学位の授与に関する事項 

ⅻ その他大学の教育研究に関する重要な事項 

 

 

(3) 大学運営会議＜資料24＞ 

成蹊大学の運営に関する企画立案、大学評議会に付する議案及びその内

容の検討、大学内の意見調整等を行うことを目的として、学長の諮問機関

として大学運営会議を設置している。 

① 構成員 

学長、副学長、学部長、法務研究科長、企画運営部長、教務部長 

② 開催 

毎月２回開くことを定例とする。ただし、学長は、必要があると認め

るときは、臨時に開くことができる。 

 

 

（4） 教授会 

本学における教務や入試等を含めた学務に対する管理責任を全うする

ために、本学の公式的な意思決定機関として、教授会を設置している。 

① 構成員  

当該学部に所属する専任の教授、准教授、講師。その他、教授会

の定めるところにより、当該学部に所属する専任の助教を加えるこ

とができる。  

② 開催 

成蹊大学教授会規則では、学部長が前年度末までに翌年度の開催

日を決定し、構成員に周知することとしている。通例年間15～16回

程度開催する。日程決定にあたっては、学内の意思決定プロセスを

円滑に進めるため、大学運営会議の開催日を勘案し全学的に調整が

なされている。 

③ 審議事項 

教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意

見を述べる。 

ⅰ 学生の入学及び卒業に関する事項  

ⅱ 学位の授与に関する事項  
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ⅲ 教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必

要なものとして学長が次に定めるもの 

ア 教員の配置計画に関する事項  

イ 教員の採用及び昇任に係る教育研究業績の審査に関する事項  

ウ 学則その他教育研究に係る重要な規則の制定及び改廃に関す

る事項 

エ 教育課程の編成に係る方針に関する事項  

オ 学生の修学等を支援するために必要となる助言、指導その他

の援助及び賞罰に関する事項 

 

このうち、特にⅲのイ「教員の採用及び昇任に係る教育研究業績

の審査に関する事項」に関しては、専任教授（必要に応じて専任准

教授又は講師を加えることができる）を構成員とする審査教授会に

おいて審議して学長に意見を述べることができるとされている。 

なお、本学部が開設されるまでの間、本学部に関する必要事項を

審議するため、教授会と同等の機能を果たす「新経済学部設置委員

会」を設置している＜資料25＞。 

 

 

(5) 委員会等 

① 大学委員会等 

・ 成蹊大学ＩＲ推進委員会 

成蹊大学の大学ガバナンス及び教学マネジメントの計画策定、政策

決定、意思決定を支援するために行われるＩＲ（ Institutional 

Research）に関し、全学的視野から推進及び統括を図る。 

・ 成蹊大学全学入試委員会 

成蹊大学入試センターの意思決定及び実務遂行を担う。 

・ 成蹊大学全学教育委員会 

全学共通科目（成蹊教養カリキュラム）の円滑な運営を行う。 

・ 成蹊大学教職課程協議会 

教職課程及び教職課程センターの運営に関する基本方針及び重要事

項を協議する。 

・ 全学教職課程委員会 

教職課程の全学的な運営の調整、教員養成のカリキュラム編成、学

生指導等に関する協議を行う。 
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・ 成蹊大学公開講座運営委員会 

成蹊大学学則第50条の規定に基づき開催される公開講座又は社会人

の教養と文化の向上に資する講演等について企画し、その実施運営に

当たる。 

・ 成蹊大学図書館協議会 

図書館の運営に関する重要事項を審議する。 

・ 成蹊大学図書館委員会 

図書館の運営並びに図書館と各学部及び法務研究科との連絡を円滑

にする。 

・ 成蹊大学アジア太平洋研究センター運営委員会 

成蹊大学アジア太平洋研究センターの運営に関する基本方針及び重

要事項を審議する。 

・ 成蹊大学アジア太平洋研究センター所員会議 

所長の諮問に応えて、成蹊大学アジア太平洋研究センターの行う事

業の企画執行に関する事項を審議する。 

・ 成蹊大学キャリア教育委員会 

成蹊大学キャリア支援センターの業務を実施するに当たり必要な事

項を策定する。 

・ 成蹊大学地域連携･地域貢献推進委員会 

成蹊大学の教育目標（人材育成方針）及び社会連携・社会貢献に関

する方針の趣旨を実現する。 

・ 成蹊大学全学研究統括委員会 

成蹊大学が全学的に推進する研究の実施に関し必要な事項を審議す

る。 

・ 成蹊大学研究推進委員会 

成蹊大学における研究の推進に資する諸施策の策定及び研究成果の

会への還元等を目的とする。 

・ 成蹊大学研究コンプライアンス推進委員会 

成蹊大学における研究上の不正行為を防止し、本学の構成員に対し、

研究コンプライアンスの遵守を促す。 

・ 成蹊大学利益相反マネジメント委員会 

健全な産学官連携活動の推進を図るため、成蹊大学における利益相

反を適切に管理する。 

・ 成蹊大学研究倫理委員会 

本学における研究のうち、人間を直接の対象とし、個人情報、個人
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の行動、環境、心身等に関する情報、データ等を収集し、又は採取し

て行う研究に係る基本方針を策定するとともに、当該研究に係る審査

を適正かつ円滑に実施する。 

・ 成蹊大学10号館管理運営委員会 

成蹊大学10号館を円滑かつ適正に管理し、及び運用する。 

 

② 学部委員会等 

教授会は、成蹊大学教授会規則第10条に基づき、教授会の機能を有効

的に果たすために、教授会に属する教員のうちの一部の者をもって構成

される以下の常設の専門委員会が設けられる。 

・ 経済学部運営委員会＜資料26＞ 

経済学部の運営に関する重要事項を審議する。 

・ 経済学部教務委員会＜資料27＞ 

経済学部の教育に関する事項を審議する。 

・ 経済学部人事委員会＜資料28＞ 

経済学部の教員の任用及び昇任に関し、資格審査その他の必要な業

務を行う。 

・ 経済学部ＦＤ委員会＜資料29＞ 

経済学部におけるＦＤ（Faculty Development）活動に関し、学部

全体の視点から組織的に推進及び統括を図る。 

・ 経済学部入試委員会＜資料30＞ 

経済学部の入学者の受入れに関する業務を的確かつ円滑に行う。 
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１３．自己点検・評価  

(1) これまでの本学での取り組み 

本学は、成蹊大学学則第１条の２の規定に基づき、教育研究水準の向上

を図り、大学設置の目的及び社会的使命を達成するため、教育研究活動等

の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するとともに、

教育研究活動等の改善及び充実に努めている。また、本学では、大学全体

の自己点検・評価活動に関する方針の策定及び本学の自己点検・評価活動

の統括を主な任務とする成蹊大学内部質保証委員会を設置するとともに、

同委員会の下で自己点検・評価活動を運営する成蹊大学自己点検・評価委

員会を設置している。 

これまでの本学における自己点検・評価の実施状況は、1994年度を実施

初年度として、1994年度末には自己点検・評価の結果を「成蹊大学の教育

と研究の現状」と題した報告書にまとめ、刊行した。以後、４年周期で点

検・評価を行うこととし、1998年度と2002年度に自己点検・評価報告書を

刊行した。また、1998年度の自己点検・評価報告書をもとに財団法人大学

基準協会に相互評価の申請をし、その結果、大学基準に適合している旨の

認定を受けた。 

その後、2002 年に大学の点検・評価に係る学校教育法の改正により、

それ以前は努力義務であった自己点検・評価の実施に加え、認証評価機関

による審査を 7 年以内毎に受けることが義務化されたことから、本学は公

益財団法人大学基準協会を認証評価機関として選定の上、 2003 年度、

2009 年度、2016 年度に大学基準協会による認証評価を受審した。大学基

準協会による認証評価申請においては、本学が毎年度作成している「大学

内部質保証／点検・評価シート」を基に自己点検・評価報告書を作成して

おり、2016 年度の認証評価受審にあたっては、2015 年度の大学内部質保

証／点検・評価シートを基に「2015 年度自己点検・評価報告書」を作成

の上、大学基準協会に提出し、同協会の定める大学基準に適合していると

の認定を受けた。なお、今回の認定の期間は、2017 年４月１日から 2024

年３月 31 日までとなっている。 

 

 

(2) 基本方針 

成蹊大学は、学校教育法第 109 条、成蹊大学学則第１条の２及び成蹊大

学内部質保証に関する規則＜資料 31＞に基づき、成蹊大学における内部
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質保証体制のもと、成蹊大学自己点検・評価実施に関する規則＜資料 32

＞において、本学が行う自己点検及び評価制度について必要な事項を定め

ている。 

 

 

(3) 実施体制 

 成蹊大学自己点検・評価実施に関する規則第２条の規定に基づき、大学

全体としての自己点検・評価の方針を策定し、本学の自己点検・評価活動

を統括する機関として成蹊大学内部質保証委員会が設けられており、その

委員会の下で自己点検・評価活動を運営する機関として成蹊大学自己点

検・評価委員会が設けられている。また、各学部、大学院各研究科及び各

部局は、各所属長の下で内部質保証推進チームを構成し、それぞれの諸活

動に係る自己点検・評価を行い、改善・向上に取り組んでいる。  

 

 

(4) 点検・評価項目 

 成蹊大学自己点検・評価実施に関する規則第３条では、点検・評価項目

として以下が定められている。上述の「大学内部質保証／点検・評価シー

ト＜資料 33＞」は、この項目に従って作られている。 

① 大学、大学院、学部、研究科等の理念及び各組織の目的に関すること。 

② 教育研究組織に関すること。  

③ 教員及び教員組織に関すること。  

④ 教育内容、方法及び成果に関すること。  

⑤ 学生の受入れに関すること。  

⑥ 学生支援に関すること。  

⑦ 教育研究環境に関すること。  

⑧ 社会連携及び社会貢献に関すること。  

⑨ 管理運営及び財務に関すること。  

⑩ 内部質保証に関すること。  
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１４．情報の公表 

大学の情報については、以下のウェブサイトに掲載されている。  

(1) 大学の教育研究上の目的に関すること：教育の特色について： 

https://www.seikei.ac.jp/university/aboutus/colour.html 

 

(2) 教育研究上の基本組織に関すること： 

① 学園組織図：https://www.seikei.ac.jp/gakuen/about/chart.pdf 

② 学部及び大学院の組織に関すること：  

https://www.seikei.ac.jp/university/education/ 

 

(3) 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること： 

① 教員総数に関すること：  

https://www.seikei.ac.jp/gakuen/upload/img/about/number/Number_o

f_Gakusei_Kyousyoku.pdf 

② 教員の学位及び業績に関すること：http://cv01.ufinity.jp/seikei/ 

 

(4) 入学者に関する受入れ方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生

の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及

び就職等の状況に関すること：  

① 学生数に関すること：  

https://www.seikei.ac.jp/university/aboutus/edu_info/gaiyo/#anchor-2 

② 就職状況に関すること（キャリア支援センター）：  

https://www.seikei.ac.jp/university/job/data/job.html 

 

(5) 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 

① シラバスの公開：  

https://www.seikei.ac.jp/university/campuslife/syllabus.html 

② カリキュラムの学修・教育目標・履修モデル（現経済学部）：  

https://www.seikei.ac.jp/university/keizai/about/model.html 

 

(6) 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関す

ること 

学部（現経済学部）の理念及び３ポリシー：  

https://www.seikei.ac.jp/university/keizai/about/basic_data.html 
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(7) 校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

大学の施設設備・キャンパスマップ：  

https://www.seikei.ac.jp/university/aboutus/campus_uni/  

 

(8) 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

納付金について（成蹊学園ホームページ）：  

https://www.seikei.ac.jp/gakuen/about/payment.html 

 

(9) 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関する

こと 

① 成蹊大学キャリア支援センター：  

https://www.seikei.ac.jp/university/job/about/guide.html 

② 成蹊大学保健室：

https://www.seikei.ac.jp/university/campuslife/hoken/ 

③ 授業・学生生活について：  

https://www.seikei.ac.jp/university/target/current.html 

 

(10)その他（教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情

報、学則等各種規程、設置認可申請書、設置届出書、設置計画履行状況等

報告書、自己点検・評価報告書、認証評価の結果等）  

① 学部（現経済学部）の理念及び３ポリシー：  

https://www.seikei.ac.jp/university/keizai/about/basic_data.html 

② 学則等関係規則の掲載：  

https://www.seikei.ac.jp/university/education/webkisokushu/ 

③ 自己点検・評価報告書：  

https://www.seikei.ac.jp/university/aboutus/edu_info/management/hy

ouka.html 
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１５．教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 

(1) ＦＤ体制について  

「成蹊大学におけるＦＤ基本方針」（2017 年６月７日全学ＦＤ委員会

決定、以下、「基本方針」とする）では、成蹊大学におけるＦＤを「成蹊

学園創立者中村春二が目指した教育及び学部・学科・研究科・専攻・セン

ターの教育目標を実現すべく、教職員が組織的に取り組む活動のこと」と

定義している。 

また、「基本方針」においては、以下に掲げる人材育成方針の実現をＦ

Ｄの目標としている。 

① 広い教養と深い専門知識を備え、課題発見、解決に向けて本質を探究

する思考力を養成する。 

② 多様な文化、環境、状況に対応し、他者と協働できる真のグローバル

力を養成する。  

③ 未知のものに積極的に挑み、生涯学び続けようとする自発性と積極性

を養成する。  

④ 個を具え、自分の考えや意見を的確かつ明瞭に表現、発信する力を養

成する。 

さらに、ＦＤ活動に対する支援は、成蹊大学全学ＦＤ委員会、成蹊大学

ＦＤ協議会、成蹊大学高等教育開発・支援センターが行うものとされてい

るが、成蹊大学全学ＦＤ委員会はより上位の決定をつかさどり、日常的に

は成蹊大学ＦＤ協議会と同センターが連携して本学でのＦＤ活動の支援に

組織的に対応している。 

同センターを事務局とする成蹊大学ＦＤ協議会は、本学におけるＦＤ活

動について、同センター及び各学部・研究科間との連携・協働を図ること

を目的に置かれたもので、①ＦＤ活動に関する企画・立案及び実施、②Ｆ

Ｄ活動における点検・評価の２点を主な目的とし、全学的な教育支援活動

の企画立案に取り組むとともに、学部・学科等の組織ごとに開催される授

業研修会・研究会などを支援している。 

上記のような体制でＦＤ活動が推進されるようになったのは、同センタ

ーが設置された 2014 年度からのことである。以来、着実にＦＤの推進体

制が整備され、同センター開催行事の 2017 年度の実績として、講習会・

勉強会が７回、ＦＤセミナーが２回、授業研究会が５回などとなっている。 

他方、本学の各学部にもＦＤ委員会が設置されており、現行の経済学部

ＦＤ委員会においても、ＦＤ研修会を不定期に開催するとともに、成際大
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学教育活動顕彰制度に関する規則＜資料 34＞に基づいた成蹊ティーチン

グアウォード受賞候補者の選考と推薦を行っている。 

本設置届出により開設される新しい経済学部では、引き続き、全学的な

ＦＤ推進体制に準拠した活動を行うとともに、経済数理学科及び現代経済

学科の教育内容に特化したＦＤ活動を構築する。  

 

 

(2) 管理運営に必要な教職員への研修等（ＳＤ研修） 

本学では、大学の教育研究活動等及び教学マネジメントに関し、より適

切かつ効果的な運営ができるよう、大学各部局に所属する事務職員、教育

職員及び技術職員（以下単に「職員」という。）が必要な知識及び技能を

習得するとともに、その能力及び資質を向上させるためのＳＤ（Staff 

Development）研修を実施している。  

① 実施体制 

事務局は企画運営部調査企画課が、運営は企画運営部調査企画課と庶

務運営課が合同で行っている。研修の計画については、半期ごとに事務

局が作成し、学長の了承を得るものとしている。また、具体的な企画内

容については大学運営会議にて教育職員への周知が依頼され、教授会に

て情報が伝わるようになっている。また、大学事務職員に対しては大学

事務連絡会にて、学園事務職員に対しては情報連絡会にて部課長に対し

て課員への周知を依頼している。そのほか職員全員を対象に e-mail に

て研修の開催案内を行っている。  

② 実施内容 

本学のＳＤ研修は、大学の教育研究活動及び教学マネジメントに関し、

より適切かつ効果的な運営ができるよう、職員が必要な知識及び技能を

習得するとともに、その能力及び資質の向上を目指して実施する。また、

研修テーマは以下のいずれかに該当するものとする。  

ア ３つのポリシーに基づく本学の自己点検・評価と内部質保証に関す

るもの 

イ 教学マネジメントに関する専門的職員の育成に関するもの  

ウ 大学改革に関するもの  

エ 学生の厚生補導に関するもの  

オ 業務領域の知見の獲得を目的とするもの（総務、財務、人事、企画、

教務、研究等）  

カ その他（本学独自の業務に関するもの、時流に対応したもの等）   
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１６．社会的・職業的自立に関する指導等及び体制 

 成蹊大学では、「知育偏重ではなく、人格、学問、心身にバランスのと

れた人間教育を実践し、確かな教養と豊かな人間性を兼ね備え、社会の発

展のために献身的に貢献できる人材を輩出する」という大学理念に基づき、

真に社会に貢献できる職業人となるのに必要な科目を教育課程の中に配置

するほか、キャリア支援センターなどを中心とした支援体制を備えている。

教育課程上の取り組みや、大学としての教育課程外の取り組みは以下のと

おりである。 

(1) 教育課程上の取り組み 

 教育課程上の取り組みとしては、全学共通科目（成蹊教養カリキュラム）

の中に以下のようなキャリア教育科目を設置することによって１年次から

キャリア教育を体系的に構築し、学生の進路決定や就職をきめ細かく徹底

的に支援している。  

 １年次前期の「キャリアプランニング」では、学生は、自己と社会を認

識し、大学生活や進路選択に向けて行動計画を立案する。１年次後期の

「ビジネストレーニングセミナー」では、企業や社会が抱える課題を学生

チームで取り組み、実践的な経験と知識を修得する。さらに、２年次に開

講する「キャリアセミナー」や「キャリア発展講義」では、現代のグロー

バル社会や男女均等社会で働くことの意義・方法・課題などを学修する。 

 ３年次では、インターンシップを行う意思を持つ学生を対象として、１

年間を通したプログラムが用意されている。前期は「インターンシップ準

備講座」を履修して一般企業や官公庁等でその準備や心構え等を学び、後

期に「インターンシップ実習」を履修して企業等でのインターンシップを

行う。また、成蹊大学と民間企業が協力して実施する産学連携人材教育プ

ログラム「丸の内ビジネス研修（MBT）」があり、前期の「発展インタ

ーンシップ準備講座」、後期の「発展インターンシップ実習」の履修を通

して、課外講座、丸の内での研修、協力企業での就業体験、成果発表等で

構成されるプログラムに取り組む。  

 なお、企業に勤める実務家などが講師となり、企業の実態や課題などに

関する内容の授業科目として、全学教育科目（成蹊教養カリキュラム）の

中に「日本企業の現状と展望」がある。また、経済学部の専門科目の中に

も、成蹊大学出身者で企業などの管理者を務める者が授業を行う「社会理

解実践講義」がある。  
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(2) 教育課程外における取り組み 

全学的な就職支援の機関として成蹊大学キャリア支援センターが設けら

れている。同センターは、社会に貢献できる人材を輩出するという大学の

使命を達するため、全学的な見地から、全学生に対してキャリア教育の推

進を図るとともに、個々の学生の進路、就職等に関する支援を行うことを

目的としている。  

キャリア支援センターでは、特に学生が納得した進路へ進めるよう、個

別相談によるキャリア支援を伝統的に重視している。このキャリア支援は、

１年次からの「低学年相談」と３年次からの「就職相談」に分かれており、

特に「就職相談」では学部担当者を配置して、学生一人ひとりの目標や特

徴に合わせた就職に関わるアドバイスや企業紹介を継続的に行うことが可

能となっている。  

また、企業側、就職情報会社、他大学等の情報を収集・分析し、その年

度に即応した以下のような支援講座を開講している。  

① 進路・就職ガイダンス  

② 就職試験対策講座  

③ 模擬面接講座  

④ 業界研究セミナー  

⑤ その他支援行事（履歴書（自己ＰＲ）作成ワークショップ、就職

活動マナー講座、内定者報告会、卒業生による仕事理解セミナー、

公務員制度説明会など）  

 

 

(3) 適切な体制の整備について 

成蹊大学キャリア支援センターの業務を実施するに当たり必要な事項を

策定するため、成蹊大学キャリア教育委員会を置くことが、成蹊大学キャ

リア支援センター規則＜資料 35＞第８条において規定されている。成蹊

大学キャリア教育委員会の任務は、成蹊大学キャリア教育委員会規則第２

条の規定により次のとおり定められている。  

① キャリア教育に関する企画・立案及び支援  

② キャリア教育に関する全学的な調整  

③ インターンシップの運営に関する全学的な連絡・調整  

④ 各種資格試験対策に関する企画・立案  

⑤ 就職支援に関する全学的な連絡・調整  
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⑥ 学長の諮問への対応  

⑦ その他委員会が特に必要と認めた事項  

また、委員の構成は、成蹊大学キャリア教育委員会規則第３条の規定に

より次のとおり定められている。  

① 所長 

② 各学部から選出された者 各１名  

③ 事務長 

④ その他委員長が必要と認めた者  

 



成蹊大学経済学部の設置の趣旨等を記載した書類 資料目次 

 

資料1. 成蹊の沿革、設置校（2017年度成蹊学園事業報告書より） 

資料2. 設置の必要性に係る資料 

資料3. 大学の学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）・ 

  教育課程編成の方針（カリキュラム・ポリシー）：2020年度改訂 

資料4. グローバル教育プログラム（EAGLE）カリキュラム表 

資料5. 定年制に関する規則 

資料6. 成蹊大学特別任用教授規則 

資料7. 成蹊大学専任教員採用に関する規則 

資料8. 成蹊大学人事委員会規則 

資料9. シラバス作成方針 

資料10. シラバス作成要領 

資料11. 履修モデル 【経済数理学科】 

資料12. 履修モデル 【現代経済学科】 

資料13. 時間割表（案） 

資料14. 図書等資料（2017年度）蔵書数（2017年度成蹊学園事業報告書より） 

資料15. 雑誌、電子ジャーナルの種類 

資料16. 一般入試各方式の実施教科・出題科目等 

資料17. 教職課程カリキュラム ★規則抜粋 

資料18. 丸の内ビジネス研修（MBT） 

資料19. 武蔵野市と成蹊大学との連携に関する協定書 

資料20. アトレ・ネクストローカルとの協定 

資料21. 島根県立大学・島根県立大学短期大学部と成蹊大学との連携に関する協定書 

資料22. 地域 ESD活動推進拠点（地域 ESD 拠点）登録制度のご案内 

資料23. 成蹊大学評議会規則 

資料24. 成蹊大学運営会議規則 

資料25. 新経済学部設置委員会規則 

資料26. 新経済学部運営委員会規則 

資料27. 新経済学部教務委員会規則 

資料28. 新経済学部人事委員会規則 

資料29. 新経済学部ＦＤ委員会規則 

資料30. 新経済学部入試委員会規則 

資料31. 成蹊大学内部質保証に関する規則 

資料32. 成蹊大学自己点検・評価実施に関する規則 

資料33. 内部質保証／点検・評価シート 

資料34. 成蹊大学教育活動顕彰制度に関する規則 

資料35. 成蹊大学キャリア支援センター規則 







 

 

設置の趣旨および必要性 (2)学科設置の趣旨及び必要性 に関する資料 

 

 

 

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

集計学部数 94 94 93 94 94 94 92 91

入学定員（人） 41,318 41,413 41,275 49,343 39,868 39,505 39,406 40,016

志願者（人） 316,771 300,762 293,774 301,231 312,763 325,308 374,884 412,231

　　　　　　　　　　　　＊私立大学・短期大学等入学志願動向（日本私立学校振興・共済事業団）から一部抜粋して作成

私立大学の経済学部の設置数、入学定員、志願者の推移１ 私立大学の経済学部の設置数、入学定員、志願者の推移 

（学生確保の見通しに関する書類 ［表４］） 

 



２ 想定競合大の志願状況（学生確保の見通しに関する書類 資料３） 

 

 
  

【経済学部・経済数理学科】 想定競合大の志願状況 

大学名 学部名 学科名 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

◎ 早稲田大 政治経済 経済 4,918 5,008 5,145 4,869 4,631 4,429 4,523 4,692 4,403 4,173 758 811 823 734 671 5.8 5.6 5.7 6 6.2

◎ 慶應義塾大 環境情報 環境情報 3,102 3,097 3,162 3,194 3,123 2,809 2,789 2,849 2,882 2,866 502 520 437 345 333 5.6 5.4 6.5 8.4 8.6

◎ 上智大 経済 経済 1,979 2,580 2,085 2,309 2,270 1,905 2,529 2,035 2,247 2,224 459 500 469 450 374 4.2 5.1 4.3 5 5.9

◎ 明治大 政治経済 経済 7,774 7,503 9,350 8,934 9,814 7,357 7,040 8,768 8,526 9,392 2,400 2,584 2,273 2,132 1,465 3.1 2.7 3.9 4 6.4

◎ 青山学院大 経済 経済 5,622 5,114 5,913 6,436 6,790 4,851 4,363 5,076 5,627 5,925 878 875 810 712 667 5.5 5 6.3 7.9 8.9

中央大 経済
経済情報
システム

1,188 1,120 1,723 1,856 1,499 非公表 非公表 非公表 非公表 非公表 366 352 343 235 239 - - - - -

◎ 東京理科大 経営
ビジ ネス
エコ ノミ
クス

1,560 1,691 1,916 1,491 1,625 1,856 436 384 357 3.4 4.2 5.2

学習院大 経済 経済 2,200 1,767 3,005 2,766 3,539 2,142 1,727 2,936 2,694 3,434 718 651 715 690 457 3 2.7 4.1 3.9 7.5

武蔵大 経済 経済 2,248 2,230 2,288 2,742 2,730 2,205 2,188 2,226 2,678 2,671 465 514 611 565 372 4.7 4.3 3.6 4.7 7.2

経済 ※２(全学科) 4,428 5,151 5,190 4,510 6,596 4,150 4,830 5,092 4,394 6,438 1,020 1,254 1,149 1,312 1,011 4.1 3.9 4.4 3.3 6.4

経済 経済 2,856 2,105 2,575 2,368 3,134 2,701 1,940 2,522 2,299 3,053 622 595 591 702 505 4.3 3.3 4.3 3.3 6

明治学院大 経済 経済 3,026 4,035 2,460 2,925 3,443 2,956 3,990 2,404 2,856 3,380 1,218 1,397 974 1,040 582 2.4 2.9 2.5 2.7 5.8

國學院大 経済 経済 2,319 2,136 2,308 3,396 3,480 2,260 2,081 2,240 3,295 3,392 542 440 454 496 500 4.2 4.7 4.9 6.6 6.8

日本大 経済
金融公共

経済
673 734 716 1,220 1,867 649 697 690 1,177 1,808 182 240 191 272 423 3.6 2.9 3.6 4.3 4.3

（国立大学・公立大学）

大学名 学部名 学科名 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

一橋大 経済 経済 1,559 1,665 1,677 1,644 1,943 794 772 727 858 734 279 280 277 281 277 2.8 2.8 2.6 3.1 2.6

横浜国立大 経済 経済 1,692 1,669 1,047 1,046 281 291 3.7 3.6

横浜市立大
データサ
イエンス

データサ
イエンス

410 336 56 6

九州大 経済
経済・
経営

642 453 633 707 592 468 349 462 532 451 163 164 159 164 149 2.9 2.1 2.9 3.2 3

各入試年度ベネッセコーポレーション調べ、大学HP 

成城大

※２　学部に属する全学科集計

一般入試　志願者数 一般入試　受験者数 一般入試　合格者数 一般入試　実質倍率

一般入試　合格者数 一般入試　実質倍率

◎印は、本学部に類似する教育課程を有する競合校

一般入試　志願者数 一般入試　受験者数



 

 

 
 

【経済学部・現代経済学科】 想定競合大の志願状況 

大学名 学部名 学科名 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

◎ 慶應義塾大 総合政策 総合政策 3,228 3,729 3,765 3,937 3,757 2,903 3,383 3,482 3,594 3,423 492 536 496 381 351 5.9 6.3 7 9.4 9.8

◎ 立教大 経済 経済 4,772 5,077 5,097 4,736 6,191 4,560 4,922 4,945 4,562 6,033 989 1,023 994 764 739 4.6 4.8 5 6 8.2

◎ 青山学院大 経済
現代 経済
デザイン

1,475 2,884 1,627 2,134 1,697 1,326 2,589 1,493 1,934 1,549 214 277 219 193 147 6.2 9.3 6.8 10 10.5

◎ 経済 経済 7,871 7,385 7,466 7,930 9,840 非公表 非公表 非公表 非公表 非公表 1,268 1,274 1,115 1,018 1,011 - - - - -

経済
公共・環
境経済

1,390 1,192 1,613 1,419 1,600 非公表 非公表 非公表 非公表 非公表 381 364 301 217 233 - - - - -

◎ 法政大 経済 経済 6,784 5,749 6,412 8,160 8,805 6,542 5,500 6,163 7,861 8,520 1,464 1,269 1,709 1,512 1,282 4.5 4.3 3.6 5.2 6.6

学習院大 経済 経済 2,200 1,767 3,005 2,766 3,539 2,142 1,727 2,936 2,694 3,434 718 651 715 690 457 3 2.7 4.1 3.9 7.5

武蔵大 経済 経済 2,248 2,230 2,288 2,742 2,730 2,205 2,188 2,226 2,678 2,671 465 514 611 565 372 4.7 4.3 3.6 4.7 7.2

経済 ※２(全学科) 4,428 5,151 5,190 4,510 6,596 4,150 4,830 5,092 4,394 6,438 1,020 1,254 1,149 1,312 1,011 4.1 3.9 4.4 3.3 6.4

経済 経済 2,856 2,105 2,575 2,368 3,134 2,701 1,940 2,522 2,299 3,053 622 595 591 702 505 4.3 3.3 4.3 3.3 6

◎ 経済
経 済 ネ ッ

ト ワ ー キ

ング
862 805 1,405 1,537 1,482 846 791 1,380 1,502 1,448 202 156 259 216 253 4.2 5.1 5.3 7 5.7

経済 経済 2,319 2,136 2,308 3,396 3,480 2,260 2,081 2,240 3,295 3,392 542 440 454 496 500 4.2 4.7 4.9 6.6 6.8

東洋大 経済 経済 4,036 5,972 5,356 6,585 8,728 3,894 非公表 非公表 非公表 非公表 1,016 1,122 1,113 1,171 890 3.8 - - - -

日本大 経済 経済 7,787 7,165 9,112 10,398 10,821 7,508 6,860 8,760 10,045 10,482 2,259 2,375 2,537 2,574 2,389 3.3 2.9 3.5 3.9 4.4

各入試年度ベネッセコーポレーション調べ、大学HP ※２　学部に属する全学科集計

成城大

國學院大

一般入試　志願者数 一般入試　受験者数

中央大

一般入試　合格者数 一般入試　実質倍率



 

３．一般入試結果（学生確保の見通しに関する書類 資料４） 

 

 

 

  

2015 2016 2017 2018 平均

志願者 5,379 5,449 7,439 5,800 6,016
受験者数 4,991 5,117 7,015 5,442 5,641
合格者 1,005 1,014 964 920 975
入学者 272 294 255 304 281
入学定員 255 260 275 295 271

志願者 5,108 4,589 4,118 4,952 4,691
受験者数 4,785 4,298 3,798 4,666 4,386
合格者 1,188 1,126 1,297 1,209 1,205
入学者 309 225 327 267 282
入学定員 261 279 279 289 277

志願者 5,127 5,050 5,362 4,873 5,103
受験者数 4,771 4,728 5,028 4,625 4,788
合格者 1,292 1,148 1,136 955 1,132
入学者 309 259 276 272 279
入学定員 273 282 283 283 280

志願者 5,364 5,532 6,562 5,537 5,748
受験者数 4,980 5,137 6,230 5,193 5,385
合格者 1,396 1,446 1,323 1,119 1,321
入学者 332 344 300 299 318
入学定員 296 296 296 306 298

志願者 20,978 20,620 23,481 21,162 21,560
受験者数 19,527 19,280 22,071 19,926 20,201
合格者 4,881 4,734 4,720 4,203 4,634
入学者 1,222 1,122 1,158 1,142 1,161
入学定員 1,085 1,117 1,133 1,173 1,127

4.1

受験者／合格者
※実質倍率

4.0 4.1 4.7 4.7

成蹊大学の一般入試結果（2015年度から2018年度）

受験者／合格者
※実質倍率

5.0 5.0 7.3 5.9 5.8

受験者／合格者
※実質倍率

4.0

受験者／合格者
※実質倍率

経済学部

理工学部

文学部

法学部

3.8 2.9 3.9 3.6

4.23.7

学部 項目／年度
一般入試

全体

4.1 4.4 4.8

4.4

受験者／合格者
※実質倍率

3.6 3.6 4.7 4.6



 

４．高校生対象の進学需要調査結果（2018 年秋実施、株式会社進研アドに調査実施依頼） 

（学生確保の見通しに関する書類 資料５より抜粋） 
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(各n=19,679)

とても魅力を
感じる

ある程度魅力を
感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ

実践的な学びを通して、経営学の知識、グロー
バルな視野とＩＴリテラシーを習得し、今日の企業
が直面する複雑な課題に対応できる力を身に付
けます。

64.0

Ｂ
企業などの組織の主力や事業家として世の中に
広く貢献できる真の職業人を養成します。 65.9

Ｃ
理系・文系の枠組みを超えた学びを通して、経
済・社会問題の本質を理解するために必要な思
考方法を身に付けます。

62.0

Ｄ
数理モデルによる経済分析やデータの統計処理
を駆使して、社会課題を解決に導く、次世代の
リーダーを養成します。

53.3

Ｅ

サステナビリティの視点、グローバルの視点、地
域コミュニティの視点を実践的に学び、現代社会
が抱える複雑な課題に立ち向かう力を身に付け
ます。

63.4

Ｆ
複数の視座を課題解決につなげる力を備えた、
社会や企業で企画立案や問題解決に携わる社
会人を養成します。

65.0

経
営
学
部

総
合
経
営
学
科

経
済
学
部

経
済
数
理
学
科

現
代
経
済
学
科

14.6 

18 .1 

16.2 

11.9 

15.7 

16.6 

49.3 

47.8 

45.8 

41.4 

47.7 

48.4 

22.9 

21.6 

24.5 

30.1 

23.5 

21.8 

9.8 

9.4 

10.3 

13.4 

9.9 

9.6 

3.3 

3.1 

3.1 

3.3 

3.3 

3.6 

【単位：％】

200 40 60 80 100

魅力度

（※）

■「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」
「経済学部 現代経済学科」の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

Ｑ３．成蹊大学「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」「経済学部 現代経済学科」（仮称、設置構想中）には、
以下のような特色があります。それぞれの特色について、あなたはどの程度魅力を感じますか。
（それぞれ、あてはまるものを１つだけ）

「経営学部総合経営学科」「経済学部経済数理学科」
「経済学部現代経済学科」の特色に対する魅力度

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」の合計値と必ずしも一致しない
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経
営
学
部
 

総
合

経
営
学
科

（
仮

称

）
に
入
学
し
た

い 経
済
学
部
 

経
済

数
理
学
科

（
仮

称

）
に
入
学
し
た

い 経
済
学
部
 

現
代

経
済
学
科

（
仮

称

）
に
入
学
し
た

い 入
学
し
た
い
学
科

は
な
い

受
験
し
た
い
と

思
わ
な
い

無
回
答

受験したいと思う

(n=19,679)

9.8

（1,934人） 2.4

（473人）

6.2

（1,228人）
1.2

（232人）

77.2

（15,198人）

3.1

（614人）

0%

20%

40%

60%

80%

経
営
学
部
 

総
合

経
営
学
科

（
仮

称

）
に
入
学
し
た

い 経
済
学
部
 

経
済

数
理
学
科

（
仮

称

）
に
入
学
し
た

い 経
済
学
部
 

現
代

経
済
学
科

（
仮

称

）
に
入
学
し
た

い 入
学
し
た
い
学
科

は
な
い

無
回
答

(n=3,885)49.8

（1,934人）

12.2

（473人）

31.6

（1,228人）

6.0

（232人） 0.5

（18人）
0%

20%

40%

60%

受験したいと思う 受験したいと思わない 無回答

全体 (n=19,679)
19.7

（3,885人）

77.2

（15,198人）

3.0

（596人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

「経営学部」「経済学部」への受験意向／
各学科への入学意向

■「経営学部」「経済学部」への受験意向

Ｑ４．あなたは、成蹊大学「経営学部」「経済学部」（仮称）のいずれかを受験してみたいと思いますか。
あなたの気持ちに近いもの１つをお選びください。（１つだけ）

「受験したいと思う」と答えた3,885人のみ抽出

「受験意向（Ｑ４）」と「入学意向（Ｑ５）」を
かけあわせて集計（母数は全回答者）

※ Ｑ４で「受験したいと思う」と答えた3,885人の回答

■各学科への入学意向

■各学科への受験意向別入学意向

Ｑ５．あなたは成蹊大学「経営学部」「経済学部」（仮称）のいずれかを受験して合格したら、
どの学科に入学したいと思いますか。あなたの気持ちに近いもの１つをお選びください。（１つだけ）

 
 

 



1

全体 (n=19,679) 473人

男性 (n=9,261) 337人

女性 (n=10,267) 132人

首都圏（1都3県） (n=19,142) 454人

　東京都 (n=12,989) 304人

　埼玉県 (n=2,760) 87人

　千葉県 (n=1,776) 30人

　神奈川県 (n=1,617) 33人

首都圏以外 (n=537) 19人

国公立大学に進学 (n=5,576) 167人

私立大学に進学 (n=16,269) 409人

短期大学に進学 (n=461) 6人

専門学校・専修学校に進学 (n=1,476) 15人

就職・その他 (n=745) 14人

東京×私立大学に進学希望×文系クラス在籍×経済学興味関心者 (n=1,745) 57人

東京×私立大学に進学希望×文系クラス在籍×経営・商学興味関心者 (n=1,893) 42人

東京×私立大学に進学希望×文系クラス在籍×経営情報学興味関心者 (n=463) 20人

東京×私立大学に進学希望×理系クラス在籍×経済学興味関心者 (n=181) 35人

東京×私立大学に進学希望×理系クラス在籍×経営・商学興味関心者 (n=161) 25人

東京×私立大学に進学希望×理系クラス在籍×経営情報学興味関心者 (n=86) 21人

性別

高校所在地別

高校卒業後の

希望進路別

高校所在地

×

高校卒業後の

希望進路別

×

在籍コース別

×

興味のある

学問系統別

2.4 

3.6 

1.3 

2.4 

2.3 

3.2 

1.7 

2.0 

3.5 

3.0 

2.5 

1.3 

1.0 

1.9 

3.3 

2.2 

4.3 

19.3 

15.5 

24.4 

【単位：％】

200 40 60 80 100

経済学部

経済数理学科

入学意向者数

（※）

経
営
学
部
 

総
合
経

営
学
科

（
仮
称

）
に

入
学
し
た
い

経
済
学
部
 

経
済
数

理
学
科

（
仮
称

）
に

入
学
し
た
い

経
済
学
部
 

現
代
経

済
学
科

（
仮
称

）
に

入
学
し
た
い

入
学
し
た
い
学
科
は

な
い

(n=19,679)

受
験
し
た
い
と
思
わ
な
い

無
回
答

受験したいと思う

9.8

（1,934人） 2.4

（473人）

6.2

（1,228人）
1.2

（232人）

77.2

（15,198人）

3.1

（614人）

0%

20%

40%

60%

80%

＜属性別＞

■「経済学部 経済数理学科」への受験意向別入学意向

＜属性別＞

※入学意向者数＝「経営学部」「経済学部」（仮称）のいずれかを「受験したいと思う」

かつ「経済学部 経済数理学科（仮称）に入学したい」と回答した人の人数

Ｑ５．あなたは成蹊大学「経営学部」「経済学部」（仮称）のいずれかを受験して合格したら、
どの学科に入学したいと思いますか。あなたの気持ちに近いもの１つをお選びください。（１つだけ）
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全体 (n=19,679) 1,228人

男性 (n=9,261) 677人

女性 (n=10,267) 547人

首都圏（1都3県） (n=19,142) 1,197人

　東京都 (n=12,989) 775人

　埼玉県 (n=2,760) 229人

　千葉県 (n=1,776) 93人

　神奈川県 (n=1,617) 100人

首都圏以外 (n=537) 31人

国公立大学に進学 (n=5,576) 253人

私立大学に進学 (n=16,269) 1,137人

短期大学に進学 (n=461) 21人

専門学校・専修学校に進学 (n=1,476) 50人

就職・その他 (n=745) 35人

東京×私立大学に進学希望×文系クラス在籍×経済学興味関心者 (n=1,745) 364人

東京×私立大学に進学希望×文系クラス在籍×経営・商学興味関心者 (n=1,893) 239人

東京×私立大学に進学希望×文系クラス在籍×経営情報学興味関心者 (n=463) 68人

東京×私立大学に進学希望×理系クラス在籍×経済学興味関心者 (n=181) 21人

東京×私立大学に進学希望×理系クラス在籍×経営・商学興味関心者 (n=161) 10人

東京×私立大学に進学希望×理系クラス在籍×経営情報学興味関心者 (n=86) 6人

性別

高校所在地別

高校卒業後の

希望進路別

高校所在地

×

高校卒業後の

希望進路別

×

在籍コース別

×

興味のある

学問系統別

6.2 

7.3 

5.3 

6.3 

6.0 

8.3 

5.2 

6.2 

5.8 

4.5 

7.0 

4.6 

3.4 

4.7 

20.9 

12.6 

14.7 

11.6 

6.2 

7.0 

【単位：％】

200 40 60 80 100

経済学部

現代経済学科

入学意向者数

（※）

経
営
学
部
 

総
合
経

営
学
科

（
仮
称

）
に

入
学
し
た
い

経
済
学
部
 

経
済
数

理
学
科

（
仮
称

）
に

入
学
し
た
い

経
済
学
部
 

現
代
経

済
学
科

（
仮
称

）
に

入
学
し
た
い

入
学
し
た
い
学
科
は

な
い

(n=19,679)

受
験
し
た
い
と
思
わ
な
い

無
回
答

受験したいと思う

9.8

（1,934人） 2.4

（473人）

6.2

（1,228人）
1.2

（232人）

77.2

（15,198人）

3.1

（614人）

0%

20%

40%

60%

80%

＜属性別＞

■「経済学部 現代経済学科」への受験意向別入学意向

＜属性別＞

※入学意向者数＝「経営学部」「経済学部」（仮称）のいずれかを「受験したいと思う」

かつ「経済学部 現代経済学科（仮称）に入学したい」と回答した人の人数

Ｑ５．あなたは成蹊大学「経営学部」「経済学部」（仮称）のいずれかを受験して合格したら、
どの学科に入学したいと思いますか。あなたの気持ちに近いもの１つをお選びください。（１つだけ）

 

  

 



 

５．本学における最近５年間の求人件数の実績（学生確保の見通しに関する書類 表６） 

 

 

 

 

 

  



 

６．企業人事関連業務対象者対象採用意向調査（2018 年秋実施、株式会社進研アドに調査

実施依頼）（学生確保の見通しに関する書類 資料８より抜粋） 

14

(各n=816)

とても魅力を
感じる

ある程度魅力を
感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ

実践的な学びを通して、経営学の知識、グロー
バルな視野とＩＴリテラシーを習得し、今日の企業
が直面する課題に対応できる力を身に付けま
す。

95.8

Ｂ
企業などの組織の主力や事業家として世の中に
広く貢献できる真の職業人を養成します。 93.4

Ｃ
理系・文系の枠組みを超えた学びを通して、経
済・社会問題の本質を理解するために必要な思
考方法を身に付けます。

94.0

Ｄ
数理モデルによる経済分析やデータの統計処理
を駆使して、社会課題を解決に導く、次世代の
リーダーを養成します。

92.2

Ｅ

サステナビリティの視点、グローバルの視点、地
域コミュニティの視点を実践的に学び、現代社会
が抱える複雑な課題に立ち向かう力を身に付け
ます。

89.7

Ｆ
複数の視座を課題解決につなげる力を備えた、
社会や企業で企画立案や問題解決に携わる社
会人を養成します。

95.1

経
営
学
部

総
合
経
営
学
科

経
済
数
理
学
科

現
代
経
済
学
科

経
済
学
部

45.8 

41.1 

44.6 

40.3 

33.3 

49.9 

50.0 

52 .3 

49.4 

51.8 

56.4 

45.2 

2.8 

5.6 

5.1 

6.5 

9.2 

3.8 

0.4 

0.5 

0.1 

0.7 

0.1 

0.5 

1.0 

0.5 

0.7 

0.6 

1.0 

0.6 

【単位：％】

200 40 60 80 100

魅力度

（※）

Ｑ８．成蹊大学「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」「経済学部 現代経済学科」
（いずれも仮称、設置構想中）には、以下のような特色があります。
貴社・貴団体（ご回答者）にとって、これらの特色はそれぞれどの程度魅力に感じますか。
（それぞれ該当するもの１つに☑）

「経営学部 総合経営学科」「経済学部経済数理学科」
「経済学部現代経済学科」の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」の合計値と必ずしも一致しない

■「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」
「経済学部 現代経済学科」の特色に対する魅力度
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 調
査
数

　
単
位

1
名

2
名

3
名

4
名

5
名
～

9
名

1
0
名
以
上

人
数
は
未
確
定

無
回
答

毎
年
の
採
用
想
定

人
数
・
計
※

（
名

）

％ 18.8 4.8 2.0 0.1 0.9 0.1 72.9 0.3

件 141 36 15 1 7 1 547 2
 全体 750 ⇒ 854

採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=816)
91.9

（750件）

6.6

（54件）

1.5

（12件）

【単位：％】

200 40 60 80 100

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=816)
96.1

（784件）

2.8（23件）

1.1

（9件）

【単位：％】

200 40 60 80 100

「経済学部経済数理学科」の社会的必要性／
卒業生に対する採用意向／卒業生の毎年の採用想定人数

■「経済学部 経済数理学科」卒業生に対する採用意向

■「経済学部 経済数理学科」の社会的必要性

■「経済学部 経済数理学科」卒業生の毎年の採用想定人数

「経済学部経済数理学科」卒業生を
「採用したいと思う」と答えた750件のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名、「人数は未確定」＝１名を代入し合計値を算出

Ｑ９．貴社・貴団体（ご回答者）は成蹊大学「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」「経済学部 現代経済学科」
（いずれも仮称、設置構想中）はこれからの社会にとって必要だと思われますか。（それぞれ該当するもの１つに☑）

Ｑ10．貴社・貴団体では、成蹊大学「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」「経済学部 現代経済学科」
（いずれも仮称、設置構想中）を卒業した学生について、採用したいと思われますか。（それぞれ該当するもの１つに☑）

Ｑ11．Ｑ10でいずれかの学科の卒業生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。
現時点でのご回答者ご自身のお考えに最も近いものをご回答ください。（それぞれ該当するもの１つに☑）
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 調
査
数

　
単
位

1
名

2
名

3
名

4
名

5
名
～

9
名

1
0
名
以
上

人
数
は
未
確
定

無
回
答

毎
年
の
採
用
想
定

人
数
・
計
※

（
名

）

％ 18.4 4.1 1.6 0.3 0.8 0.1 74.4 0.3

件 135 30 12 2 6 1 545 2
 全体 733 ⇒ 824

採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=816)
89.8

（733件）

8.5

（69件）

1.7

（14件）

【単位：％】

200 40 60 80 100

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=816)
95.0

（775件）

3.8（31件）

1.2

（10件）

【単位：％】

200 40 60 80 100

「経済学部 現代経済学科」の社会的必要性／
卒業生に対する採用意向／卒業生の毎年の採用想定人数

■「経済学部 現代経済学科」卒業生に対する採用意向

■「経済学部 現代経済学科」の社会的必要性

■「経済学部 現代経済学科」卒業生の毎年の採用想定人数

「経済学部 現代経済学科」卒業生を
「採用したいと思う」と答えた733件のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名、「人数は未確定」＝１名を代入し合計値を算出

Ｑ11．Ｑ10でいずれかの学科の卒業生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。
現時点でのご回答者ご自身のお考えに最も近いものをご回答ください。（それぞれ該当するもの１つに☑）

Ｑ９．貴社・貴団体（ご回答者）は成蹊大学「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」「経済学部現代経済学科」
（いずれも仮称、設置構想中）はこれからの社会にとって必要だと思われますか。（それぞれ該当するもの１つに☑）

Ｑ10．貴社・貴団体では、成蹊大学「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」「経済学部 現代経済学科」
（いずれも仮称、設置構想中）を卒業した学生について、採用したいと思われますか。（それぞれ該当するもの１つに☑）

 
 

  



成蹊大学のＤＰ，ＣＰ（2020年度以降適用版）

大学共通
人材育成方針 成蹊大学は「理念・目的」を踏まえ、以下の人材育成方針のもとに教育を行います。

１　広い教養と深い（各学科、各専攻の）専門知識を備え、物事の本質を探究する思考力を養成する。
２　自己の人生観・価値観を確立し、自分の考えや意見を的確かつ明瞭に表現、発信する力を養成する。
３　多様な文化、環境、状況に対応し、他者と協働して課題の解決に取り組む力を養成する。
４　未知のものに積極的に挑み、生涯学び続けようとする自発性と積極性を養成する。

ＤＰ 成蹊大学は、「教育の目標（人材育成方針）」を踏まえ、次のように学位授与の方針を定めます。「専門分野の知識・
技能の修得」「教養の修得」「課題の発見と解決」「多様な人々との協働」「表現力、発信力」「自発性、積極性」の各項
目に関して、以下の基準に到達するように編成された各学科、各専攻の教育課程において、所定の単位を修得した
者に対して所定の学位を授与します。

　ＤＰ１ 【専門分野の知識・技能】
（ＤＰ１）（各学科、各専攻の）専門分野に関する知識・技能を修得している。

　ＤＰ２ 【教養の修得】（広い視野での思考・判断）
（ＤＰ２）人文科学、社会科学、自然科学及びこれらにまたがる学際的な分野に関する基礎的な知識を修得し、広い
視野で思考・判断を行うことができる。

　ＤＰ３ 【課題の発見と解決】（情報の調査収集＋分析・解釈＋論理的思考）
（ＤＰ３）課題の本質を発見するために必要な情報（文献、統計等を含む）を調査収集し、それらを的確に解釈・分析
し、課題の解決に向けて論理的に思考する能力を身に付けている。

　ＤＰ４ 【表現力、発信力】
（ＤＰ４）自分の意見や考えを、外に向けて的確かつ明瞭に発信できる豊かな表現力を身に付けている。

　ＤＰ５ 【多様な人々との協働】（コミュニケーション＋協調性＋チームワーク）
（ＤＰ５）多様な人々と協働して課題解決に取り組んだ経験を通じて、多様な価値観を受容し、協調性やコミュニケー
ション力を身に付け、チームの中で自分の役割を的確に果たすことができる。

  DP６ 【自発性、積極性】
（ＤＰ６）選抜制の科目や学外活動（留学、インターンシップ、ボランティア等を含む）に積極的に挑戦した経験を通じ
て、生涯学び続けようとする強い自発的意志を有している。

大学共通
ＣＰ 成蹊大学は、「学位授与の方針」を踏まえ、次のような方針で教育課程を編成・実施します。

　ＣＰ１ （ＣＰ１）　（各学科、各専攻の）専門分野を系統的・体系的に学修できるように、各科目を適切に配置する。

　ＣＰ２ （ＣＰ２）　広い教養と汎用性の高い技能を修得するための科目群「成蹊教養カリキュラム」を設ける。

　ＣＰ３ （ＣＰ３）　視野を広げ、多面的な思考を促進するとともに、異分野の学生との交流、多様な人々との協働を図るため
に、学部学科の枠を超えて幅広く学ぶことのできる仕組みを設ける。

　ＣＰ４ （ＣＰ４）　思考力、表現力、課題解決力を集中的に錬成するために、（各学科の教育課程の適切な年次に）少人数の
演習科目を置き、さらに卒業論文（またはこれに代わるもの）の作成を必修とする。

　ＣＰ５ （ＣＰ５）　自発性、積極性の向上のため、留学、インターンシップ等の単位認定の仕組み、及び上級者向けの選抜型
の科目を設ける。



 

グローバル教育プログラム（EAGLE）カリキュラム 

○印の数字は、当該科目の単位数を表します。 

科目 

区分 

授 業 科 目 ・ 単 位 数 ・ 年 次 ・ タ ー ム 
必要 

単位 １年次 ２年次 ３年次 ４年次 

第１ 第２ 第３ 第４ 第５ 第６ 第７ 第８ 

F
oreig

n
 L

a
n
g
u

a
g
e 

(F
resh

m
a
n

) 

必
修 

College English (Listening & Speaking)Ⅰ① 
College English (Reading & Writing)Ⅰ① 

６ 
 

College English (Listening & Speaking)Ⅱ① 
College English (Reading & Writing)Ⅱ① 

Intensive English Ⅰ① 

 Intensive English Ⅱ① 

選
択 

TOEFL Preparation Advanced Ⅰ①   IELTS Preparation Advanced Ⅰ①   

６ 
以上 

 TOEFL Preparation Advanced Ⅱ①  IELTS Preparation Advanced Ⅱ① 

F
oreig

n
 L

a
n
g
u

a
g
e 

(S
op

h
om

ore) 

  

Media English②        Academic Listening② 
Cross Cultural Communication Skills② 
Discussion & Presentation②   
English for the Work Place② 
Essay Writing②  Intensive Reading② 
World Englishes② 

Seminar 

Global Studies Seminar Ⅰ② 

６ 
以上 

 Global Studies Seminar Ⅱ② 

 Global Studies Seminar Ⅲ② 

     Global Career Design② 

Global 

Studies 
  

International Business②    Japanese Economy② 

Current Topics in Business and Economics② 

International Relations②   Regional Studies② 

Current Topics in Global Issues② 

Japanese Contemporary Issues② 

Japanese Traditional Culture② 
Current Topics in World Affairs② 

12 

以上 

Capacity 

Building 

成蹊グローバルセミナーＡ②  成蹊グローバルセミナーＢ② 

  

インターンシップ準備講座② 

インターンシップ実習② 

発展インターンシップ準備講座② 

発展インターンシップ実習② 

上記の各科目区分で定められた単位数を超えて履修した科目の単位 

ＥＡＧＬＥの修了に必要な単位 40 

 

 



 

定年制に関する規則 

 

施  行 昭和34年５月23日 

最新改正 2 0 1 3年 1 0月 ４ 日 

学 園 理 事 会 

 

第１条 成蹊学園に勤務する専任教職員（以下「教職員」という。）の定年退職は、この規則によるも

のとする。 

第２条 総長、学長及び校長を除く教職員の定年を次のように定める。 

（１）教育職員 

大学に本務を置く者 

教授、准教授及び講師……………………………65歳 

上記以外の者………………………………………62歳 

高等学校、中学校及び小学校に本務を置く者……62歳 

学園養護教諭…………………………………………62歳 

（２）事務職員、技術職員及び労務職員…………………62歳 

第３条 教職員は、定年に達した日の属する学年度の末日に退職する。 

第４条 理事会が指定する職務に従事する教育職員が定年に達したときは、その職務に従事する間は、

在職期間を延長することができる。 

第５条 成蹊学園就業規則第14条第２項に該当する場合のほか、本規則第２条の規定により定年に達し

た大学教授のうち、特に必要とする者については、再雇用することができる。 

２ 再雇用に関する規則は、別に定める。 

第６条 定年前５カ年の期間に退職を願い出た教職員に対しては、願い出た日の属する学年度の末日に

おいて定年退職として取り扱うことができる。 

第７条 この規則の改廃は、常務理事会の議を経て理事長が行う。ただし、重要な事項の改廃がある場

合には、その基本方針について理事会の議を経なければならない。 

 

   附 則（2001年９月28日一部改正） 

 この規則は、2001年９月28日から施行する。 

附 則（2006年５月31日一部改正） 

 この規則は、2006年５月31日から施行する。 

附 則（2007年１月26日一部改正） 

 この規則は、2007年４月１日から施行する。 

附 則（2013年10月４日一部改正） 

 この規則は、2013年10月４日から施行する。 

 

  昭34. 5.23施行 昭52. 6. 1施行 

〃40. 1. 1 〃   平10. 4. 1 〃 

  〃42. 3.22 〃   〃13. 4. 1 〃 

  〃44. 3.25 〃   2001. 9.28 〃 

  〃45.12. 1 〃   2006. 5.31 〃 

  〃47.10. 1 〃   2007. 4. 1 〃 

  〃48. 7. 1 〃   2013.10. 4 〃 

  〃50. 3.31 〃 



成蹊大学特別任用教授規則

制  定 平成10年３月27日 

学 園 理 事 会 

最新改正 2 0 1 3年 1 0月 ４ 日 

（趣旨） 

第１条 この規則は、定年制に関する規則第５条に基づき、定年退職する大学教授（選択定年制度に関

する規則の適用を受けて退職する者を除く。以下「退職者」という。）を定年退職に引き続き特別任

用教授（以下「特任教授」という。）として再雇用する場合の取扱いに関し必要な事項を定める。 

（対象） 

第２条 特任教授として再雇用することができる者は、継続して就労する意思のある退職者のうち、次

の各号の要件をすべて満たす者とする。 

（１）学部長が学部の教学上必要であると判断し、かつ、大学の定める教育、研究及び健康に関する要

件をすべて満たしていると認めた者 

（２）学長が大学の教育及び研究の水準を維持向上させるために必要があると認めた者 

（再雇用の手続） 

第３条 学部長は、退職者の再雇用を希望する場合には、学部教授会の議を経て、当該退職者が定年退

職する年度（以下「退職年度」という。）の５月末日までに所定の申請書により学長に申請するもの

とする。 

２ 学長は、前項の申請に基づき、当該退職者の再雇用を希望する場合には、退職年度の６月15日まで

に理事長に上申するものとする。 

３ 理事長は、前項の上申に基づき、当該退職者を特任教授として再雇用するものとする。この場合に

おいて、再雇用の決定は、退職年度の６月末日までに行うものとする。 

（再雇用の契約期間等） 

第４条 再雇用の契約期間は、１年とし、継続して再雇用する場合に限り、毎年契約を更新することが

できる。ただし、定年退職時から３年を限度とする。 

２ 前項の更新に係る手続は、前条の規定を準用する。 

３ 特任教授は、再雇用されている期間中は、他大学等の専任教員となることができない。 

（定員） 

第５条 特任教授は、大学教員の定員内の数として取り扱うものとする。 

（責任授業担当時間数） 

第６条 責任授業担当時間数は、１週につき６時間とする。 

（給与、手当等） 

第７条 支給する給与、手当等は、次のとおりとし、家族手当、調整手当及び住宅手当並びに再雇用期

間についての退職給与金は、支給しない。なお、特任教授が欠勤した場合には、給与の一部又は全部

を支給しないことがある。 

（１）給 与 月額50万円の定額とし、昇給は、行わない。 

（２）超 過 授 業 手 当 前条の時間数を超えて授業を担当する場合は、専任教員（教授）に準じ

て支給する。 

（３）入 学 試 験 手 当 入学試験業務に携わった場合は、専任教員に準じて支給する。 

（４）そ の 他 諸 手 当 別表に掲げるとおりとし、該当する手当を専任教員に準じて支給する。 

（５）通 勤 交 通 費 専任教員に準じて支給する。 

（６）賞       与 賞与は、夏期に70万円、年末に90万円をそれぞれ支給する。 



（個人研究費） 

第８条 経済学部、文学部及び法学部並びに理工学部の非実験系一般教養に所属する場合には、専任教

員と同額の個人研究費を支給する。 

（施設の利用） 

第９条 研究室、大学図書館その他の学園施設の利用に当たっては、専任教員に準じて取り扱う。 

（健康保険等の取扱い） 

第１０条 日本私立学校振興・共済事業団の加入者資格及び三菱健康保険組合の被保険者資格は、継続

する。 

（準用規定） 

第１１条 この規則に定めのない事項については、特段の理由のない限り、成蹊学園就業規則を準用す

る。 

（改廃） 

第１２条 この規則の改廃は、常務理事会の議を経て理事長が行う。ただし、重要な事項の改廃がある

場合には、その基本方針について理事会の議を経なければならない。 

附 則（平成10年３月27日制定） 

１ この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

２ 大学教員の在職期間の延長に関する規則（以下「旧規則」という。）は、廃止する。ただし、この

規則の施行日前にすでに旧規則により在職期間が延長されている者及び在職期間の延長が承認され

ている者については、なお従前の例による。 

附 則（平成11年２月５日一部改正） 

この改正規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（2002年３月29日一部改正） 

この規則は、2002年４月１日から施行する。 

附 則（2004年３月26日一部改正） 

この規則は、2004年４月１日から施行する。 

附 則（2005年２月４日一部改正） 

この規則は、2005年４月１日から施行する。 

附 則（2013年10月４日一部改正） 

この規則は、2013年10月４日から施行する。 

別表 その他諸手当（第７条関係） 

手 当  備 考 

職務手当 月額支給 

（１）役職手当

（２）一般教養主任手当

（３）所員手当

（４）実験講座手当

大学院手当 

（１）所属手当 年度始めに支給 

（２）指導手当 月額支給 

大学委員会委員手当 年度末に支給 

日本事情科目担当手当 年度末に支給 



 

 

   成蹊大学専任教員採用に関する規則 

 

                                制  定 2018年 12月 19日 

                                     大 学 運 営 会 議 

                                 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、成蹊大学において専任教員（特別任用教授、大学客員教員、全学教育講師及び大

学常勤講師を含み、法科大学院客員教授及び学園国際教育センター常勤講師を含まない。以下同じ。）

を採用する場合の手順等に関し必要な事項を定める。 

 （中期採用計画） 

第２条 学長は、学部、研究科及び学長直属（以下「学部等」という。）に学部等の３年間又は５年間の

専任教員（助教及び特別任用教授を除く。以下この条において同じ。）の採用計画（以下「中期採用

計画」という。）の策定を依頼する。 

２ 学長は、前項の中期採用計画（教員定数等を含む。この場合において、退職前の専任教員の後任に

係る重複配置による一時的な教員数の増員を含めるものとする。）を成蹊大学人事委員会（以下「委

員会」という。）の議を経て決定する。 

３ 前項の審議を行う場合は、学長は、学園長及び外部有識者の出席を求めるものとする。 

４ 学長は、委員会の議を経て決定した中期採用計画を理事長に上申し、理事会の承認を得なければな

らない。 

５ 前項により承認された中期採用計画を変更する場合は、前４項の規定を準用する。 

６ 前項の規定にかかわらず、教員の死亡、年度途中での退職その他やむを得ない事由により、専任教

員の採用を緊急に開始する必要がある場合は、学長は、中期採用計画を変更することができる。この

場合において、学長は、変更決定後に学園長及び外部有識者に報告するものとする。 

（充当予定表） 

第３条 学部等において採用活動を開始しようとするときは、学部等の長は学長に対して、前条により

承認された中期採用計画に助教及び特別任用教授の充当予定を加えた当該年度の充当予定表を提出

しなければならない。 

２ 学長は、前項の充当予定表を委員会の議を経て決定する。 

３ 学長は、前項に基づき決定した充当予定表を理事長に上申し、承認を得なければならない。 

（募集） 

第４条 学部等は、前条により理事長が承認した充当予定表に基づき、専任教員の募集を行う。 

（資格審査等） 

第５条 学部等は、候補者の業績等の資格審査を行い、候補者１名を審査教授会で決定する。 

２ 学部等の長は、候補者の決定後、速やかに、同候補者の履歴書、業績書、教育研究の抱負及び 

資格審査報告書を添えて、学長に上申しなければならない。 

（学長審査） 

第６条 学長は、前条第２項の上申を受け、学長による審査の可否を委員会の議を経て決定する。 

２ 学長審査は、書類審査及び面談によって行う。ただし、候補者の予定職位が助教の場合には、当該

面談を省略することができる。 

３ 前項の面談は、学長、副学長及び当該学部等の長並びに学長が必要と認めた者により行う。この場

合において、学園長が面談に出席を希望する場合は、面談の構成員に含めることができる。 

４ 学長は、面談に学園長が出席しない場合は、面談後速やかに学園長に結果等を説明するものとする。 

（採用上申） 

第７条 学長は、前条の審査の結果に基づき、理事長への上申の可否を決定する。 

（採用決定） 

第８条 理事長は、採用上申の受領後速やかに、採用の可否を学長に通知しなければならない。 

２ 前項の通知において理事長が採用を否とする場合は、その理由を記載した書面を添付するものとす

る。 

 

（理事会報告） 



 

 

第９条 学長は、採用を決定した専任教員の一覧を、当該年度末に理事会に報告するものとする。 

（規則の改廃） 

第１０条 この規則の改廃は、あらかじめ理事長と協議の上、大学運営会議の議を経て、学長が行う。 

附 則（2018年 12月 19日制定） 

１ この規則は、2018年 12月 19日から施行する。 

２ 定年退職予定専任教員とその後任者との重複在籍に係る特別申請（いわゆるダブル配置）に関する

申合せ（平成２年 10月 24日学部長懇談会制定）は廃止する。 

 



 

 

   成蹊大学人事委員会規則 

 

                                制  定 2018年 12月 19日 

                                     大 学 運 営 会 議 

                                 

（設置） 

第１条 成蹊大学の専任教員の人事に関する事項を取り扱う委員会として、「成蹊大学人事委員会」（以

下「委員会」という。）を置く。 

 （任務） 

第２条 委員会の任務は、次に掲げる事項を審議することとする。 

（１）専任教員（特別任用教授、大学客員教員、全学教育講師及び大学常勤講師を含み、法科大学院客

員教授及び学園国際教育センター常勤講師を含まない。以下同じ。）の採用計画に関する事項 

（２）資格審査報告等に基づく専任教員の採用に関する事項 

（３）その他学長が必要と認めた事項 

２ 前項第２号に係る手続については、別に定める。 

（構成） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって構成する。 

（１）学長 

（２）副学長 

（３）学部長 

（４）研究科長 

（５）企画運営部長 

２ 委員長は、学長とする。 

３ 学長は、必要と認めるときは、学園長、外部有識者等の第１項に規定する委員以外の者の意見を求

めることができる。この場合において、出席を求めるときは、学長は、あらかじめ委員会に報告する

ものとする。 

（運営） 

第４条 委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、前条第１項に規定する委員の３分の２以上の出席がなければ、開催することができない。 

３ 委員の代理の出席は、これを認めない。 

４ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

（議事録の作成） 

第５条 委員会に議事録を備え、議事進行の過程及び審議の結果並びに決定事項を記録する。 

２ 学長は、個人の名誉を侵害するおそれがあると判断したときは、前項の議事録の全部又は一部を非

公開とすることができる。 

（事務の所管） 

第６条 委員会に関する事務は、企画運営部庶務運営課が所管する。 

（規則の改廃） 

第７条 この規則の改廃は、あらかじめ理事長と協議の上、大学運営会議の議を経て学長が行う。 

附 則（2018年 12月 19日制定） 

１ この規則は、2018年 12月 19日から施行する。 

２ 第３条第１項第３号に規定する「学部長」には、2020 年 3 月 31 日までの間は、新経済学部設置委

員会及び経営学部設置委員会の委員長を含むものとする。 

 



 

シラバス作成方針

 （目的） 

１ この方針は、教育の質保証の観点から、シラバスの記載内容の適正性を確保し、学生の科目選択及

び学修の促進に資することを目的とする。 

２ シラバスは、学生が主体的に事前の準備及び事後の展開等を行うことを可能とするとともに、授業

の工程表として機能するよう記載しなければならない。 

 （記載項目及び留意事項） 

３ シラバスの記載項目（必須記載項目及び任意記載項目の区別を含む。）及び記載に当たっての留意事

項は、次のとおりとする。 

（１）テーマ・概要【必須記載項目】 

授業の全体像を把握できるように、取り扱うテーマ、授業の狙い、授業の概要等を分かりやすく

記載する。 

（２）到達目標【必須記載項目】 

学生を主語にし、「何ができるようになるか」など、この授業を受講することによって獲得できる

知識、技能、態度等について、具体的かつ簡潔に記載する。 

（３）授業の計画と準備学修【必須記載項目】 

ア 授業の計画は、週１コマ科目は 15回、週２コマ科目及び通年科目は 30回にそれぞれ分けて記

載する。

イ 授業回数ごとに、到達目標を踏まえ、毎回の授業のテーマ及び内容を具体的かつ簡潔に記載す

る。

ウ 授業回数ごとに、毎回の準備学修（予習、復習等）の具体的な内容及びそれに要する時間の目

安を記載する。

（４）授業の方法【必須記載項目】 

授業の形式（講義、演習等）、具体的な授業の運営方法（授業の進め方等）その他受講に当たり必

要な事項を記載する。 

（５）成績評価の方法【必須記載項目】 

ア 多元的な評価項目に基づく総合評価とし、評価項目ごとに最終成績に占める割合（％）を明記

する。

イ 授業期間を通して課される課題（試験、レポート等）について、その内容及びフィードバック

方法を記載する。

（６）成績評価の基準【必須記載項目】 

本学の成績評価基準に準拠するほか、到達目標、評価項目等に対し、どのような点が評価の基準

となるかをできるだけ記載する。 

（７）必要な予備知識／先修科目／関連科目【任意記載項目】 

科目選択時及び準備学修の参考となる必要な予備知識、先修科目、関連科目等がある場合は、必

ず記載する。 

（８）テキスト【任意記載項目】 

テキストを使用する場合は、必ず記載する。

（９）参考書【任意記載項目】 

 参考書を授業又は準備学修で参照する場合は、必ず記載する。 

（10）質問・相談方法等（オフィス・アワー）【必須記載項目】 

質問・相談方法等を記載する。ただし、本学専任教員のオフィス・アワーの曜日・時間帯につい

ては、学内専用ホームページに掲載することとする。 

４ 科目の性格上、前項の規定による記載が困難な科目がある場合は、全学ＦＤ委員会において適切な

記載方法を定めることとする。 

 （シラバス公開後の記載内容の変更） 

５ シラバス公開後の記載内容の変更は、原則として行わない。ただし、授業運営上やむを得ず変更す

る場合には、次に掲げる事項に留意し、適切に変更するものとする。 



 

（１）「テーマ・概要」及び「到達目標」は、変更を認めない。 

（２）「成績評価の方法」及び「成績評価の基準」は、極力変更を避ける。 

（３）シラバスの内容を変更するときは、あらかじめ受講生と相談した上で行うこととし、シラバスの

修正とともに、ポータルサイトの利用等により受講生に周知しなければならない。 

 （第三者による記載内容等のチェック） 

６ シラバスの記載内容の適正性を確保するため、第三者（当該授業科目の担当教員以外の教員をいう。

以下同じ。）による記載内容等のチェック（以下「第三者チェック」という。）を行う。 

 （第三者チェック体制） 

７ 第三者チェックは、全学ＦＤ委員会のもと、次に掲げる委員会及びセンター（以下「委員会等」と

いう。）において行う。 

（１）成蹊教養カリキュラム開設科目 全学教育実施委員会 

（２）成蹊国際コース開設科目 国際教育センター 

（３）学部・研究科開設科目 各学部・研究科のＦＤ委員会 

（４）教職課程開設科目  教職課程委員会 

８ 委員会等は、第三者チェックを行う教員をあらかじめ指名し、全学ＦＤ委員会に報告しなければな

らない。 

 （記載内容の改善等の要望） 

９ 第三者チェックを行う教員は、第３項に掲げる留意事項に照らして明らかに不備があると認められ

るシラバスがある場合には、委員会等の長（学部・研究科開設科目にあっては学部長又は研究科長）

を通じて当該科目担当者に対し、記載内容の改善等の要望を行うこととする。 

（第三者チェック実施報告書） 

１０ 委員会等は、第三者チェックの実施結果について報告書にまとめ、全学ＦＤ委員会に報告しなけ

ればならない。 

 （方針の改廃） 

１１ この方針の改廃は、全学ＦＤ委員会の議を経て、学長が行う。 

 附 則（2013年 12月４日制定） 

この方針は、2013年 12月４日から施行する。 



成蹊大学 2019年度シラバス作成要領 

 

シラバスは、学生が主体的に事前の準備及び事後の展開などを行うことを可能にし、他の授業科目と

の関連性の説明などの記述を含み、授業の工程表として機能するように作成することが求められており

ます（中教審 2012 年 8 月答申）。このため、2014 年度シラバスより、新たな記載項目を加え、更なる

シラバスの充実を図ることといたしました。 

つきましては、以下の要領を参照いただき、シラバスを作成くださるようお願いいたします。 

なお、2014 年度より、記載内容について、担当教員以外の第三者（当該学部・研究科の FD 委員や科

目部会等）がチェックを行っております。これは、各項目の記載がその趣旨や形式的要件に合致してい

るか等を確認するものですが、チェックの結果、修正を依頼することがありますので、あらかじめご了

承くださるようお願いいたします。 

 

１．入力項目について 

（１）「テーマ・概要」必須 

授業の全体像を把握できるように、取り扱うテーマ、授業の概要をわかりやすくお書きください。 

 

（２）「到達目標」必須 

到達目標は、教員が「何を教えるか」ではなく、学生が「何を学ぶことができるのか」、「何がで

きるようになるのか」という観点で、この授業を履修することで獲得できる知識や能力を学生がイ

メージできるよう具体的かつ簡潔にお書きください。また、授業の目的及び学位授与の方針

（Diploma Policy）（※）に関連付けて、学修の指針となるように目標を設定してください。 

（※学位授与の方針（Diploma Policy）については、p.9～16 をご参照ください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）「授業の計画と準備学修」必須 

① 15回（週２コマ科目及び通年科目は 30回）に分けてお書きください。このため、同じ内容を複

数回行う場合でも、各回に分けてそれぞれ同じ内容をお書きください。 

② 到達目標を踏まえ、毎回の授業のテーマ及びその内容を具体的かつ簡潔にお書きください。 

【留意点】 

・2014年度から第 15回目（第 30回目）は「授業日」になりますので、15回分（30回分）の授

業の計画を立ててください。（法科大学院については従来どおり第 15回目は授業日です） 

ただし、平常点評価として取り扱っている授業内の試験は、従来どおり授業内で実施します

（「授業の計画・内容」欄には、「到達度確認テスト」のように記載してください）。 

・到達度確認テストや小テスト、課題レポート等のフィードバックのため、小テストや課題レ

ポート返却時に振り返りの時間を設け、14回目に到達度確認テストを実施し、15回目に返却

して講評を行う、あるいは学期末試験であれば模範解答を公表するなどの工夫をお願いいた

します。  

・○○について知り、説明できるようになることを目標とします。 

・○○について学び、××について考察することにより、△△できる力を身につけます。 

・○○に関して××の位置づけを説明することができる。 

（例） 

①○○史に関する基礎的な歴史知識を修得する。 

②世界史全体の流れのなかに○○史を位置づけ、その特質や意義を説明できる。 

③DP1（教養の修得）を実現するため、歴史的思考力を養うことを目標とする。 



 

③ 毎回の準備学修（予習、復習等）の具体的な内容及び準備学修に必要な学修時間の目安をお書き

ください。 

   【留意点】 

    ・「準備学修（予習、復習等）」欄は、予習・復習をはっきり分けて書くか、まとめて書くか、

分けずに書くかは特に指定しませんが、授業の計画に応じ、適切に記載してください（「特に

必要ない」とは書かないでください）。 

    ・「準備学修の目安（分）」欄は、「準備学修（予習、復習等）」欄に記載の内容に応じ、それら

の学修に必要と思われる時間の目安を分単位で、それぞれの回に記載してください（予習と

復習に分けて書く、あるいはまとめて書くことでも結構です）。この場合は、より現実的な観

点から、１回の準備学修に必要な時間は「６０分以上１２０分以内」を記載の目安とします。 

    ・実験・実習科目等において、準備学修に必要な学修時間の目安を各回に分けて記載するのが

難しい場合は、「準備学修の目安（分）」欄に「*」（アスタリスク）を入力した上で、「授業の

方法」欄に必ず「準備学修に必要な学修時間の目安」の内容をお書きください。 

（例）準備学修には、60 分程度を一つの目安として、各自の理解度に応じ取り組むことが望

ましい。 

 

（４）「授業の方法」必須 

例えば、「講義を中心に、数回の小テスト、レポート提出を実施する。配付プリントなどを基に、

講義内容を詳説する。」、「ディスカッション形式の演習を行う。」など、授業の形式（講義、演習等）、

具体的な授業の運営方法（授業の進め方等）、その他受講に当たり必要な事項などをお書きください。 

また、小テストや課題レポートの範囲・評価の視点等もできるだけお書きください。 

 

（５）「成績評価の方法」必須 

総合評価（試験、宿題・レポート（※）などの提出状況、授業態度など多元的な基準による評価）

で、評価項目ごとの評価割合（％）を明確にお書きください。 

  【留意点】 

  ・授業は出席することが前提ですので、これを加点的に評価の対象とするのは適切ではありません。 

このため、出席○％という表現は使用せず、「平常点（授業への参加状況や宿題の提出状況）○％」

といった表現にしてください。 

・本学の成績評価は、5 段階評価（S，A，B，C，F）で行っています。次項の「成蹊大学成績評価

基準」をご参照ください。 

※本学では、前期・後期の学期末の一定期間内に、教務部指定の表紙を貼付して提出させるレポー

トを「期末レポート」、授業中やポータルサイト（クラスプロファイル）、レポート提出箱（６号

館１階 教務部設置）等を利用して任意の期日に提出させるレポートを「宿題レポート」として区

別しておりますのでご注意ください。 

 

（６）「成績評価の基準」必須 

① 学則の規定（太枠部）に基づくことを明示するため、次のようにお書きください。 

学部科目 ：「成蹊大学の成績評価基準（学則第 39条）に準拠する」 

大学院科目：「成蹊大学大学院の成績評価基準（学則第 11条の２）に準拠する」 

法科大学院科目：「成蹊大学法科大学院の成績評価基準（学則第 19条）に準拠する」 

（注）これらの文言はあらかじめ入力されておりますが、もし空欄であった場合は、お手数

ですが入力願います。 

  



   ＜成蹊大学成績評価基準＞ 

評価  成績評価  評価の基準（目安）  

Ｓ  100～ 90点  到達目標を充分に達成し、特に優秀な成果を収めている 

Ａ  89～ 80点  到達目標を充分に達成し、優秀な成果を収めている 

Ｂ  79～ 70点  到達目標を充分に達成している 

Ｃ  69～ 60点  到達目標を達成している 

Ｆ  
59点以下（不合

格）  
到達目標を達成していない 

 

② 上記①に加えて、到達目標、評価項目等に対し、どのような点が評価の判断基準となるのかを、

次の例を参考に、できるだけ具体的にお書きください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）「必要な予備知識／先修科目／関連科目」 

  科目選択時及び準備学修の参考となる必要な『予備知識』や『先修科目』、『関連科目』がある場

合は、必ずお書きください。 

  ない場合は、「特になし」とお書きください。 

 

（８）「テキスト」 

  『テキスト名』、著者、出版社、価格、ISBN（わからない場合は結構です。） 

  購入の必要が無い場合は、「購入の必要なし」と追加でお書きください。 

  ない場合は、「特になし」とお書きください。 

 

（９）「参考書」 

  『テキスト名』、著者、出版社、価格、ISBN（わからない場合は結構です。） 

  購入の必要が無い場合は、「購入の必要なし」と追加でお書きください。 

  ない場合は、「特になし」とお書きください。 

 

（10）「質問・相談方法等（オフィスアワー）」必須 

 ① 専任教員のオフィス・アワーは、ポータルサイトに一覧を掲載いたしますので、「ポータルサイ

トで周知する。」とお書きください。 

② 非常勤の先生方は、次のような記載をお願いいたします。 

・「授業終了後に教室で受け付ける。」 

・「随時、電子メールで受け付ける。」 

       ※ 電子メールアドレスは、迷惑メール防止のため、シラバスには記載せず、講義時や

本学ポータルサイトを通じて受講学生にお伝えください。 

以上

（例） 

・到達目標に対応させて示す（到達目標に対応させた場合） 

① ○○史に関する基礎的な歴史知識を修得しているか 

② 世界史全体の流れのなかに○○史を位置づけ、その特質や意義を理解しているか 

③ 歴史的思考力を身につけているか 

・到達目標に達するまでの経過点を示す（例は試験の場合） 

 ①解答するにあたり、問題の背景を説明できる 

 ②どのような課題が存在しているのかを指摘できる 

 ③その解決策について、授業で学んだことを述べることができる 

 ④さらに自分の考えを述べることができる 



２．シラバス記載要領 

科目名 ○○○○○○ 

教員名 成蹊 太郎 

科目ナンバー 0000000 単位数 2 配当年次 1 開講次期 2016年度 前期 

テーマ・概要 

本科目では、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。＜テーマ＞ 

本講義では、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。＜概 要＞ 

到達目標 

ＤＰ○（○○○○○）を実現するため、次の３点を到達目標とする。 

① ○○に関する重要な考え方を身に付け、説明できる。 

② ○○や○○に関心を持ち、問題点について文章で指摘できる。 

③ ○○や○○の学修を通じて、社会全体の動きを把握できる。 

④ ○○の学修で身に付けた知識を活かして、○○を分析できる。 

授業の計画と準備学修 

回数 授業の計画・内容 準備学修（予習・復習等） 
準備学修の 

目安(分) 

第１回 ガイダンス 

・授業の全体像、進め方、予習・復習の仕方等を説明す

る。 

・○○について、その概略を説明する。 

【予習】シラバスを読み、あらかじめ講

義内容を把握する。 

【復習】授業の全体像や進め方、評価基

準等について確認する。 

３０ 

 

３０ 

第２回 ○○の仕組み①：○○○○○について 

・新聞記事を取り上げ、○○の基本を学修する。 

・○○の学修を通じて、○○の方法を修得する。 

新聞記事を読む。また、○○○○○につ

いて講義内容を振り返り、理解を深める。 

６０ 

第３回 ○○の仕組み②：○○○○○○○○について 

・○○○○について考察する。 

テキスト第１章（00～00頁）を熟読する

こと。 

９０ 

第４回    

第５回    

第６回    

第７回    

第８回    

第９回    

第10回    

第11回    

第12回    

第13回    

第14回    

第15回    

授業の方法 

・授業は講義形式で行うが、トピックに応じて質疑応答を行う双方向授業も取り入れることから、十分な予習と復習が

求められる。また、小テスト２回と課題レポート２回の実施を通じて、知識の定着を図る。 

・小テスト①：第１回から第５回までの学修内容について、○○に関する基本的な理解ができているか、必要な用語を

理解しているかなどを確認する。 

・授業の進捗によって、内容を一部変更する場合がある。 

成績評価の方法 

小テスト（２回：30％）、課題レポート（２回：30％）、期末レポート（40％）による総合評価を基本としつつ、講義中

の発言や質問など授業への積極的な参加をプラスに評価する。 

成績評価の基準 

成蹊大学の成績評価基準（学則第 39条）に準拠する。 

次の点に着目し、その達成度により評価する。 

・○○における基本的な理解ができているか。 

・○○を客観的に分析し、論理的に説明できるか。 

必要な予備知識／先修科目／関連科目 

特にないが、暗記よりも問題に対する理解力・思考力を持ち、課題を解決する力を養うことを主眼としていることから、

常に新聞を読んで社会の動きを知り、現在の社会の問題点について考察することが重要である。 

テキスト 

『○○○入門』○○○○著、○○社 ISBN:00000000  ￥2,000円 

参考書 

参考書は授業中に適宜指示する。 

質問・相談方法等（オフィス・アワー） 

ポータルサイトで周知する。 

「到達目標」は、学生を主語にし、この授業

の履修により獲得できる知識、スキル、態度

等を具体的かつ簡潔に記載してください。 

① 各回に分けて、授業の計画（テーマ）とその

授業内容を記載してください。 

② 第 15 回目は「授業日」になりますので、15

回分の授業の計画を立ててください。ただし、

平常点評価として取り扱っている授業内の試

験は従来どおり授業内で実施します（テーマに

は、「到達度確認テスト」のように記載してくだ

さい）。 

③ 試験や小テストのフィードバックのため、振

り返りの回の設定や、14回目にテストし、15回

目に返却・説明する等、工夫をお願いします。 

① 各回に分けて、準備学修の内容を記載して

ください。この場合、予習・復習をはっきり

分けて書くか、まとめて書くか、分けずに書

くかは特に指定しませんが、授業の計画に応

じ、適切に記載してください。 

② ①の内容に応じ、その準備学修に必要と思

われる時間の目安（分単位）をそれぞれの回

に記載してください。この場合、１回の準備

学修に必要な時間は「６０分以上１２０分以

内」の時間を記載の目安とします。 

○○における基本的な理解ができているか、必要な用語

を理解しているか、○○を分析することができるかな

ど、できるだけ到達目標に対する評価の判断基準を具体

的に記載してください。 

① 専任教員のオフィス・アワーは、学内専用ホームページで

学生に周知します。 

② 非常勤の先生方は、次のような記載をお願いいたします。 

・ 授業終了後に教室で受け付ける。 

・ 随時、電子メールで受け付ける。 など 

授業形態や授業の進め方のほか、小テスト、課題レ

ポートの範囲・評価の視点等を記載してください。 



３．シラバス記載例 【講義科目】 
 

※ 下記の内容は記載例であり、実際のシラバスではありません。 

科目名 ミクロ経済学入門 

教員名 ○○ ○○ 

科目ナンバー 0000000 単位数 2 配当年次 1 開講時期 2016年度 前期 

テーマ・概要 

ミクロ経済学は，マクロ経済学と並んで，経済学を理解するために必要な最も基礎的な科目である。われわれが経済

生活を送っていく上で役に立つ資源の量は限られており，これを多くの用途にどのように配分すればよいかは，時代や

社会を超えて，常に重要な問題であり続けてきた。「ミクロ経済学入門」では，この問題を解決するための手段である価

格メカニズム（市場機構）の仕組みと機能を体系的に分析し，経済政策，産業政策，外国貿易などへの応用も学修する。

この授業を通して，経済学の基本概念を，きっちりと身につけてもらいたい。  

授業では，経済学の課題と考え方，市場における需要と供給の法則，現実事例への応用を三本の柱として進める。マ

ンキューのテキストの前半部（第 I部－第 III部）の内容に準拠し，授業の計画と内容の各項目に従って講義を行う。

なお、授業の進捗によって，内容を一部変更する場合がある。 

到達目標 

ＤＰ６（専門分野の知識･理解）を実現するため、次の３点を到達目標とする。 

① 需要曲線・供給曲線の図を駆使できる。 

② 市場において価格と取引量がどのように決まるのか説明できる。 

③ 市場経済という仕組みが上手く機能することを理解し，説明できる。 

授業の計画と準備学修 

回数 授業の計画・内容 準備学修（予習・復習等） 
準備学修の 

目安(分) 

第１回 ガイダンス 

・授業の内容，進め方，予習･復習の仕方等を説明する。 

経済学の十大原理（1章） 

・経済学が何に関するものなのかを把握する。 

【予習】学生への序文，テキスト第１

章を熟読。 

60 

第２回 経済学の十大原理（1章，続き） 

・経済学が何に関するものなのかを把握する（続）。 

・第１章のまとめ 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。 

60 

第３回 経済学者らしく考える（2章） 

・経済学の考え方について学修する。 

【予習】テキスト第 2章（補論を含む）

を熟読。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。 

60 

第４回 相互依存と交易（貿易）からの利益（3章） 

・比較優位の原理について学修する。 

・復習問題に取り組む。 

※課題レポート①（応用問題から指示）を提出する。 

【予習】テキスト第 3章を熟読。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。復習問題の理解を確認

しておく。 

90 

第５回 課題レポート①の解説 

市場における需要と供給の作用（4章） 

・需要曲線，供給曲線，市場の均衡について学修する。 

【予習】テキスト第 4章を熟読。 

【復習】今回学んだキーワードについ

て説明できるようにする。課題レポー

ト①の復習 

60 

第６回 市場における需要と供給の作用（4章，続き） 

・需要曲線，供給曲線，市場の均衡について学修する

（続）。 

復習問題に取り組む。 

※課題レポート②（応用問題から指示）を提出する。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。復習問題の理解を確認

しておく。 

90 

第７回 課題レポート②の解説 

小テスト 

・テキスト 1～4章の理解度を確認するための小テスト。 

【予習】テキスト第 1～4章を十分に復

習し，小テストに備える。 

90 

第８回 弾力性とその応用（5章） 

・需要と供給の作用を，弾力性概念を用いて学修する。 

【予習】テキスト第 5章を熟読。 

【復習】今回学んだキーワードについ

て説明できるようにする。 

60 

第９回 弾力性とその応用（5章，続き） 

・需要と供給の作用を，弾力性概念を用いて学修する

（続）。 

復習問題に取り組む。 

※課題レポート③（応用問題から指示）を提出する。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。復習問題の理解を確認

しておく。 

90 

第10回 需要，供給，および政府の政策（6章） 

・需要と供給に政府の政策がどのような効果を及ぼすか

学修する。 

【予習】テキスト第 6章を熟読。 

【復習】今回学んだキーワードについ

て説明できるようにする。 

60 



 

 

第11回 需要，供給，および政府の政策（6章，続き） 

・需要と供給に政府の政策がどのような効果を及ぼすか

学修する。 

復習問題に取り組む。 

※課題レポート④（応用問題から指示）を提出する。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。復習問題の理解を確認

しておく。 

90 

第12回 消費者，生産者，市場の効率性（7章） 

・市場の効率性と失敗を余剰の概念を用いて学修する。 

復習問題に取り組む。 

【予習】テキスト第 7章を熟読。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。復習問題の理解を確認

しておく。 

60 

第13回 応用：課税の費用（8章） 

・政府の市場への介入と死荷重について学修する。 

復習問題に取り組む。 

【予習】テキスト第 8章を熟読。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。復習問題の理解を確認

しておく。 

60 

第14回 到達度確認テスト 

・これまでの学修内容について，理解度を確認するため

のテスト 

【予習】到達度確認テストに備え，こ

れまでの学修内容を確認する。 

120 

第15回 到達度確認テストの解説・質疑応答 

授業のまとめ 

【復習】到達度確認テストの結果を受

けて，この授業を振り返り，到達目標

と自分の理解度とを点検し，不足して

いる知識等を確認し，学修する。 

60 

授業の方法 

授業は講義を中心に進める。授業において定期的に課題を提示する。学生は，その都度，課題についてレポートを作

成し，提出することを求められる。普段から教科書・ノート・プリントを使った復習に力を入れ，次回の授業にわから

ないところを持ち越さないようにすること。また，上で示された準備学修の時間はあくまで目安であって，各自の理解

度に応じて取り組むこと。 

なお，各テスト，レポートの狙いは以下のとおりである。 

・小テスト：第１～4章までの学修内容についての基本的な理解度と，キーワードの理解を確認する。 

・課題レポート①～④：各章の内容が理解できているかを確認する。 

・到達度確認テスト：授業全体の学修内容についての理解度を確認する。 

成績評価の方法 

小テスト（1回：25％），課題レポート（4回：20％），到達度確認テスト（１回：30％），講義中の発言や質問，復習問

題への取組みなど授業への積極的な参加（25％）による総合評価。 

成績評価の基準 

成蹊大学の成績評価基準（学則第 39条）に準拠する。 

次の点に着目し，その達成度により評価する。 

① 需要曲線・供給曲線の図を使って、わかりやすく説明できる。 

② 市場において価格と取引量が決まるメカニズムを明確に説明できる。 

③ 市場経済という仕組みが上手く機能することを理解し，明確に説明できる。 

必要な予備知識／先修科目／関連科目 

必要な予備知識は特にない。なお，本科目の内容は，後期に開講される「企業と市場」のための予備知識となる。  

テキスト 

N. グレゴリー・マンキュー『マンキュー経済学 I ミクロ編』（第 3版）東洋経済新報社，2013年，ISBN-10: 4492314377，

4200円 （このテキストは後期に開講される「企業と市場」でも使用する） 

参考書 

参考書は必要に応じて授業中に紹介する。授業のなかで関連資料を配布することもある。 

質問・相談方法等（オフィス・アワー） 

※専任教員の場合  ⇒ 「ポータルサイトで周知する。」 

※非常勤教員の場合 ⇒ 「授業終了後に教室で受け付ける。」，「随時，電子メールで受け付ける。」など。 



４．シラバス記載例 【演習科目】 
 

※ 下記の内容は記載例であり、実際のシラバスではありません。 

科目名 上級演習 I 

教員名 ○○ ○○ 

科目ナンバー 0000000 単位数 2 配当年次 3 開講時期 2016年度 前期 

テーマ・概要 

国際化の時代とも，情報化の時代とも言われる現代社会。そこではコミュニケーションの範囲は大きく広がり，その

手段も急速に変化しつつあります。ビジネスの場でもあらゆる局面でデジタル化が進んでいます。このような情報のや

り取りに国境も地理的隔たりもありません。日本人同士による日本的発想で仕事が完結する時代は終わりました。これ

からは異文化に対する的確な理解と，それに対応できる柔軟な国際感覚を磨くことが何よりも大切なのです。 

これからのビジネスの場で必要となるのは： 

● 国境を越えて広範な情報を的確に収集し，既成概念にとらわれず柔軟かつ的確に処理する能力； 

● 自分の主張を的確かつ説得力を持って伝達できるプレゼンテーション能力；でしょう。 

当ゼミではこれらの能力（スキル）の習得と向上を目標に，以下のようなプログラムに取り組みます。 

(1)情報収集能力の習得： 

世界の政治・経済・社会に関するニュースを題材に，インターネット上にある様々なデジタル情報から情報を検索・

収集・分析することにより，必要な情報を素早くかつ的確に処理する技術を学びます。教材としては最新の時事漫画

を取り上げ，柔軟な国際感覚を養うことも目指します。 

(2)プレゼンテーション技術の習得： 

自分の主張（意見）を説得力のあるプレゼンテーションを通じてアピールできる能力を養います。 

(3)地球環境問題に取り組む： 

様々な地球環境にまつわる諸問題を採り上げ，グループ作業として研究し，後期の演習へ向けての準備を行います。 

到達目標 

ＤＰ２（課題の発見と解決）、５（表現力、発信力）、６（専門分野の知識･理解）を実現するため、次の３点を到達目標

とする。 

① 的確に情報を収集，分析することができる。 

② 説得力のあるプレゼンテーションを行うことができる。 

③ 地球環境に関する基本的問題を理解し，説明することができる。 

授業の計画と準備学修 

回数 授業の計画・内容 準備学修（予習・復習等） 
準備学修の 

目安(分) 

第１回 ガイダンス 

・演習の内容，進め方，予習・復習の仕方等を説明する。 

・グループ分けを行う。 

【予習・復習】シラバスをよく読んで

演習の進め方を理解しておく。 

30 

第２回 PowerPoint実習 1 

・PowerPointの基本的操作を学修する。 

・課題への取組み。 

【予習】テキストの指定された箇所を

熟読し，実際に PCを操作して例題を解

けるようにしておく。 

【復習】課題が確実に解決できるよう

に確認する。 

60 

第３回 PowerPoint実習 2 

・PowerPointを使用して模擬的プレゼンテーションを作

成する。 

・課題への取組み。 

【予習】テキストの指定された箇所を

熟読し，実際に PCを操作して例題を解

けるようにしておく。 

【復習】課題が確実に解決できるよう

に確認する。 

60 

第４回 Excel実習 1 

・Excelの基本操作を，関数を中心に学修する。 

・課題への取組み。 

【予習】テキストの指定された箇所を

熟読し，実際に PCを操作して例題を解

けるようにしておく。 

【復習】課題が確実に解決できるよう

に確認する。 

60 

第５回 Excel実習 2 

・Excelの応用操作（データベース等）を学修する。 

・課題への取組み。 

【予習】テキストの指定された箇所を

熟読し，実際に PCを操作して例題を解

けるようにしておく。 

【復習】課題が確実に解決できるよう

に確認する。 

60 

第６回 時事問題演習 1 

・時事漫画の読み方を学修する。 

＊課題レポート① 

【予習】新聞，ニュース等で世界の時

事問題を把握しておく。 

【復習】課題レポートに取り組む。 

60 

第７回 時事問題演習 2 

・課題レポート①の解説 

・時事漫画の読み方を学修する。 

【予習】新聞，ニュース等で世界の時

事問題を把握しておく。 

【復習】課題レポートに取り組む。 

60 



 

＊課題レポート② 

第８回 時事問題演習 3 

・課題レポート②の解説 

・時事漫画の読み方を学修する。 

【予習・復習】新聞，ニュース等で世界

の時事問題を把握しておく。 

60 

第９回 ディスカッション 1 

・グループ作業：地球環境問題からテーマを選定し，情

報を収集する。 

【予習・復習】グループ作業のための

情報を集めておく。次回の作業に向け

た準備をしておく。 

60 

第10回 ディスカッション 2 

・グループ作業：収集した情報をもとに分析する。 

【予習・復習】グループ作業のための

予備的分析をしておく。次回の作業に

向けた準備をしておく。 

60～120 

第11回 ディスカッション 3 

・グループ作業：プレゼンのためのアウトライン作成と

コンテンツ化。 

【予習・復習】グループ作業のための

予備的アウトラインを作成しておく。

次回の作業に向けた準備をしておく。 

60～120 

第12回 ディスカッション 4 

・グループ作業：アウトラインの文書化を行い，プレゼ

ンに向けての準備を行う。 

【予習・復習】プレゼンテーションに

向けた文書化の準備をしておく。 

60～120 

第13回 プレゼンテーション１ 

・グループ・プレゼンテーションでディスカッションの

成果を発表する（13回目にプレゼンする場合。グループ

によっては 13,14回目の演習内容が入れ替わります）。 

＊プレゼンテーション文書の提出 

【予習・復習】プレゼンテーションに

向けた準備をしておく。 

120 

第14回 プレゼンテーション 2 

・他のグループのプレゼンの評価を行う（13回目にプレ

ゼンした場合。グループによっては 13,14回目の演習内

容が入れ替わります）。 

【予習・復習】プレゼンテーションの

レビューをグループでしておく。 

60 

第15回 振り返り 

・プレゼンテーション全般を振り返り，改善点について

学修する。 

【予習】プレゼンテーション全般のレ

ビューをグループでしておく。 

60 

授業の方法 

PC教室においてパソコンを使いながら国際時事問題を題材にした web検索演習，データの分析，ビジネス・プレゼン

テーション技術の習得を行う。グループでのディスカッション・作業を経て，成果をプレゼンテーションし，レビュー

を行う。ゼミで使用する主なソフトウェア：MS PowerPoint 2013，MS Excel 2013，Adobe Photoshop CS4 

なお，各課題レポート，プレゼンテーションの狙いは以下のとおりである。 

・課題レポート：時事漫画を的確に読み解く力を確認する。 

・プレゼンテーション：説得力のあるプレゼンテーションを，PowerPointを的確に使って行うことができるかを確認す

る。 

成績評価の方法 

プレゼンテーション（1回：30％），課題レポート（2回：30％），授業中の発言や質問など授業への積極的な参加（40％）

による総合評価。 

成績評価の基準 

成蹊大学の成績評価基準（学則第 39条）に準拠する。 

次の点に着目し，その達成度により評価する。 

① 的確に情報を収集し，Excelを使用して分析することができる。 

② 説得力のあるプレゼンテーションを，PowerPointを使って行うことができる。 

③ 地球環境に関する基本的問題を理解し，わかりやすく説明することができる。 

必要な予備知識／先修科目／関連科目 

特になし 

テキスト 

定平誠著『例題 30＋演習問題 70でしっかり学ぶ Word/Excel/PowerPoint 標準テキスト』技術評論社，1980円，ISBN978-

4-7741-5980-5 

参考書 

参考書は必要に応じて授業中に紹介する。授業のなかで関連資料を配布することもある。 

質問・相談方法等（オフィス・アワー） 

※専任教員の場合  ⇒ 「ポータルサイトで周知する。」 

※非常勤教員の場合 ⇒ 「授業終了後に教室で受け付ける。」，「随時，電子メールで受け付ける。」など。 



経済学部 経済数理学科 履修モデル ①大学院進学

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College English (L&S) Ⅰ① College English (L&S) Ⅱ① College English (IS) Ⅰ① College English (IS) Ⅱ① 英語読解トレーニング②

College English (R&W) Ⅰ① College English (R&W) Ⅱ①

スペイン語基礎AⅠ① スペイン語基礎AⅡ①

スペイン語基礎BⅠ① スペイン語基礎BⅡ①

日本語力

キャリア教育

情報基礎 情報基礎②

健康・スポーツ 健康・スポーツ演習Ａ②

人文学 哲学の基礎② 現代社会と哲学②

社会科学 社会学と現代②

自然科学 科学史②

環境・地域

国際理解 異文化理解トピックス② 国際文化交流論②

人権・共生

実践

基礎ゼミナール② 上級ゼミナールⅠ② 上級ゼミナールⅡ② 卒業研究[通年]④

プログラミング演習② 理論・計量ワークショップ②

ミクロ経済学Ⅰ② ミクロ経済学Ⅱ② ミクロ経済学Ⅲ②

マクロ経済学Ⅰ② マクロ経済学Ⅱ② マクロ経済学Ⅲ②

計量経済学Ⅰ② 計量経済学Ⅱ② 経済数学Ⅲ②

経済数学Ⅰ② 経済数学Ⅱ② 計量経済学Ⅲ②

ゲーム理論② 情報の経済学② 行動経済学② 経済発展論②

応用計量経済学② 国際マクロ経済学②

社会学②

経済史の基礎② 経済学史②

労働法②

（企業経済系科目） 産業組織論A② 産業組織論B② 国際経済学A② 国際経済学B②

組織の経済学②

（金融経済系科目） 金融論A② 金融論B② ファイナンスA② ファイナンスB②

（公共経済系科目） 財政学A② 財政学B②

公共経済学② 環境経済学A②

Advanced MicroeconomicsⅠ② Advanced Microeconomics Ⅱ②

Advanced MacroeconomicsⅠ② Advanced MacroeconomicsⅡ②

Advanced EconometricsⅠ② Advanced Econometrics Ⅱ②

20 18 21 19 20 12 12414

応用 [12]

発展 [6]

[8]

科目区分 [必要単位数]

英語 [6]

初修外国語

修得単位

合計 [124]

広域基礎

[16]

教養（成蹊教
養カリキュラ

ム） [28]

他学科・他学部履修科目
自己設計 [28]

専門 [68]

その他

選択 [2]

基盤 [26]

ゼミナール [12]

修得単位

12

4

8

4

12

14

14

6

24

26

4年2年 3年1年

必修 [10]

外国語

技能

教養基礎

持続社会探究

制度・歴史 [2]

社会理解 [2]
総合 [6]

応用発展 [18]

基盤Ⅰ [18]

基盤Ⅱ [8]



経済学部 経済数理学科 履修モデル ②シンクタンクや企業の戦略的部門で働くアナリスト

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College English (L&S) Ⅰ① College English (L&S) Ⅱ① College English (IS) Ⅰ① College English (IS) Ⅱ①

College English (R&W) Ⅰ① College English (R&W) Ⅱ①

ドイツ語基礎AⅠ① ドイツ語基礎AⅡ①

ドイツ語基礎BⅠ① ドイツ語基礎BⅡ①

日本語力

キャリア教育

情報基礎 情報基礎② 情報活用Ｅ②

健康・スポーツ 健康・スポーツ演習Ａ②

人文学

社会科学 企業と社会② 政治学の基礎②

自然科学 身の回りの科学② サイエンス・トピックス②

環境・地域

国際理解 現代の国際政治②

人権・共生

実践 地元学実践演習②

基礎ゼミナール② 上級ゼミナールⅠ② 上級ゼミナールⅡ② 卒業研究[通年]④

プログラミング演習② 理論・計量ワークショップ② 計量実践ワークショップ②

ミクロ経済学Ⅰ② ミクロ経済学Ⅱ② ミクロ経済学Ⅲ②

マクロ経済学Ⅰ② マクロ経済学Ⅱ② マクロ経済学Ⅲ②

計量経済学Ⅰ② 計量経済学Ⅱ② 経済数学Ⅲ②

経済数学Ⅰ② 経済数学Ⅱ② 計量経済学Ⅲ②

ゲーム理論② 応用計量経済学② 経済発展論②

国際マクロ経済学②

人口学②

経済史の基礎② 数量経済史②

企業会計②

（企業経済系科目） 産業組織論B② 産業組織論A② 国際経済学B②

組織の経済学② 国際経済学A②

労働経済学②

（金融経済系科目） 国際金融論② 金融論A② 金融論B② ファイナンスA② ファイナンスB②

（公共経済系科目） 都市経済学②

Advanced MacroeconomicsⅠ② Advanced MacroeconomicsⅡ②

Advanced EconometricsⅠ② Advanced Econometrics Ⅱ②

0

（現代経済学科科目）
企業経済特殊講義（観光と経
済）

企業を取り巻く法律② 金融に関する法律②
企業経済特殊講義（企業の社
会的責任）②

20 20 21 19 16 12 124

8

16

修得単位科目区分 [必要単位数]
1年 2年 3年 4年

教養基礎 8

持続社会探究 4

専門 [68]

ゼミナール [12]
必修 [10]

16

10基盤Ⅱ [8]

選択 [2]

基盤 [26]

教養（成蹊教
養カリキュラ

ム） [28]

[16]

外国語

英語 [6]

修得単位

発展 [6] 8

広域基礎

自己設計 [28]
他学科・他学部履修科目

その他

合計 [124]

技能 6

[8]

総合 [6]

10

初修外国語

基盤Ⅰ [18] 24

制度・歴史 [2]
6

社会理解 [2]

応用発展 [18]

24応用 [12]



経済学部 経済数理学科 履修モデル ③経済分析に秀でた公務員

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College English (L&S) Ⅰ① College English (L&S) Ⅱ① College English (IS) Ⅰ① College English (IS) Ⅱ①

College English (R&W) Ⅰ① College English (R&W) Ⅱ①

中国語基礎AⅠ① 中国語基礎AⅡ①

中国語基礎BⅠ① 中国語基礎BⅡ①

日本語力
実用文書の作り方・情報の伝え
方②

キャリア教育

情報基礎 情報基礎②

健康・スポーツ 健康・スポーツ演習Ａ②

人文学

社会科学 日本国憲法② 市民生活と法B②

自然科学

環境・地域 地域づくり論② 日本列島の歴史と災害②

国際理解 戦後の日本と世界②

人権・共生 日本の国土と社会② 地域福祉論② 福祉社会に生きる②

実践

基礎ゼミナール② 上級ゼミナールⅠ② 上級ゼミナールⅡ② 卒業研究[通年]④

理論・計量ワークショップ②

ミクロ経済学Ⅰ② ミクロ経済学Ⅱ② ミクロ経済学Ⅲ②

マクロ経済学Ⅰ② マクロ経済学Ⅱ② マクロ経済学Ⅲ②

計量経済学Ⅰ② 計量経済学Ⅱ② 経済数学Ⅲ②

経済数学Ⅰ② 経済数学Ⅱ② 計量経済学Ⅲ②

ゲーム理論② 情報の経済学② 経済発展論②

国際マクロ経済学②

社会経済地理学②

経済史の基礎② 現代日本経済②

労働法②

（企業経済系科目） 労働経済学② 法と経済②

（金融経済系科目） 金融論A②

（公共経済系科目） 財政学A② 財政学B② 公共経済学②

環境経済学A② 都市経済学②

教育経済学②

Advanced MicroeconomicsⅠ② Advanced Microeconomics Ⅱ②

Advanced MacroeconomicsⅠ② Advanced MacroeconomicsⅡ②

0

（現在経済学科） ベーシック民法② 社会保障論A② 社会保障論B②

医療経済学②

（法学部） コンデンスト憲法② コンデンスト行政法Ⅰ② コンデンスト行政法Ⅱ②

20 18 19 21 16 18 12412

14

修得単位科目区分 [必要単位数]
1年 2年 3年 4年

教養基礎 4

持続社会探究 12

専門 [68]

ゼミナール [12]
必修 [10]

12
選択 [2]

基盤 [26]

教養（成蹊教
養カリキュラ

ム） [28]

[16]

外国語

英語 [6]

10

初修外国語

基盤Ⅰ [18] 24

10基盤Ⅱ [8]

6
社会理解 [2]

応用発展 [18]

18応用 [12]

修得単位

他学科・他学部履修科目

発展 [6] 8

広域基礎

自己設計 [28]

その他

合計 [124]

技能 6

[8]

総合 [6]
制度・歴史 [2]



経済学部 経済数理学科 履修モデル ④教職課程履修（中学・高等学校の教員）

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College English (L&S) Ⅰ① College English (L&S) Ⅱ① College English (IS) Ⅰ① College English (IS) Ⅱ①

College English (R&W) Ⅰ① College English (R&W) Ⅱ①

ドイツ語基礎AⅠ① ドイツ語基礎AⅡ①

ドイツ語基礎BⅠ① ドイツ語基礎BⅡ①

日本語力 実践話し方入門②

キャリア教育

情報基礎 情報基礎②

健康・スポーツ 健康・スポーツ演習Ｂ②

教育原理② 哲学の基礎②

教育心理学②

社会科学 学校と社会② 日本国憲法②

自然科学

環境・地域 地域づくり論②

国際理解 近現代のアジアＢ②

人権・共生 特別支援教育概論②

実践

基礎ゼミナール② 上級ゼミナールⅠ② 上級ゼミナールⅡ② 卒業研究[通年]④

プログラミング演習②

ミクロ経済学Ⅰ② ミクロ経済学Ⅱ② ミクロ経済学Ⅲ②

マクロ経済学Ⅰ② マクロ経済学Ⅱ② マクロ経済学Ⅲ②

計量経済学Ⅰ② 計量経済学Ⅱ② 経済数学Ⅲ②

経済数学Ⅰ② 経済数学Ⅱ② 計量経済学Ⅲ②

社会経済地理学② 国際マクロ経済学②

経済発展論②

社会学②

経済史の基礎② 社会思想史②

労働法②

（企業経済系科目） 国際経済学Ａ② 国際経済学Ｂ② 法と経済②

（金融経済系科目） 金融論Ｂ②

（公共経済系科目） 公共経済学② 財政学Ａ② 教育経済学②

Advanced MicroeconomicsⅠ② Advanced Microeconomics Ⅱ②

Advanced MacroeconomicsⅠ② Advanced MacroeconomicsⅡ②

Advanced EconometricsⅠ② Advanced Econometrics Ⅱ②

日本史概論Ⅰ② 日本史概論Ⅱ② 人文地理学② 自然地理学②

世界史概論Ⅰ② 世界史概論Ⅱ② 地誌学②

現代の政治学②

20 20 21 19 20 20 122

教職論② 生徒・進路指導論② 教育課程論② 社会科・地理歴史科教育法② 道徳教育の指導法② 教育実習論① 教育実習（中・高）⑤ 教職実践演習（中・高）②

教育方法論② 社会科・公民科教育法② 総合的な学習の時間の指導法② 公民科教育法②

教育相談② 特別活動の指導法②

社会科教育法Ａ②

社会科教育法Ｂ②

4

教職課程（卒業要件外）

専門 [68]

合計 [124]

基盤Ⅱ [8]

応用 [12]

人文学

16

自己設計［28］
他学科・他学部履修科目

その他

10

初修外国語

技能

修得単位科目区分 [必要単位数]
1年 2年 3年 4年

6

[8]

教養（成蹊教
養カリキュラ

ム） [28]

[16]

外国語

英語 [6]

教養基礎 10

持続社会探究 6

ゼミナール [12]
必修 [10]

10
選択 [2]

基盤Ⅰ [18] 24

応用発展 [18]

基盤 [26]

広域基礎

修得単位

14

発展 [6] 12

8

総合 [6]
制度・歴史 [2]

6
社会理解 [2]



経済学部 現代経済学科 履修モデル ①グローバル舞台で活躍するビジネスパーソン

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College Englesh (L&S) Ⅰ① College Englesh (L&S) Ⅱ① College Englesh (IS) Ⅰ① College Englesh (IS) Ⅱ① 英語読解トレーニング②

College Englesh (R&W) Ⅰ① College Englesh (R&W) Ⅱ①

Discussion Skills Intermediate
②

中国語基礎AⅠ① 中国語基礎AⅡ①

中国語基礎BⅠ① 中国語基礎BⅡ①

日本語力

キャリア教育

情報基礎 情報基礎②

健康・スポーツ 健康・スポーツ演習Ａ②

人文学 哲学の基礎② 現代社会と哲学②

社会科学 現代のマスメディア②

自然科学

環境・地域

グローバル経済論② 国際文化交流論② 中東地域史②

近現代のアジアＡ② 現代の国際政治②

人権・共生

実践

基礎ゼミナール② プレゼンテーション演習② 上級ゼミナールⅠ② 上級ゼミナールⅡ② 卒業研究[通年]④

フィールドワークの技法②

コミュニティ研究ゼミナール② 実践ゼミナールＢ②

文化と経済（欧米世界）② エリア・スタディーズＡ②

エリア・スタディーズＢ②

グローバル特殊講義（国際労働
市場）②

国際理解ゼミナール②
Special Lectures on
International Communications
②

Special Lectures on Global
Economy②

グローバル特殊講義（統計でま
なぶ世界経済）②

初級ミクロ経済学Ⅰ② 初級ミクロ経済学Ⅱ②

初級マクロ経済学Ⅰ② 初級マクロ経済学Ⅱ②

初級統計学Ⅰ② 社会経済地理学②

初級経済数学②

人口学② 中級計量経済学② 経済発展論②

経済史の基礎② 経済学史② 西洋経済史Ａ② 西洋経済史Ｂ②

経済実務講義② 2

国際経済学A② 国際経済学B②

国際金融論② 金融に関する法律②

地球環境問題② 経済地理学B② 資源経済学②

社会保障論Ａ② 社会保障論Ｂ②

Japanese Economy②
Current Topics in World Affairs
②

International Business② International Relations②
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12

[8]

科目区分 [必要単位数]

英語 [6]

初修外国語
[16]

教養（成蹊教
養カリキュラ

ム） [28]

修得単
位

4

14

6

14

4年2年 3年1年

基盤Ⅰ ［12］

外国語

技能

教養基礎

持続社会探究

必修［2］

選択［4］

国際理解

制度・歴史［4］

専門 [76]

自己設計［20］

社会理解

総合 [6]

応用発展 ［26］

4

6

10

基盤 [20]

ゼミナール
 [10]

必修 [10]

地域コミュニティ
経済［6］

必修［2］

選択［4］

グローバル経済［6］

サステナビリティ
研究［12］

基盤Ⅱ［6］

8

修得単位

その他

他学科履修科目

広域基礎

26

8

EAGLE国際教養

公共経済［4］

地域・環境［4］

金融経済［4］

企業経済［4］

合計 [124]

16

2



経済学部 現代経済学科 履修モデル ②豊かな地域経済社会づくりに貢献する公務員

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College Englesh (L&S) Ⅰ① College Englesh (L&S) Ⅱ① College Englesh (IS) Ⅰ① College Englesh (IS) Ⅱ①

College Englesh (R&W) Ⅰ① College Englesh (R&W) Ⅱ①

スペイン語基礎AⅠ① スペイン語基礎AⅡ①

スペイン語基礎BⅠ① スペイン語基礎BⅡ①

日本語力
実用文書の作り方・情報の伝え
方②

キャリア教育

情報基礎 情報基礎②

健康・スポーツ 健康・スポーツ演習Ａ② スポーツと社会②

人文学

社会科学 日本国憲法② 市民社会と法Ｂ②

自然科学

環境・地域 日本の国土と社会② 地域づくり論② 日本列島の歴史と災害②

国際理解

人権・共生 地域福祉論② 福祉社会に生きる②

実践

基礎ゼミナール② プレゼンテーション演習② 上級ゼミナールⅠ② 上級ゼミナールⅡ② 卒業研究[通年]④

フィールドワークの技法② 地域研究法②

コミュニティ研究ゼミナール② GISゼミナール②

エリア・スタディーズＢ②

ブローバル特殊講義（国際労
働市場）②

国際理解ゼミナール②

初級ミクロ経済学Ⅰ② 初級ミクロ経済学Ⅱ②

初級マクロ経済学Ⅰ② 初級マクロ経済学Ⅱ②

初級統計学Ⅰ② 初級統計学Ⅱ②

初級経済数学②

社会学② 情報の経済学② 行動経済学② 経済発展論②

国際マクロ経済学②

経済史の基礎② 日本経済史Ａ②
総合特殊講義（家族関係と法）
②

経済学史②

労働法② 2

産業組織論A② 産業組織論B② 法と経済②

金融に関する法律②

国際金融論②

地域・環境特殊講義（環境社会
学の基礎）②

都市経済学②

財政学Ａ② 財政学Ｂ② 社会保障論Ａ② 公共政策特殊講義② 政策課題演習②

公共経済学② 教育経済学② 医療経済学②

ベーシック民法②

20 18 21 19 18 16 124

修得単
位

科目区分 [必要単位数]
1年 2年 3年 4年

自己設計［20］

応用発展 ［26］

ゼミナール [10] 12

技能 8

[8]

教養（成蹊教
養カリキュラ

ム） [28]

[16]

外国語

英語 [6]

10

初修外国語

4

持続社会探究 10

基盤Ⅱ［6］ 10

総合 [6]
制度・歴史［4］

社会理解

8

基盤 [20]

基盤Ⅰ ［12］

4

2

4

4

14

12修得単位

その他

広域基礎

他学科履修科目

合計 [124]

専門 [76]

必修 [10]

サステナビリティ
研究［12］

地域コミュニティ
経済［6］

必修［2］

選択

グローバル経済
［6］

選択

必修［2］

教養基礎

企業経済［4］

18

4

4

6

EAGLE国際教養

公共経済［4］

地域・環境［4］

金融経済［4］



経済学部 現代経済学科 履修モデル ③社会派の報道職種を目指すジャーナリスト

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College Englesh (L&S) Ⅰ① College Englesh (L&S) Ⅱ① College Englesh (IS) Ⅰ① College Englesh (IS) Ⅱ①

College Englesh (R&W) Ⅰ① College Englesh (R&W) Ⅱ①

スペイン語基礎AⅠ① スペイン語基礎AⅡ①

スペイン語基礎BⅠ① スペイン語基礎BⅡ①

日本語力
実用文書の作り方・情報の伝え
方②

キャリア教育

情報基礎 情報基礎②

健康・スポーツ 健康・スポーツ演習Ａ②

人文学

社会科学 社会学と現代② 現代のマスメディア②

自然科学 脳科学と心②

環境・地域 地域づくり論② 環境科学トピックス②

国際理解 戦後の日本と世界②

人権・共生 福祉社会に生きる②

実践 武蔵野地域研究②

基礎ゼミナール② プレゼンテーション演習② 上級ゼミナールⅠ② 上級ゼミナールⅡ② 卒業研究[通年]④

フィールドワークの技法② 地域研究法② 社会調査の技法②

コミュニティ研究ゼミナール② ＧＩＳゼミナール② 実践ゼミナールＡ②

エリア・スタディーズＢ② 文化と経済（欧米世界）②

国際理解ゼミナール②
ブローバル特殊講義（国際労
働市場）②

Special Lecture on Global
Economy②

Special Lectures on
International Communications

初級ミクロ経済学Ⅰ② 初級ミクロ経済学Ⅱ②

初級マクロ経済学Ⅰ② 初級マクロ経済学Ⅱ②

初級統計学Ⅰ② 社会経済地理学②

初級経済数学②

社会学② 情報の経済学② 行動経済学②

経済史の基礎② 社会史② 日本経済史Ａ② 経済学史②

社会理解実践講義② 2

産業組織論A② 産業組織論B②

労働経済学②

金融論Ａ② 金融論Ｂ②

環境経済学Ａ② 環境経済学Ｂ② 経済地理学Ａ② 経済地理学Ｂ②

公共経済学② 教育経済学② ベーシック民法② 環境と法②
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8

地域コミュニティ
経済［6］

必修［2］

選択

グローバル経済
［6］

教養（成蹊教
養カリキュラ

ム） [28]

[16]

6

10

ゼミナール [10] 12必修 [10]

10

持続社会探究

総合 [6]
制度・歴史［4］

[8]

6

外国語

英語 [6]

初修外国語

必修［2］

技能 6

社会理解

6

4

14

8

6

修得単
位

科目区分 [必要単位数]
1年 2年 3年 4年

公共経済［4］

地域・環境［4］

金融経済［4］

企業経済［4］

EAGLE国際教養

6

4

8

8

8修得単位

その他

広域基礎

他学科履修科目

合計 [124]

専門 [76]

サステナビリティ
研究［12］

選択

基盤 [20]

基盤Ⅰ ［12］

基盤Ⅱ［6］

自己設計［20］

応用発展 ［26］

教養基礎



経済学部 現代経済学科 履修モデル ④地域コミュニティの活性化を担う「まちづくり」

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College Englesh (L&S) Ⅰ① College Englesh (L&S) Ⅱ① College Englesh (IS) Ⅰ① College Englesh (IS) Ⅱ①

College Englesh (R&W) Ⅰ① College Englesh (R&W) Ⅱ①

中国語基礎AⅠ① 中国語基礎AⅡ①

中国語基礎BⅠ① 中国語基礎BⅡ①

日本語力
実用文書の作り方・情報の伝え
方②

キャリア教育

情報基礎 情報基礎②

健康・スポーツ 健康・スポーツ演習Ａ②

人文学

社会科学 市民社会と法Ａ② 市民社会と法Ｂ② 現代のマスメディア②

自然科学

環境・地域 自然環境と文明② 地域づくり論② 外国の自然と社会Ｂ②

国際理解 地域福祉論②

人権・共生 福祉社会に生きる② 共生社会トピックス②

実践

基礎ゼミナール② プレゼンテーション演習② 上級ゼミナールⅠ② 上級ゼミナールⅡ② 卒業研究[通年]④

フィールドワークの技法② 地域研究法② 社会調査の技法②

情報分析ゼミナール（産業連関
分析）②

コミュニティ研究ゼミナール② ＧＩSゼミナール② 実践ゼミナールＡ②

エリア・スタディーズＡ② エリア・スタディーズＢ②

文化と経済（欧米世界）②
Special lectures on
International Communications

初級ミクロ経済学Ⅰ② 初級ミクロ経済学Ⅱ②

初級マクロ経済学Ⅰ② 初級マクロ経済学Ⅱ②

初級統計学Ⅰ② 社会経済地理学②

初級経済数学②

人口学② 情報の経済学② 行動経済学②

社会学②

経済史の基礎② 日本経済史Ａ② 経済学史②

社会理解実践講義② 2

産業組織論A② 産業組織論B② 企業を取り巻く法律②
企業経済特殊講義（観光と経
済）②

金融に関する法律②

国際金融論②

経済地理学A② 経済地理学B②

都市経済学②
地域・環境特殊講義（環境と
法）②

公共経済学②

社会保障論Ａ② 社会保障論Ｂ②
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6

自己設計［20］

応用発展 ［26］

総合 [6]
制度・歴史［4］

社会理解

専門 [76]

ゼミナール [10] 12

6

8

4

8

[16]

[8]

10

6

6

12

教養基礎

持続社会探究

外国語

英語 [6]

初修外国語

技能

4

4

8

サステナビリティ
研究［12］

地域コミュニティ
経済［6］

8

6

必修［2］

選択

グローバル経済
［6］

必修［2］

選択

14

修得単
位

科目区分 [必要単位数]
1年 2年 3年 4年

修得単位

その他

他学科履修科目

EAGLE国際教養

10

合計 [124]

必修 [10]

公共経済［4］

地域・環境［4］

金融経済［4］

企業経済［4］

広域基礎

基盤 [20]

基盤Ⅰ ［12］

基盤Ⅱ［6］

教養（成蹊教
養カリキュラ

ム） [28]



経済学部 現代経済学科 履修モデル ⑤企業の第一線で活躍できる企業人

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College Englesh (L&S) Ⅰ① College Englesh (L&S) Ⅱ① College Englesh (IS) Ⅰ① College Englesh (IS) Ⅱ①

College Englesh (R&W) Ⅰ① College Englesh (R&W) Ⅱ①

中国語基礎AⅠ① 中国語基礎AⅡ①
中国語演習コミュニケーション
Ⅲ②

中国語演習コミュニケーション
Ⅳ②

中国語基礎BⅠ① 中国語基礎BⅡ①

日本語力

キャリア教育
ビジネストレーニングセミナー
②

日本企業の現状と展望②

情報基礎 情報基礎②

健康・スポーツ 健康・スポーツ演習Ａ②

人文学 哲学の基礎②

社会科学 企業と社会②

自然科学 科学技術の発展と歴史②

環境・地域

国際理解 グローバル経済論②

人権・共生 人権とジェンダー②

実践

基礎ゼミナール② プレゼンテーション演習② 上級ゼミナールⅠ② 上級ゼミナールⅡ② 卒業研究[通年]④

フィールドワークの技法②
情報分析ゼミナール（産業連関
分析）②

実践ゼミナールＡ②

エリア・スタディーズＢ②

グローバル特殊講義（統計でま
なぶ世界経済）②

Special lectures onGlobal
Economy②

初級ミクロ経済学Ⅰ② 初級ミクロ経済学Ⅱ②

初級マクロ経済学Ⅰ② 初級マクロ経済学Ⅱ②

初級統計学Ⅰ② 初級統計学Ⅱ②

初級経済数学②

中級ミクロ経済学② 中級計量経済学② 応用計量経済学②

中級マクロ経済学② 中級経済数学②

ゲーム理論②

経済史の基礎② 数量経済史② 現代日本経済②

比較経済史②

経済実務講義② 2

産業組織論A② 産業組織論B② 企業を取り巻く法律② 組織の経済学②

企業経済特殊講義（企業の社
会的責任）②

ファイナンスＡ② ファイナンスＢ② 金融に関する法律②

金融論Ａ② 金融論Ｂ② 国際金融論②

都市経済学②

地域・環境特殊講義（交通経済
学）②

公共経済学② 社会保障論Ａ② 社会保障論Ｂ②
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修得単
位

科目区分 [必要単位数]
1年 2年 3年 4年

14

初修外国語

技能 8

[8]

6

4

合計 [124]

教養（成蹊教
養カリキュラ

ム） [28]

[16]

外国語

英語 [6]

教養基礎

持続社会探究

専門 [76]

ゼミナール [10] 必修 [10] 12

サステナビリティ
研究［12］

地域コミュニティ
経済［6］

必修［2］ 4

選択 2

グローバル経済
［6］

必修［2］ 2

選択 4

6

EAGLE国際教養

基盤 [20]

基盤Ⅰ ［12］ 14

基盤Ⅱ［6］ 12

総合 [6]
制度・歴史［4］ 8

社会理解

修得単位 6

広域基礎

自己設計［20］
他学科履修科目

その他

応用発展 ［26］

企業経済［4］ 10

金融経済［4］ 12

地域・環境［4］ 4

公共経済［4］



経済学部 現代経済学科 履修モデル ⑥教職課程履修（中学・高等学校の教員）

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College Englesh (L&S) Ⅰ① College Englesh (L&S) Ⅱ① College Englesh (IS) Ⅰ① College Englesh (IS) Ⅱ①

College Englesh (R&W) Ⅰ① College Englesh (R&W) Ⅱ①

ドイツ語基礎AⅠ① ドイツ語基礎AⅡ①

ドイツ語基礎BⅠ① ドイツ語基礎BⅡ①

日本語力 実践話し方講座②

キャリア教育

情報基礎 情報基礎②

健康・スポーツ 健康・スポーツ演習Ｂ②

教育原理② 倫理学の基礎②

教育心理学②

社会科学 学校と社会② 日本国憲法②

自然科学

環境・地域

国際理解 近現代のアジアＡ②

人権・共生 特別支援教育概論②

実践

基礎ゼミナール② プレゼンテーション演習② 上級ゼミナールⅠ② 上級ゼミナールⅡ② 卒業研究[通年]④

フィールドワークの技法②

実践ゼミナールＢ② ＧＩＳゼミナール②

エリア・スタディーズＡ② エリア・スタディーズＢ②

文化と経済（欧米世界）②

初級ミクロ経済学Ⅰ② 初級ミクロ経済学Ⅱ②

初級マクロ経済学Ⅰ② 初級マクロ経済学Ⅱ②

初級統計学Ⅰ② 社会経済地理学②

初級経済数学②

中級ミクロ経済学② 社会学②

中級マクロ経済学②

経済史の基礎② 現代日本経済② 社会思想史②

日本経済史Ｂ②

0

産業組織論Ｂ② 国際経済学Ａ② 労働経済学②

金融論Ａ② 金融論Ｂ②

経済地理学Ａ② 経済地理学Ｂ② 資源経済学②

環境経済学Ａ②

教育経済学② 財政学Ａ② 財政学Ｂ②

公共経済学②

日本史概論Ⅰ② 日本史概論Ⅱ② 人文地理学② 自然地理学②

世界史概論Ⅰ② 世界史概論Ⅱ② 地誌学②

現代の政治学②

20 20 19 21 18 22 124

教職論② 生徒・進路指導論② 教育課程論② 社会科・地理歴史科教育法② 道徳教育の指導法② 教育実習論① 教育実習（中・高）⑤ 教職実践演習（中・高）②

教育方法論② 社会科・公民科教育法② 総合的な学習の時間の指導法② 地理歴史科教育法②

教育相談② 特別活動の指導法② 公民科教育法②

社会科教育法Ａ②

社会科教育法Ｂ②

修得単
位

人文学

科目区分 [必要単位数]
1年 2年 3年 4年

10

初修外国語

技能 6

[8]

合計 [124]

教養（成蹊教
養カリキュラ

ム） [28]

[16]

外国語

英語 [6]

教養基礎 10

持続社会探究 4

ゼミナール [10] 必修 [10] 12

サステナビリティ
研究［12］

地域コミュニティ
経済［6］

必修［2］ 2

選択 4

グローバル経済
［6］

必修［2］ 4

選択 2

地域・環境［4］ 8

8

EAGLE国際教養

基盤 [20]

基盤Ⅰ ［12］ 14

6

総合 [6]
制度・歴史［4］ 8

社会理解

公共経済［4］

専門 [76]

広域基礎 16

教職課程（卒業要件外）

修得単位 4

自己設計［20］
他学科履修科目

その他

応用発展 ［26］

企業経済［4］ 6

金融経済［4］ 4



経済学部時間割（案）

前期
後期

曜日 時限 科目名

ファイナンスＡ 応用発展 応用 応用発展 金融経済
初級マクロ経済学Ⅰ 基盤 基盤Ⅰ
国際マクロ経済学 基盤 基盤Ⅱ 基盤 基盤Ⅱ
環境経済学Ａ 応用発展 応用 応用発展 地域・環境
Special Lecture on Global Economy ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 グローバル経済
企業経済特殊講義（観光と経済） 応用発展 企業経済
ミクロ経済学Ⅰ 基盤 基盤Ⅰ
産業組織論Ａ 応用発展 応用 応用発展 企業経済
プレゼンテーション演習 ゼミナール
環境と法 応用発展 地域・環境
ミクロ経済学Ⅲ 基盤 基盤Ⅰ
地域研究法 ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 地域ｺﾐｭﾆﾃｨ経済
経済地理学Ａ 応用発展 地域・環境

5 エリア・スタディーズＡ ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 グローバル経済
都市経済学 応用発展 応用 応用発展 地域・環境
初級統計学Ⅰ 基盤 基盤Ⅰ
プログラミング演習 ゼミナール
Advanced EconometricsⅠ 応用発展 発展
Special Lectures on International Communications ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 グローバル経済
西洋経済史Ａ 総合 制度・歴史
企業を取り巻く法律 応用発展 企業経済
地球環境問題 応用発展 地域・環境
医療経済学 応用発展 公共政策
経済数学Ⅲ 基盤 基盤Ⅰ
社会学 基盤 基盤Ⅱ 基盤 基盤Ⅱ
数量経済史 総合 制度・歴史 総合 制度・歴史
国際経済学Ａ 応用発展 応用 応用発展 企業経済
社会調査の技法 ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 地域ｺﾐｭﾆﾃｨ経済
ＧＩＳゼミナール ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 地域ｺﾐｭﾆﾃｨ経済
総合特殊講義（家族関係と法） 総合 制度・歴史
マクロ経済学Ⅲ 基盤 基盤Ⅰ
行動経済学 基盤 基盤Ⅱ 基盤 基盤Ⅱ
情報分析ゼミナール（産業連関分析） ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 地域ｺﾐｭﾆﾃｨ経済
コミュニティ研究ゼミナール ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 地域ｺﾐｭﾆﾃｨ経済
中級マクロ経済学 基盤 基盤Ⅱ
比較経済史 総合 制度・歴史
公共政策特殊講義（ベーシック民法） 応用発展 公共政策
実践ゼミナールＢ ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 地域ｺﾐｭﾆﾃｨ経済
コミュニティ研究ゼミナール ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 地域ｺﾐｭﾆﾃｨ経済
国際理解ゼミナール ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 グローバル経済

1 中級計量経済学 基盤 基盤Ⅱ
経済数学Ⅰ 基盤 基盤Ⅰ
経済発展論 基盤 基盤Ⅱ 基盤 基盤Ⅱ
マクロ経済学Ⅰ 基盤 基盤Ⅰ
初級ミクロ経済学Ⅰ 基盤 基盤Ⅰ
地域経済史 総合 制度・歴史
資源経済学 応用発展 地域・環境
地域・環境特殊講義（環境社会学の基礎） 応用発展 地域・環境
ゲーム理論 基盤 基盤Ⅱ 基盤 基盤Ⅱ
社会理解実践講義（OB・OGが語るビジネス最前線） 総合 社会理解 総合 社会理解
文化と経済（欧米世界） ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 グローバル経済
社会史 総合 制度・歴史
Advanced MacroeconomicsⅠ 応用発展 発展
国際理解ゼミナール ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 グローバル経済

1 人口学 基盤 基盤Ⅱ 基盤 基盤Ⅱ
2 経済学史 総合 制度・歴史 総合 制度・歴史
3 企業会計 総合 社会理解 総合 社会理解
4 グローバル特殊講義（統計でまなぶ世界経済） ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 グローバル経済
5 経済実務講義 総合 社会理解 総合 社会理解
1 計量経済学Ⅲ 基盤 基盤Ⅰ

計量経済学Ⅰ 基盤 基盤Ⅰ
外国語短期研修 ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 グローバル経済
社会経済地理学 基盤 基盤Ⅱ 基盤 基盤Ⅰ
初級統計学Ⅰ 基盤 基盤Ⅰ
日本経済史Ａ 総合 制度・歴史
社会保障論Ａ 応用発展 公共政策
Advanced MicroeconomicsⅠ 応用発展 発展
エリア・スタディーズＢ ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 グローバル経済
金融に関する法律 応用発展 金融経済
地域・環境特殊講義（交通経済学） 応用発展 地域・環境
政策課題演習 応用発展 公共政策

5 実践ゼミナールＢ ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 地域ｺﾐｭﾆﾃｨ経済

3

2

1

5

4

3

2

1

4

3

2

5

4

3

2

金

木

水

現代経済
科目区分

経済数理
科目区分

前期

火

月

4



経済学部時間割（案）

前期
後期

曜日 時限 科目名
現代経済
科目区分

経済数理
科目区分

1 ファイナンスＢ 応用発展 応用 応用発展 金融経済
労働法 総合 社会理解 総合 社会理解
実践ゼミナールＡ ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 地域ｺﾐｭﾆﾃｨ経済
初級ミクロ経済学Ⅱ 基盤 基盤Ⅰ
理論・計量演習 ゼミナール
環境経済学Ｂ 応用発展 地域・環境
初級経済数学 基盤 基盤Ⅰ

4 法と経済 応用発展 応用 応用発展 企業経済
理論・計量演習 ゼミナール
公共経済学 応用発展 応用 応用発展 公共政策

1
理論・計量演習 ゼミナール
マクロ経済学Ⅱ 基盤 基盤Ⅰ
労働経済学 応用発展 応用 応用発展 企業経済
金融論Ａ 応用発展 応用 応用発展 金融経済
西洋経済史Ｂ 総合 制度・歴史
企業経済特殊講義（企業の社会的責任） 応用発展 企業経済
現代日本経済 総合 制度・歴史 総合 制度・歴史
国際経済学Ｂ 応用発展 応用 応用発展 企業経済
教育経済学 応用発展 応用 応用発展 公共政策
Advanced MacroeconomicsⅡ 応用発展 発展
初級統計学Ⅱ 基盤 基盤Ⅰ
Advanced MicroeconomicsⅡ 応用発展 発展
フィールドワークの技法 ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 地域ｺﾐｭﾆﾃｨ経済
中級経済数学 基盤 基盤Ⅱ

5
応用計量経済学 基盤 基盤Ⅱ 基盤 基盤Ⅱ
財政学Ｂ 応用発展 応用 応用発展 公共政策
初級マクロ経済学Ⅱ 基盤 基盤Ⅰ
計量経済学Ⅱ 基盤 基盤Ⅰ
産業組織論Ｂ 応用発展 応用 応用発展 企業経済
金融論Ｂ 応用発展 応用 応用発展 金融経済
中級ミクロ経済学 基盤 基盤Ⅱ
経済史の基礎 総合 制度・歴史 総合 制度・歴史
財政学Ａ 応用発展 応用 応用発展 公共政策
情報の経済学 基盤 基盤Ⅱ 基盤 基盤Ⅱ
社会思想史 総合 制度・歴史 総合 制度・歴史

5
1
2
3
4
5 経済地理学Ｂ 応用発展 地域・環境
1

計量実践演習 ゼミナール
ミクロ経済学Ⅱ 基盤 基盤Ⅰ
国際金融論 応用発展 応用 応用発展 金融経済
グローバル特殊講義（国際労働市場） ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究 グローバル経済
Advanced EconometricsⅡ 応用発展 発展
日本経済史Ｂ 総合 制度・歴史
社会保障論Ｂ 応用発展 公共政策

4 経済数学Ⅱ 基盤 基盤Ⅰ
5 組織の経済学 応用発展 応用 応用発展 企業経済

経済学ワークショップ ゼミナール ゼミナール

3

2

5

3

2

3

2

4

3

2

1

4

集中
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水

火

後期
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大学図書館 図書等資料（2017年度末） 

（2017年度成蹊学園事業報告書より抜粋） 

 

（１）蔵書数 

分    類 
登録数 

蔵書数 
図書 雑誌 

和
書
（
日
本
十
進
分
類
表
） 

総記（000） 1,559 20 124,767 

哲学（100） 330 0 32,720 

歴史（200） 819 4 70,475 

社会科学（300） 3,359 44 311,005 

自然科学（400） 752 0 45,192 

技術（500） 447 0 48,763 

産業（600） 346 0 38,014 

芸術（700） 777 193 32,692 

言語（800） 416 0 24,212 

文学（900） 2,372 1 152,345 

小  計 11,177 262 880,185 

洋
書
（
デ
ュ
ー
イ
十
進
分
類
表
） 

総記（000） 34 0 44,072 

哲学（100） 47 0 15,974 

宗教（200） 20 0 7,288 

社会科学（300） 680 12 137,637 

言語（400） 500 0 29,525 

自然科学（500） 26 0 35,422 

技術（600） 47 0 38,888 

芸術（700） 71 0 6,447 

文学（800） 293 0 71,503 

歴史（900） 209 0 30,047 

小  計 1,927 12 416,803 

特殊 特殊資料分類ほか 556 135 25,929 

合    計 13,660 409 1,322,917 

（２）雑誌所蔵種類数 
 

和雑誌 洋雑誌 合計 

所蔵雑誌種類数 6,848 2,923 9,771 

受入(継続）雑誌種類 1,272 449 1,721 

（３）電子資料タイトル数（一部「（1）蔵書数」に含む） 

電子図書 15,241 

マイクロフィルム図書 27,106 

電子ジャーナル 19,526 

 

 



















































































①３教科型学部個別入学試験（Ａ方式）
学部 学科

※数学Aの出題範囲は、全分野とする。

②２教科型全学部統一入学試験（Ｅ方式）
学部 学科

※数学Aの出題範囲は、全分野とする。

③大学入試センター試験利用３教科型入学試験（Ｃ方式）
学部 学科

数学 数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学A※、数学Ｂ（数列、ベクトル） １５０点

外国語
英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、コミュニケーション
英語Ⅲ、英語表現Ⅰ、英語表現Ⅱ） １５０点

２０２０年度　入学試験実施教科・出題科目等

教科 出題科目 配点

経済学部

経済数理学科

国語 国語総合（近代以降の文章）、現代文Ｂ １００点

現代経済学科

国語 国語総合（近代以降の文章）、現代文Ｂ １００点

地理歴史または
公民または数学

「日本史Ｂ」、「世界史Ｂ」、「政治・経済」、「数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ａ※、数学B
（数列、ベクトル）」のうちから１科目選択。 １００点

外国語
英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、コミュニケーション
英語Ⅲ、英語表現Ⅰ、英語表現Ⅱ） １５０点

教科 出題科目 配点

経済学部

経済数理学科

数学 数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ⅲ、数学Ａ※、数学Ｂ（数列、ベクトル） ２００点

外国語
英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、コミュニケーション
英語Ⅲ、英語表現Ⅰ、英語表現Ⅱ） ３００点

現代経済学科

国語 国語総合（近代以降の文章）、現代文B ２００点

外国語
英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、コミュニケーション
英語Ⅲ、英語表現Ⅰ、英語表現Ⅱ） ３００点

教科 出題科目 配点

経済学部

経済数理学科

外国語 「英語」 ２００点※1

数学 「数学Ⅰ・数学A」、「数学Ⅱ・数学B」 ４００点※2

下記の科目のうちから1科目（『理科』の基礎を付した科目を選択する場合は2科目）選択。
複数科目受験した場合は、高得点の科目を合否判定に使用。
ただし、地理歴史、公民及び理科においては、次のとおり扱う。
・地理歴史、公民において、2科目受験した場合は、第1解答科目を採用する。
・理科において、2科目以上受験した場合は、①『理科』の基礎を付した科目2科目の合計点、②『理科』の基礎を付していない
科目（2科目受験した場合は第１解答科目）のうち高得点科目を採用する。

国語 「国語」（近代以降の文章）

１００点

地理歴史 「世界史Ｂ」、「日本史Ｂ」、「地理Ｂ」

公民 「現代社会」、「倫理」、「政治・経済」、「倫理、政治・経済」

理科
「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学基礎」　　　注．２科目選択

「物理」、「化学」、「生物」、「地学」

現代経済学科

外国語 「英語」 ２００点※1

下記の科目のうちから1科目選択。
ただし、地理歴史および公民において2科目受験した場合は、第1解答科目を採用する。

地理歴史 「世界史Ｂ」、「日本史Ｂ」、「地理Ｂ」
２００点※2

※1：「英語」は筆記試験（200点満点）とリスニングテスト（50点満点）の合計得点を200点満点に換算したもの、または筆記試験（200点満点）のうちいずれか高い方の
得点を合否判定に使用する。

※2:大学入試センター試験の配点100点を200点満点に換算する。

「物理」、「化学」、「生物」、「地学」

公民 「現代社会」、「倫理」、「政治・経済」、「倫理、政治・経済」

下記の科目のうちから1科目（『理科』の基礎を付した科目を選択する場合は2科目）選択。
複数科目受験した場合は、高得点の科目を合否判定に使用。
ただし理科においては、次のとおり扱う。
・理科において、2科目以上受験した場合は、①『理科』の基礎を付した科目2科目の合計点、②『理科』の基礎を付していない
科目（2科目受験した場合は第１解答科目）のうち高得点科目を採用する。

国語 「国語」（近代以降の文章）

２００点※2数学 「数学Ⅰ・数学Ａ」、「数学Ⅱ・数学Ｂ」

理科
「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学基礎」　　　注．２科目選択



〔センター・独自併用入試〕
④５科目型国公立併願アシスト入学試験（P方式）
学部 学科 試験 出題科目

独自

「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学基礎」　　　注．２科目選択

独自

※1：試験実施日および試験問題は、２教科型全学部統一入学試験（Ｅ方式）と共通。

◎得点換算時に生じた小数点以下の得点は切り捨てる。

教科 配点

経済数理学科

外国語
英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、コミュニケーション
英語Ⅲ、英語表現Ⅰ、英語表現Ⅱ）

２００点※１

セ
ン
タ
ー

試
験

外国語 「英語」 ２００点※2

数学

下記の科目のうちから1科目（『理科』の基礎を付した科目を選択する場合は2科目）選択。複数科目を受験した場合は、①
「国語」、②『理科』の基礎を付した科目2科目の合計点、③『理科』の基礎を付していない科目（2科目受験した場合は第１
解答科目）のうち高得点の科目を合否判定に使用する。

国語 「国語」

１００点※4
理科

「物理」、「化学」、「生物」、「地学」

「数学Ⅰ・数学Ａ」、「数学Ⅱ・数学Ｂ」 ４００点※3

下記の科目のうちから1科目選択。
ただし、地理歴史および公民において2科目受験した場合は、第1解答科目を採用する。

地理歴史 「世界史Ｂ」、「日本史Ｂ」、「地理Ｂ」
１００点

公民 「現代社会」、「倫理」、「政治・経済」、「倫理、政治・経済」

２００点※2

数学① 「数学Ⅰ・数学A」 １００点

下記の科目のうちから1科目選択。
ただし、地理歴史および公民において2科目受験した場合は、第1解答科目を採用する。

地理歴史 「世界史Ｂ」、「日本史Ｂ」、「地理Ｂ」
１００点

公民 「現代社会」、「倫理」、「政治・経済」、「倫理、政治・経済」

外国語 「英語」

※2：「英語」は筆記試験（200点満点）とリスニングテスト（50点満点）の合計得点を200点満点に換算したもの、または筆記試験（200点満
点）の得点のうちいずれか高い方の得点を合否判定に使用する。

下記の科目のうちから1科目（『理科』の基礎を付した科目を選択する場合は2科目）選択。複数科目を受験した場合は、①
「数学Ⅱ・数学B」、②『理科』の基礎を付した科目2科目の合計点、③「『理科』の基礎を付していない科目（2科目受験した
場合は第１解答科目）のうち高得点の科目を合否判定に使用する。

数学② 「数学Ⅱ・数学Ｂ」

１００点
理科

「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学基礎」　　　注．２科目選択

「物理」、「化学」、「生物」、「地学」

現代経済学科

外国語
英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、コミュニケーション
英語Ⅲ、英語表現Ⅰ、英語表現Ⅱ）

２００点※１

セ
ン
タ
ー

試
験

国語 「国語」 ２００点

経済学部



⑤５科目型多面評価入学試験（M方式）
学部 学科 試験 出題科目

独自

「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学基礎」　　　注．２科目選択

独自

※1：センター試験5科目の合計点と面接試験の結果を総合的に判断する。ただし、面接試験を欠席した場合は不合格とする。

※3：大学入試センター試験の配点100点を200点満点に換算する。

※4:「国語」以外の科目は大学入試センター試験の配点100点を200点満点に換算する。

◎得点換算時に生じた小数点以下の得点は切り捨てる。

⑥２教科型グローバル教育プログラム統一入学試験（G方式）
学部 学科 試験

外国語

※1：試験実施日および試験問題は、２教科型全学部統一入学試験（Ｅ方式）と共通。

※2：活動報告書が未提出の場合、活動報告書の評価点は0点とする。

教科 配点※1

経済学部

経済数理
学科

セ
ン
タ
ー

試
験

外国語 「英語」

下記の科目のうちから1科目（『理科』の基礎を付した科目を選択する場合は2科目）選択。複数科目を受験した場合は、①
「国語」、②『理科』の基礎を付した科目2科目の合計点、③『理科』の基礎を付していない科目（2科目受験した場合は第１
解答科目）のうち高得点の科目を合否判定に使用する。

国語 「国語」

２００点※４
理科

「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学基礎」　　　注．２科目選択

「物理」、「化学」、「生物」、「地学」

２００点※2

数学 「数学Ⅰ・数学A」、「数学Ⅱ・数学B」 ４００点※3

下記の科目のうちから1科目選択。
ただし、地理歴史および公民において2科目受験した場合は、第1解答科目を採用する。

地理歴史 「世界史Ｂ」、「日本史Ｂ」、「地理Ｂ」
２００点※3

公民 「現代社会」、「倫理」、「政治・経済」、「倫理、政治・経済」

グループ面接 段階評価

現代経済
学科

セ
ン
タ
ー

試
験

国語 「国語」 ２００点

外国語 「英語」 ２００点※2

数学① 「数学Ⅰ・数学A」 ２００点※3

下記の科目のうちから1科目選択。
ただし、地理歴史および公民において2科目受験した場合は、第1解答科目を採用する。

地理歴史 「世界史Ｂ」、「日本史Ｂ」、「地理Ｂ」
２００点※3

公民 「現代社会」、「倫理」、「政治・経済」、「倫理、政治・経済」

グループ面接 段階評価

教科 出題科目 配点

下記の科目のうちから1科目（『理科』の基礎を付した科目を選択する場合は2科目）選択。複数科目を受験した場合は、①
「数学Ⅱ・数学B」、②『理科』の基礎を付した科目2科目の合計点、③『理科』の基礎を付していない科目（2科目受験した
場合は第１解答科目）のうち高得点の科目を合否判定に使用する。

数学② 「数学Ⅱ・数学Ｂ」

２００点※3
理科

「物理」、「化学」、「生物」、「地学」

英語外部検定試験※３ ５０点

※3：加算に必要な各検定試験のスコアは下表のとおりとする。（略）

※2：筆記試験（200点満点）とリスニングテスト（50点満点）の合計得点を200点満点に換算したもの、または筆記試験（200点満点）の得点のうちいずれか高い方の得点
を合否判定に使用する。

経済学部 現代経済学科

独自

国語 国語総合（近代以降の文章）、現代文B ２００点※１

英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、コミュニケーション
英語Ⅲ、英語表現Ⅰ、英語表現Ⅱ）

４００点※１

活動報告書※２ ５０点



 

教職課程カリキュラム【成蹊大学教職課程規則（2020.4.１施行予定）より抜粋】 

１ 免許状の種類及び免許教科 

課程 学部・学科、研究科・専攻 免 許 状 の 種 類 免許教科 

大
学
学
部
学
科
等
の
課
程 

経 済 学 部 

経済数理学科 
中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 公民 

現代経済学科 

中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 地理歴史 

高等学校教諭一種免許状 公民 

理 工 学 部 

物質生命理工学科 

中学校教諭一種免許状 理科 

高等学校教諭一種免許状 理科 

高等学校教諭一種免許状 工業 

情報科学科 

中学校教諭一種免許状 数学 

高等学校教諭一種免許状 数学 

高等学校教諭一種免許状 情報 

システムデザイン学科 

中学校教諭一種免許状 数学 

高等学校教諭一種免許状 数学 

高等学校教諭一種免許状 工業 

文 学 部 

  英語英米文学科 
中学校教諭一種免許状 英語 

高等学校教諭一種免許状 英語 

  日本文学科 
中学校教諭一種免許状 国語 

高等学校教諭一種免許状 国語 

  国際文化学科、現代社会学科 

中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 地理歴史 

高等学校教諭一種免許状 公民 

法 学 部 法律学科、政治学科 

中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 地理歴史 

高等学校教諭一種免許状 公民 

経 営 学 部 総合経営学科 
中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 公民 

大
学
院
研
究
科
専
攻
等
の
課
程 

理工学研究科 理工学専攻 

中学校教諭専修免許状 数学 

高等学校教諭専修免許状 数学 

中学校教諭専修免許状 理科 

高等学校教諭専修免許状 理科 

経 済 経 営 

研 究 科 
経済学専攻、経営学専攻 

中学校教諭専修免許状 社会 

高等学校教諭専修免許状 公民 

法学政治学 

研 究 科 
法律学専攻、政治学専攻 

中学校教諭専修免許状 社会 

高等学校教諭専修免許状 公民 

文学研究科 

  英米文学専攻 
中学校教諭専修免許状 英語 

高等学校教諭専修免許状 英語 

  日本文学専攻 
中学校教諭専修免許状 国語 

高等学校教諭専修免許状 国語 

  社会文化論専攻 

中学校教諭専修免許状 社会 

高等学校教諭専修免許状 地理歴史 

高等学校教諭専修免許状 公民 



 

２ 免許状授与のための所要資格 大学学部学科等の課程（一種免許状） 

基礎資格 学士の学位を有すること。 

大学において修得することを 

必要とする最低単位数 
中学校教諭 高等学校教諭 

教科及び教職

に関する科目 

教科及び

教科の指

導法に関

する科目 

教科に関する専門的事項 

28 24 各教科の指導法（情報機器

及び教材の活用を含む。） 
8 ４ 

教育の基礎的理解に 

関する科目 
10 10 

道徳、総合的な学習の時間等の指導法及

び生徒指導、教育相談等に関する科目 
10 8 

教育実践に 

関する科目 

教育実習 5 
7 

3 
5 

教職実践演習 2 2 

大学が独自に設定する科目 4 12 

計 59 59 

教育職員免許

法施行規則第

66条の６に

規定する科目 

日本国憲法 2 2 

体 育 2 2 

外国語コミュニケーション 2 2 

情報機器の操作 2 2 

小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る 

教 育 職 員 免 許 法 の 特 例 等 に 関 す る 法 律 

（平成９年法律第 90 号）に定める介護等の体験 

要 不要 



 

３ 教育の基礎的理解に関する科目、道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等

に関する科目及び教育実践に関する科目 

施行規則に定める科目区分等 

単位数 
必修
選択
の別 

授業科目名・単位数 備考 
科目 

各科目に含めることが必
要な事項 

教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目

教育の理念並びに教育に関
する歴史及び思想 

中学10 
高校10 

必修 教育原理② 

教職の意義及び教員の役
割・職務内容（チーム学校
運営への対応を含む。） 

必修 教職論② 

教育に関する社会的、制度
的又は経営的事項（学校と
地域との連携及び学校安全

への対応を含む。） 

必修 学校と社会② 

幼児、児童及び生徒の心身
の発達及び学習の過程 

必修 教育心理学② 

特別の支援を必要とする 
幼児、児童及び生徒に 

対する理解 
必修 特別支援教育概論② 

教育課程の意義及び編成 
の方法（カリキュラム・ 
マネジメントを含む。） 

必修 教育課程論② 

道
徳
、
総
合
的
学
習
の
時
間
等
の
指
導
法

及
び
生
徒
指
導
、
教
育
相
談
等
に
関
す
る

科
目

道徳の理論及び指導法 

中学10 
高校８ 

必修 道徳教育の指導法② 中学のみ適用 

総合的な学習の 
時間の指導法 

必修 総合的な学習の時間の指導法② 

特別活動の指導法 必修 特別活動の指導法② 

教育の方法及び技術 
（情報機器及び教材の 

活用を含む。） 
必修 教育方法論② 

生徒指導の理論及び方法 
必修 生徒・進路指導論② 進路指導及びキャリア教育

の理論及び方法 

教育相談（カウンセリング
に関する基礎的な知識を含
む。）の理論及び方法 

必修 教育相談② 

教
育
実
践
に
関

す
る
科
目

教育実習 
中学５ 
高校３ 

必修 教育実習論① 

選択
必修 

教育実習（中・高）⑤ 
教育実習（高）③ 

教職実践演習 ２ 必修 教職実践演習（中・高）② 

備考 

教育実習（中・高）は、中学校教諭免許状のみ取得又は中学校教諭免許状及び高等学校教諭免許状の両方を取得の

場合の必修とし、教育実習（高）は、高等学校教諭免許状のみ取得の場合の必修とする。 



 

４ 教科及び教科の指導法に関する科目 

（１）経済学部経済数理学科（中学校教諭一種免許状（教科：社会）、高等学校教諭一種免許状（教科：

公民） 

（注）○印の数字は、当該科目の単位数を表す。 

科目区分 
校種 

教科 

各科目に含め

ることが必要

な事項 

校種

教科 

各科目に含め

ることが必要

な事項 

必修

選択

の別 

授業科目名・単位数 備考 

教
科
及
び
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目 

教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項 

中
学
校
・
社
会 

日本史・ 

外国史 

必修 
日本史概論Ⅰ②  日本史概論Ⅱ② 

世界史概論Ⅰ②  世界史概論Ⅱ② 

選択 

数量経済史② 経済史の基礎② 

近現代日本史Ａ②  近現代日本史Ｂ② 

近現代の欧米Ａ②  近現代の欧米Ｂ② 

近現代のアジアＡ② 近現代のアジアＢ② 

全学共通

科目 

地理学 

（地誌を含

む。） 

必修 
人文地理学② 自然地理学② 

地誌学② 

選択 社会経済地理学②  経済発展論② 

「法律学、 

政治学」 

高
等
学
校
・
公
民 

｢法律学(国際法

を含む。)、 

政治学(国際政

治を含む。)｣ 

必修 現代の政治学② 

「社会学、 

経済学」 

｢社会学、経済

学(国際経済を

含む。)｣ 

必修 ミクロ経済学Ⅰ②  マクロ経済学Ⅰ② 

選択 

ミクロ経済学Ⅱ②  マクロ経済学Ⅱ② 

ミクロ経済学Ⅲ②  マクロ経済学Ⅲ② 

環境経済学Ａ②  公共経済学② 

教育経済学②  労働経済学② 

国際経済学Ａ②  国際経済学Ｂ② 

国際マクロ経済学② 産業組織論Ａ② 

産業組織論Ｂ② 金融論Ａ② 

金融論Ｂ② 財政学Ａ② 

財政学Ｂ② 社会学② 

「哲学、 

倫理学、 

宗教学」 

「哲学、 

倫理学、 

宗教学、 

心理学｣ 

選択

必修 
哲学の基礎② 倫理学の基礎② 

全学共通

科目。１

科目以上

修得する

こと。 

選択 

社会思想史② 

現代社会と哲学②  現代社会と倫理学② 
全学共通

科目 

選択 心理学の基礎② 自己理解の心理学② 
公民のみ

適用 

科目区分 
各科目に含める 

ことが必要な事項 
校種・教科 

必修

選択

の別 

授業科目名・単位数 備考 

教科及び

教科の指

導法に関

する科目 

教科及び教科の指導法

に関する科目における

複数の事項を合わせた

内容に係る科目 

各教科の指導法（情報

機器及び教材の活用を

含む。） 

中学校・社会 必修 

社会科教育法Ａ②  社会科教育法Ｂ② 

社会科・地理歴史科教育法② 

社会科・公民科教育法② 

高等学校・公民 必修 
社会科・公民科教育法② 

公民科教育法② 



 

（２）経済学部現代経済学科（中学校教諭一種免許状（教科：社会）、高等学校教諭一種免許状（教科：

地理歴史及び公民） 

（注）○印の数字は、当該科目の単位数を表す。 

科目区分 
校種 

教科 

各科目に含め

ることが必要

な事項 

校種

教科 

各科目に含め

ることが必要

な事項 

必修

選択

の別 

授業科目名・単位数 備考 

教
科
及
び
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目 

教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項 

中
学
校
・
社
会 

日本史・ 

外国史 
高
等
学
校
・
地
理
歴
史 

日本史 

必修 日本史概論Ⅰ②  日本史概論Ⅱ② 

選択 

日本経済史Ａ②  日本経済史Ｂ② 

数量経済史② 

近現代日本史Ａ② 近現代日本史Ｂ② 
全学共通

科目 

外国史 

必修 世界史概論Ⅰ②  世界史概論Ⅱ② 

選択 

経済史の基礎②  西洋経済史Ａ② 

西洋経済史Ｂ②  比較経済史② 

地域経済史② 

近現代の欧米Ａ②  近現代の欧米Ｂ② 

近現代のアジアＡ② 近現代のアジアＢ② 

全学共通

科目 

地理学 

（地誌を含

む。） 

人文地理学 

・ 

自然地理学 

必修 人文地理学② 自然地理学② 

選択 

経済発展論② 社会経済地理学② 

経済地理学Ａ②  経済地理学Ｂ② 

資源経済学② 

地誌 

必修 地誌学② 

選択 
エリア・スタディーズＡ② 

エリア・スタディーズＢ② 

「法律学、 

政治学」 

高
等
学
校
・
公
民 

｢法律学(国際法

を含む。)、 

政治学(国際政

治を含む。)｣ 

必修 現代の政治学② 

選択 環境と法② べーシック民法② 

「社会学、 

経済学」 

｢社会学、経済

学(国際経済を

含む。)｣ 

必修 初級ミクロ経済学Ⅰ② 初級マクロ経済学Ⅰ② 

選択 

初級ミクロ経済学Ⅱ② 初級マクロ経済学Ⅱ② 

中級ミクロ経済学②  中級マクロ経済学② 

国際マクロ経済学②  社会学② 

現代日本経済② 産業組織論Ａ② 

産業組織論Ｂ② 国際経済学Ａ② 

国際経済学Ｂ② 金融論Ａ② 

金融論Ｂ②  環境経済学Ａ② 

環境経済学Ｂ② 公共経済学② 

教育経済学②  労働経済学② 

社会保障論Ａ② 社会保障論Ｂ② 

財政学Ａ②  財政学Ｂ② 

「哲学、 

倫理学、 

宗教学」 

「哲学、 

倫理学、 

宗教学、 

心理学｣ 

選択

必修 
哲学の基礎② 倫理学の基礎② 

全学共通

科目。１

科目以上

修得する

こと。 

選択 

社会思想史② 

現代社会と哲学②  現代社会と倫理学② 
全学共通

科目 

選択 心理学の基礎② 自己理解の心理学② 

公民の

み、全学

共通科目 



 

科目区分 
各科目に含める 

ことが必要な事項 
校種・教科 

必修

選択

の別 

授業科目名・単位数 備考 

教科及び

教科の指

導法に関

する科目 

教科及び教科の指導法

に関する科目における

複数の事項を合わせた

内容に係る科目 

各教科の指導法（情報

機器及び教材の活用を

含む。） 

中学校・社会 必修 

社会科教育法Ａ②  社会科教育法Ｂ② 

社会科・地理歴史科教育法② 

社会科・公民科教育法② 

高等学校・地理歴史 必修 
社会科・地理歴史科教育法② 

地理歴史科教育法② 

高等学校・公民 必修 
社会科・公民科教育法② 

公民科教育法② 

５ 一種免許状を取得する場合の大学が独自に設定する科目の単位の修得方法 

中学校教諭及び高等学校教諭の一種免許状を取得する場合の大学が独自に設定する科目の単位は、

次の各号に掲げるものの履修により修得した単位数の合計とする。 

（１）最低修得単位を超えて履修した「教科及び教科の指導法に関する科目」、「教育の基礎的理解に

関する科目」、「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目」

又は「教育実践に関する科目」 

（２）前号のほか、次の表に掲げる授業科目の履修 

（注）○印の数字は、当該科目の単位数を表す。 

免許法施行規則に規
定する科目区分等 

単位数 授業科目名・単位数 備  考 

大 学 が 独 自 に 

設 定 す る 科 目 

中学４ 
高校12 

学校経営と学校図書館② 学校図書館メディアの構成② 
学習指導と学校図書館② 読書と豊かな人間性② 
情報メディアの活用②  教職特論演習Ⅰ② 
教職特論演習Ⅱ② 

各学部学科、校種、教

科共通 

文学部開設 

道徳教育の指導法② 

高等学校免許状取得

の場合に適用。各学

部学科の高等学校の

各教科共通 

文学部開設 

英語教育Ⅰ②   英語教育Ⅱ② 
Teaching English as a Second Language Ⅰ② 
Teaching English as a Second Language Ⅱ② 

文学部英語英米文学

科のみ対象 

文学部開設 

６ 教育職員免許法施行規則第66条の６に定める科目の単位の修得方法 

 教育職員免許法施行規則第66条の６に定める日本国憲法、体育、外国語コミュニケーション及び情

報機器の操作の科目の単位の修得方法は、次の表に定めるとおりとする。 

（注）○印の数字は、当該科目の単位数を表す。 

免許法施行規則第66
条の６に定める科目 

単位数 授業科目名・単位数 備  考 

日 本 国 憲 法 ２ 
日本国憲法② 

経済学部、理工学部、 

文学部、経営学部必修 

憲法Ⅰ④ 法学部必修 

体 育 ２ 健康・スポーツ演習Ａ②  健康・スポーツ演習Ｂ② １科目必修 

外国語コミュニ

ケ ー シ ョ ン
２ 

College English (Listening & Speaking)Ⅰ① 
College English (Listening & Speaking)Ⅱ① 

必修 

情報機器の操作 ２ 情報基礎② 必修 



丸の内ビジネス研修（Marunouchi Business Traning、以下MBT）は、「⾃ら
課題を発⾒し、解決できる⼈材の育成」を掲げ、半年を超える期間をかけて⾏
う新しい形の⼈材育成プログラムです。
企業でのインターンシップ実習の前には論理的思考⼒を鍛える学内準備研修
や、企業担当者の指導のもと、課題に取り組み、討論や発表を⾏います。

インターンシップ後にレポートの作成成果発表を通して、学んだことを着実に
⾃分の⼒に変えていきます。また⽂系、理系の学⽣が⼀緒になって研修に取り
組むことも、⼤きな特徴です。考え⽅や得意分野の違いを知ることで刺激を受
け、同時に協⼒することの⼤切さを学びます。

HOME > キャリア⽀援センターについて > 丸の内ビジネス研修（MBT）

About 丸の内ビジネス研修(MBT)とは

2013年春より、成蹊⼤学では3年次⽣及び⼤学院1年次⽣を対象に、ビジネスの中⼼地である丸の内を舞台とした「丸の内ビジネス研修（MBT: Marunouchi 
Business Training）」がスタートしました。
「⾃ら課題を発⾒し、解決できる⼈材の育成」を目的として掲げ、半年を超える期間をかけて⾏う新しい形の⼈材育成プログラムです。

experience 徹底した実践体験で社会に求められる⼒の素地をつくる

成蹊⼤学 お問い合わせ⼀覧 交通アクセス カスタム検索

就職⽀援プログラム(お知らせ)就職関連データ
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● 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ ● 三菱電機株式会社 ● 三菱UFJ信託銀⾏株式会社

● 三菱地所プロパティマネジメント株式会社 ● 三菱製紙株式会社 ● 三菱製鋼株式会社

● 三菱重⼯業株式会社 ● 三菱商事株式会社 ● 三菱マテリアル株式会社

● 東京海上⽇動⽕災保険株式会社 ● 株式会社ニコン ● 三菱アルミニウム株式会社

● 株式会社三菱総合研究所 ● 三菱化⼯機株式会社 ● 共同印刷株式会社

● ⼤正製薬株式会社 ● クラリオン株式会社 ● 新菱冷熱⼯業株式会社

● 株式会社紀伊國屋書店 ● 株式会社岡村製作所

学内準備研修

課外準備講座

講義「考える⼒と⽅法について」

講義「働くことの意義について」

「ビジネス・プレゼンテーションのスキルとノ
ウハウ」

課題についての進め⽅の討議１

ビジネスマナー講座

基礎編

実践編

丸の内研修

丸の内研修課題(例)

世界の都市の中での東京の位置づけの変遷を踏まえ、東京が10年後に存在感を増しているために発揮で
きる⼒と伸ばしていくポイントは︖

年功的⼈事・給与制度と実⼒主義的⼈事・給与制度のどちらがよいか︖

グローバルな視点で⾒た「紙」という素材の使われ⽅と、今後の⾒通しについて

インターンシップ実習

協⼒企業⼀覧 ［2016年度実績］

丸の内ビジネス研修（MBT）は多数の企業様のご理解・ご協⼒を得て実施されています。

Flow 丸の内ビジネス研修(MBT)の流れ

コミュニケーション⼒、課題解決⼒強化に向けた課外準備講座とビジネスマナー講座が⾏われます。
各企業からあらかじめ課題が出されており、それに対する取り組み⽅の指導も課外準備講座の中で⾏われます。

丸の内研修では各企業からあらかじめ提⽰されている課題についてプレゼンテーションや討論を⾏い、第⼀線で働く企業の⽅を講師に招き講座を聞いて質疑応答を
⾏います。

インターンシップ実習は各企業で就業体験をするものです。営業同⾏(⽂系)、⼯場実習(理系)などのほか、成蹊⼤学向けの特別なプログラムが準備されています。
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個⼈発表会／丸の内成果発表会

研修・実習レポート／ＭＢＴ体験談

研修・実習レポート

実際に⾏われた研修や実習の様
⼦をご紹介します。

ＭＢＴ体験談

MBTを実際に体験した学⽣の体
験談をご紹介します。

18.11.02

18.04.17

17.11.29

17.10.19

17.04.26

16.11.28

16.10.18

16.07.15

16.06.10

16.04.15

15.12.18

15.11.20

15.09.11

15.08.07

15.07.09

15.06.12

15.04.22

すべてのMBT参加学⽣が丸の内研修とインターンシップ実習を修了したのち、学内で成⻑と気づき、成果発表などを⾏い、体験を今後の就職活動に活かすためのレ
ポート作成などの指導を受けることもできます。
またその後、秋ごろに、丸の内で企業の担当の⽅々を招待して、学⽣代表による成果発表、パネルディスカッションなどを⾏います。ここまでのすべてのプログラ
ムを終了した後に、「インターンシップ実習(3)」の単位が認定されます。

News 更新情報

2018年度学内個⼈発表会が実施されました

2018年度丸の内研修が実施されました

2018年度丸の内ビジネス研修(MBT)の学内準備研修がスタートしました

丸の内ビジネス研修(MBT) 成果発表会が開催されました

丸の内研修が実施されました

2017年度丸の内ビジネス研修(MBT)の学内準備研修がスタートしました

成果発表会が開催されました

丸の内研修が実施されました

2016年度丸の内ビジネス研修(MBT)の学内準備研修の全プログラムが終了しました

2016年度丸の内ビジネス研修(MBT)の中間発表（学内準備研修）が⾏われました

2016年度丸の内ビジネス研修(MBT)の学内準備研修がスタートしました

成蹊⼤学×YOMIURI ONLINE「SEIKEI ONLINE」サイトに、丸の内ビジネス研修(MBT)をテーマにしたインタビュー記事を掲載しています

丸の内ビジネス研修(MBT) 成果発表会が開催されました

丸の内研修が実施されました

丸の内ビジネス研修（MBT）の学内準備研修が終了しました

MBT体験談を更新しました

2015年度丸の内ビジネス研修（MBT）の中間発表（学内準備研修）が⾏われました

2015年度丸の内ビジネス研修(MBT)の学内準備研修がスタートしました

キャリア⽀援センターについて

ご利⽤案内

キャリア⽀援センターの特徴

⽀援講座・インターンシップ

丸の内ビジネス研修(MBT)

就職⽀援プログラム(お知らせ)

就職⽀援⾏事

2019年3⽉卒業／修了予定者

2020年3⽉卒業／修了予定者

全学年対象／その他

公務員試験・資格試験

就職関連データ

就職状況

4年間のキャリアレポート

成蹊⼤学キャリア⽀援センター

〒180-8633
東京都武蔵野市吉祥寺北町3-3-1
⼤学1号館1階
TEL︓0422(37)3543
FAX︓0422(37)3873
MAIL︓job@jim.seikei.ac.jp
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卒業⽣の皆さま

その他のお知らせ

企業ご担当者さま

[開室時間]
⽉曜〜⾦曜 9:00 〜 17:00
（お昼休み 11:30 〜 12:30）
⼟曜 9:00 〜 12:00
⽇曜・祝⽇は閉室

成蹊学園 成蹊⼤学 成蹊⼤学⼊試情報 S-NET 成蹊中学・⾼等学校 成蹊⼩学校

成蹊学園の個⼈情報保護に関する取り組みについて 当サイトのご利⽤にあたって copyright seikeiuniv. all rights reserved.
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島根県立大学・島根県立大学短期大学部と  

成蹊大学との連携に関する協定書  

 

 島根県立大学・島根県立大学短期大学部（以下「甲」という。）と成蹊大学（以下「乙」

という。）は、両大学の一層の発展と地域の活性化に重要な役割を果たすため、次のと

おり協定を締結する。  

 

 （目的）  

第 1 条 本協定は、甲及び乙が包括的な連携のもと、相互の大学の更なる発展を目指し、 

 教育、研究、地域貢献、産学連携及び国際交流等の分野で広く協力し、地域の発展と   

 人材の育成に寄与することを目的とする。 

 

 （連携及び協力内容）  

第 2 条 甲及び乙は、次に掲げる分野について連携及び協力するものとする。  

（１）学部及び大学院における教育、研究に関する事項  

（２）学生の相互交流、共同学習に関する事項 

（３）教員の相互交流、共同研究に関する事項 

（４）職員の相互交流に関する事項 

（５）地域貢献及び産学連携、国際交流に関する事項 

（６）前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要な分野に関する事

項 

 

 （有効期間）  

第 3 条 本協定の有効期間は、協定締結の日から 1 年間とする。ただし、有効期間満了  

の 2 か月前までに、甲及び乙のいずれからも改廃の申入れがないときは、更に 1 年間  

更新されることとし、その後も同様とする。  

 

 （個別協定）  

第 4 条 本協定書の定める事項の実施にあたり、個別協定の必要があるものについては、 

 別途協議のうえ定めるものとする。  

 

 （その他）  

第 5 条 本協定に定めのない事項又は本協定の運用に関し疑義が生じた場合は、甲乙協  

 議のうえ決定するものとする。  

 

  本協定締結の証として、本協定書を 2 通作成し、甲乙それぞれ署名のうえ各自 1 通  

 を保管する。  

 

 

 2018 年 月 日 

 

 甲 島根県立大学           乙 成蹊大学   

   島根県立大学短期大学部                  

   学長 清原正義                         学長 北川 浩  

 

   

                                                                     



平成 29 年 10 月 24 日 

改訂：平成 29 年 12 月 20 日 

ESD 活動支援センター 

地方 ESD 活動支援センター 

地域 ESD 活動推進拠点（地域 ESD 拠点）登録制度のご案内 

学校現場・社会教育の現場では、さまざまな主体が地域や社会の課題解決に関する学びや活動に取り組

んでいます。そうした現場の ESD を支援・推進する役割を担う組織・団体を「ESD 推進ネットワーク」

（※）における「地域 ESD 活動推進拠点（以下（地域 ESD 拠点」）として登録していただきたいと考え

ています。 

■「ESD 推進ネットワーク」とは

文部科学省・環境省は、「持続可能な開発のための教育」（ESD）の推進に向けて、「ESD 推進ネットワ

ーク」の構築を他の ESD 関係省庁とともに進めています。ESD 推進ネットワークは、ESD の広がりと

深まりを通じて地域の諸課題の解決と教育の質の向上、持続可能な社会づくりを目指す「持続可能な開発

目標（SDGs）」達成に向けた意識、行動変革を進めることを目指しています。その一環として、平成 28

年 4 月には、ESD 推進ネットワークの全国的ハブとして「ESD 活動支援センター（以下「全国センタ

ー」）が開設され、平成 29 年 9 月までに、全国 8 ブロックごとに広域的なハブとしての機能を担う「地

方 ESD 活動支援センター（以下「地方センター）」が、北海道（札幌）、東北（仙台）、関東（東京）、中

部（名古屋）、近畿（大阪）、中国（広島）、四国（高松）及び九州（熊本）に開設されています。 

地域 ESD 拠点には、これらの地方センターのパートナーとして、他の地域 ESD 拠点とも連携し、各

地域・各分野で取り組まれる ESD をさまざまな形で支援することで ESD 推進ネットワークの中で中核

的な役割を果たすことが期待されています。 

地域 ESD 拠点は、ESD 推進ネットワークの趣旨に賛同して ESD 推進ネットワーク推進に向けた中核

的な役割を果たす組織・団体を登録して公開する仕組みであり、登録により何らかの資格や権利が発生す

るわけではありませんが、登録することで、全国センターのウェブサイト上の地域 ESD 拠点リストに掲

載され、国が進める ESD 推進ネットワークの一員として位置づけられます。 



 

 

 

■地域 ESD 拠点として登録することにより 

 全国規模で進められている ESD 推進ネットワークの一員として ESD を支援・推進していることを

活動地域内外の ESD 推進者に対して明確に示すことができます。 

 ESD 推進ネットワークのメーリングリスト等を通じて、我が国および世界における ESD 関連情報

をより早く入手できるようになります。 

 全国フォーラムや地域の学び合いフォーラム等 ESD 活動支援センター（全国、地方）の各種事業を

介して，同センターや自らの地域、全国の様々な地域 ESD 拠点との情報・経験の交流や意見交換を

行うことができます。それらの交流を、自らが直面する課題の克服や ESD の取り組みの更なる発展

のきっかけとして活用していただきたいと考えています。 

 

■地域 ESD 拠点に登録するには 

以下の要件を満たす組織・団体は、地域 ESD 拠点として登録することができます。 

（1） ESD 推進ネットワークの趣旨に賛同し、全国センターが規定する地域 ESD 拠点としての行動

規範を遵守することにより、地域 ESD 拠点として適切に活動できること。 

（2） 公共性・公平性を損なうことなく ESD の推進に資する支援が提供できること。 

（3） 全国センターが実施する年次アンケート等に協力できること。 

（4） 反社会的な活動、その他、ESD 推進ネットワークの趣旨に反する活動を行わないこと。 

 

 地域 ESD 拠点への登録を希望される場合には、ESD 活動支援センター（全国・地方）から、登録申込

の様式を取得し、必要事項を記載して資料とともに以下の専用メールアドレスまで提出してください。全

国センターは、申請者に登録可否を通知するとともに、地方センターと情報を共有します。登録が決定し

ましたら、申請者を地域 ESD 拠点リストに掲載し、申請者の地域 ESD 拠点としての情報とともに公開

します。 

 

■地域 ESD 拠点登録専用メールアドレス 

  kyoten@esdcenter.jp 

 

■本件についてのお問い合わせは、全国センター、地方センターまでお願いします。 

ESD 活動支援センター（全国センター） 

  東京都渋谷区神宮前 5 丁目 53‐67 コスモス青山地下１階 

  電話 03-6427-9112   E-mail kyoten@esdcenter.jp 

 

地方 ESD 活動支援センター（地方センター）連絡先                                    

http://esdcenter.jp/regional/  

 

 

※「ESD 推進ネットワーク」について詳しくは「ESD 推進ネットワークの構築に向けて」（平成 28

年 3 月、ESD 活動支援企画運営準備委員会、文部科学省、環境省）をご参照ください。 

http://esdcenter.jp/wp-content/uploads/2017/01/2b34de9faeba36daf8a431ceb26c5087.pdf 

http://esdcenter.jp/regional/
http://esdcenter.jp/wp-content/uploads/2017/01/2b34de9faeba36daf8a431ceb26c5087.pdf


   成蹊大学評議会規則 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、成蹊大学学則第13条第４項の規定に基づき、成蹊大学評議会（以下「大学評議

会」という。）の運営に関し必要な事項を定める。 

 （審議事項） 

第２条 大学評議会は、次に掲げる大学の教育研究に関する重要な事項を審議する。 

（１）大学の教育研究上の目的を達成するための基本計画に関する事項 

（２）学則その他教育研究に係る重要な規則の制定及び改廃に関する事項 

（３）学部、研究科その他重要な施設、組織等の設置及び改廃に関する事項 

（４）教育研究に係る予算の編成方針に関する事項 

（５）教員の配置計画及び教育研究業績の審査に係る方針に関する事項 

（６）学生定員に関する事項 

（７）教育課程の編成に係る方針に関する事項 

（８）学生の修学等を支援するために必要となる助言、指導その他の援助に係る方針に関する事項 

（９）学生の賞罰に関する重要な事項 

（10）学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の身分に係る方針に関する事項 

（11）学位の授与に関する事項 

（12）その他大学の教育研究に関する重要な事項 

 （構成） 

第３条 大学評議会は、次に掲げる大学評議員をもって構成する。 

（１）学長 

（２）副学長 

（３）学部長 

（４）法務研究科長 

（５）各学部の教授 各２名 

（６）法務研究科の教授 １名 

（７）企画運営部長 

（８）教務部長 

２ 前項第５号及び第６号に掲げる大学評議員（以下「学部等大学評議員」という。）は、各学部及び

法務研究科の推薦に基づき、学長が任命する。 

３ 各学部及び法務研究科における学部等大学評議員候補者の選出に関し必要な事項は、別に定める。 

 （任期） 

第４条 前条第１項に掲げる大学評議員のうち、学部等大学評議員を除く大学評議員の任期は、その職

の在任期間とする。 

２ 学部等大学評議員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

３ 前項の規定にかかわらず、補欠の大学評議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 評議員の任期が満了した場合においても新たに大学評議員が任命されるまでは、第１項及び第２項

の規定にかかわらず、引き続きその職務を行う。 

 （招集及び議長） 

第５条 学長は、大学評議会を招集し、その議長となる。 

２ 議長は、大学評議会を主宰する。 

３ 議長が前項の職務に支障を生ずるときは、臨時学長代理がその職務を代行する。 

 （議事） 

第６条 大学評議会は、評議員の３分の２以上が出席しなければ、開会することができない。 

２ 議案は、原則として学長が提出する。 

３ 学長は、会議の議論を参酌した上で、議事を決する。 

 （会議） 

第７条 大学評議会は、毎月１回開くことを定例とする。ただし、学長は、必要があると認めるとき



は、臨時に開くことができる。 

２ 大学評議員は、あらかじめ議題を示して、学長に大学評議会の招集を請求することができる。 

 （大学評議員以外の者の出席） 

第８条 学長は、必要があると認めるときは、大学評議員以外の者の出席を求め、意見を聴くことがで

きる。 

 （議事の公開） 

第９条 大学評議会は、大学所属の教職員に対し、公開して行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、議長が、公開することにより審議に著しい支障を及ぼすおそれがあると

認める場合その他正当な理由があると認める場合には、非公開とすることができる。 

 （議事録の作成） 

第１０条 大学評議会に議事録を備え、議事進行の過程及び学長の決定事項を記録する。 

 （雑則） 

第１１条 この規則によるもののほか、大学評議会の運営に関し必要な事項は、大学評議会の議を経

て、学長が別に定める 

 （事務の所管） 

第１２条 大学評議会に関する事務は、企画運営部企画運営課が所管する。 

（規則の改廃） 

第１３条 この規則の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が決定する。 

   附 則（昭和43年12月11日制定） 

 この規則は、昭和44年４月１日から施行する。 

   附 則（2004年２月16日一部改正） 

 この規則は、2004年４月１日から施行する。 

附 則（2008年９月10日一部改正） 

１ この規則は、2009年４月１日から施行する。 

２ 次に掲げる申合せは、廃止する。 

（１）成蹊大学評議会に関する申合せ（昭和43年12月11日大学評議会制定） 

（２）評議会議長代理に関する申合せ（昭和49年３月13日大学評議会制定） 

附 則（2008年11月12日一部改正） 

 この規則は、2009年４月１日から施行する。 

附 則（2015年３月４日一部改正） 

 この規則は、2015年４月１日から施行する。 

   附 則（2017年４月５日一部改正） 

１ この規則は、2017年４月５日から施行し、2017年４月１日から適用する。 

２ 2017年３月31日に学部等大学評議員である者のうち、2017年４月１日以降も任期が継続する者の発

令に関しては、改正後の成蹊大学評議員会規則の規定にかかわらず、なお効力を有するものとす

る。 



   成蹊大学運営会議規則  

 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、成蹊大学学則第13条の２第３項の規定に基づき、成蹊大学の運営に関する企画立

案、大学評議会に付する議案及びその内容の検討、大学内の意見調整等を行うことを目的として、

学長の下に設置する成蹊大学運営会議（以下「大学運営会議」という。）の構成、運営等に関し必

要な事項を定める。 

 （構成） 

第２条 大学運営会議は、次に掲げる者をもって構成する。 

（１）学長 

（２）副学長 

（３）学部長 

（４）研究科長 

（５）企画運営部長 

（６）教務部長 

２ 学長は、必要があると認めるときは、構成員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（招集及び議長） 

第３条 大学運営会議は、学長が招集し、その議長となる。 

２ 議長が前項の職務に支障を生ずるときは、臨時学長代理がその職務を代行する。 

 （開会） 

第４条 大学運営会議は、構成員の３分の２以上が出席しなければ、開会することができない。 

２ 議題は、原則として学長が提出する。 

３ 学長が学部長又は研究科長の代理出席を認めたときは、当該代理者は、学部長又は研究科長に代わ

って出席することができる。 

 （会議） 

第５条 大学運営会議は、毎月２回開くことを定例とする。ただし、学長は、必要があると認めるとき

は、臨時に開くことができる。 

２ 構成員は、あらかじめ議題を示して、学長に大学運営会議の招集を請求することができる。 

 （議事録の作成） 

第６条 大学運営会議に議事録を備え、議事進行の過程及び学長の決定事項を記録する。 

 （雑則） 

第７条 この規則によるもののほか、大学運営会議の運営に関し必要な事項は、学長が別に定める。 

 （所管） 

第８条 大学運営会議に関する事務は、企画運営部企画運営課が所管する。 

（規則の改廃） 

第９条 この規則の改廃は、学長が決定する。 

    

附 則（2014年２月５日制定） 

 １ この規則は、2014年４月１日から施行する。 

 ２ 次に掲げる規則は、廃止する。 

 （１）成蹊大学学部長懇談会規則（2013年９月４日大学評議会制定） 

 （２）成蹊大学研究科長懇談会規則（2013年９月４日大学評議会制定） 

附 則（2015年３月４日一部改正） 

この規則は、2015年４月１日から施行する。 



 

 

   成蹊大学新経済学部設置委員会規則 

 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、経済学部を再編し、2020年度に設置する経済学部（以下「新経済学部」という。）

及び経営学部のうち、新経済学部に関する必要事項を審議するために置く経済学部設置委員会（以下

「委員会」という。）の運営に関し必要な事項を定める。 

 （構成） 

第２条 委員会は、新経済学部の専任の教授、准教授及び講師として就任する予定の者で、現に成蹊大

学の専任の教授、准教授又は講師の職にある者をもって構成する。ただし、学園長、学長、副学長及

び常務理事の職にある者を除く。 

２ 委員会に委員長を置く。 

３ 委員長は、委員会の業務をつかさどる。 

 （審議事項） 

第３条 委員会は、学長に対して次に掲げる事項について意見を述べるものとする。 

（１）学部長就任予定者の選考 

（２）学生の入学に関する事項 

（３）教育研究に関する重要な事項で、委員会の意見を聴くことが必要なものとして学長が次に定める

もの 

ア 教員の配置計画に関する事項 

イ 教員の採用及び昇任に係る教育研究業績の審査に関する事項 

ウ 学則その他教育研究に係る重要な規則の制定及び改廃に関する事項 

エ 教育課程の編成に係る方針に関する事項 

２ 前項に規定する審議事項については、成蹊大学教授会規則第３条第１項の規定にかかわらず、委員

会で審議を行う。 

３ 第１項第１号に規定する事項については、経済学部長候補者の選考に関する規則を準用して行う。 

４ 第１項第３号イに規定する事項については、新経済学部に所属する予定の専任の教授をもって構成

する審査委員会において審議し、学長に意見を述べるものとする。ただし、審査委員会は、必要があ

ると認めるときは、構成員に新経済学部に所属する予定の専任の准教授又は講師を加えることができ

る。 

 （招集及び議長） 

第４条 委員会は、学長が学部長就任予定者として選考した者が委員長となり、委員会を招集し、その

議長となる。ただし、学長が学部長就任予定者の選考を行うまでの間は、学長が招集し、議長は、学

長が指名する。 

２ 委員長に事故があるときは、あらかじめ指名された教授が前項に規定する職務を代行する。 

 （開会） 

第５条 委員会及び審査委員会は、それぞれ構成員の３分の２以上が出席しなければ、開会することが

できない。 

２ 前項の構成員の定足数には、教員研修中の者、校務による出張中の者及び休職中の者を含まない。 

 （議事） 

第６条 委員会の議事は、出席した構成員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

２ 審査委員会の議事は、出席した構成員の３分の２以上の多数をもって決する。 

 （構成員以外の者の出席） 

第７条 委員会は、必要があると認めるときは、構成員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができ

る。 

（議事録の作成） 

第８条 委員会に議事録を備え、議事進行の過程及び審議の結果を記録する。 

 （雑則） 



 

 

第９条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会の議を経て、委員長

が別に定める。 

 （事務の所管） 

第１０条 委員会に関する事務の所管は、学長が定める。 

 （規則の改廃） 

第１１条 この規則の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が決定する。 

   附 則（2018年３月７日制定） 

 この規則は、2018年４月１日から施行し、2020年３月末日をもって廃止する。 



新経済学部運営委員会規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、新経済学部（以下「本学部」という。）の運営に関する重要事項を審議するために

設置する新経済学部運営委員会（以下「委員会」という。）に関し必要な事項を定める。 

（審議事項） 

第２条 委員会は、次の事項を審議する。 

（１）本学部における教育研究の基本方針の策定及び検証に関する事項 

（２）本学部における教員組織に関する事項 

（３）教授会及び審査教授会に付議すべき重要事項 

（４）本学部の運営に重大な影響を及ぼす事項 

（５）その他学部長が諮問する事項 

 （構成） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。 

（１）学部長 

（２）大学評議員 

（３）学科主任 

（４）教務委員長 

（委員長） 

第４条 委員長は、学部長をもって充てる。 

（任期） 

第５条 第３条各号に掲げる委員の任期は、その職の在任期間とする。 

（運営） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

 （事務の所管） 

第７条 委員会に関する事務は、教務部が所管する。 

（規則の改廃） 

第８条 この規則の改廃は、教授会の議を経て、学部長が行う。 

附 則（2019年３月４日制定） 

 この規則は、2020年４月１日から施行する。 



新経済学部教務委員会規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、新経済学部（以下「本学部」という。）の教育に関する事項を審議するために設置

する新経済学部教務委員会（以下「委員会」という。）に関し必要な事項を定める。 

（審議事項） 

第２条 委員会は、次の事項を審議する。 

（１）本学部の授業計画に関する事項 

（２）本学部の学生の履修に関する事項 

（３）本学部の学生の単位認定に関する事項 

（４）その他本学部の教育課程の円滑な運営に必要な事項 

（５）その他学部長が諮問する事項 

２ 委員会は、本学部の教育課程の円滑な運営に必要な説明会その他の行事及び学生指導を行う。 

 （構成） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。 

（１）委員長 

（２）副委員長 

（３）学部長 

（４）大学評議員 

（５）学科主任 

（６）学部長が指名した者 若干名 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 委員長及び副委員長は、教授会構成員のうちから学部長が指名する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐するとともに、委員長が欠けた場合に委員長の職務を代行する。 

（任期） 

第５条 委員長、副委員長及び第３条第６号に掲げる委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げ

ない。 

２ 第３条第３号から第５号までに掲げる委員の任期は、その職の在任期間とする。 

（運営） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

３ 委員長は、各委員に対して業務担当の指示を行う。 

４ 委員長が特に必要と認めた場合には、学部長と協議の上、委員以外の者に第２条第２項の業務を担

当させることができる。 

 （事務の所管） 

第７条 委員会に関する事務は、教務部が所管する。 

（規則の改廃） 

第８条 この規則の改廃は、教授会の議を経て、学部長が行う。 

附 則（2019年３月４日制定） 

１ この規則は、2020年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行日前に委員会の構成員を指名する場合には、学部長就任予定者は、第３条第１号、

第２号及び第６号の委員を指名することができる。 

 

 



新経済学部人事委員会規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、新経済学部教員選考規則第２条第２項の規定に基づき、新経済学部人事委員会（以

下「委員会」という。）に関し必要な事項を定める。 

（業務） 

第２条 委員会は、次の業務を行う。 

（１）専任教員（客員教授を含み、外国人特別教員を除く。以下同じ。）の採用に当たり必要な募集、連

絡その他採用に係る業務 

（２）専任教員の採用に係る資格審査に関する業務 

（３）専任教員の昇任に係る資格審査に関する業務 

（４）特別任用教授の推薦に関する業務 

（５）非常勤講師の資格審査及び委嘱状況の管理に関する業務 

（６）その他学部長が指示する業務 

２ 委員会は、前項各号に掲げる業務の状況、結果等を審査教授会に報告し、又は提案するものとする。 

（構成） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって構成する。 

（１）委員長 

（２）教務委員長 

（３）学科主任      

（４）学部長が指名した者 若干名 

２ 委員長及び前項第４号に規定する委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 

３ 第１項第２号及び第３号に規定する委員の任期は、その職の在任期間とする。 

４ 委員長は、専任の教授のうちから学部長が指名する。 

（運営） 

第４条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 委員長は、各委員に対して担当業務の指示を行う。 

３ 委員長は、重要事項を審議するときは、学部長及び大学評議員２名を加えた拡大人事委員会を招集

するものとする。 

（選考部会） 

第５条 委員長は、学術的な業績を審査するため、必要に応じて委員会の下に選考部会を設置すること

ができる。 

２ 選考部会は、若干名の委員をもって構成し、委員の委嘱は、委員長が行う。この場合において、委

員会の委員は、選考部会の委員を兼ねることができる。 

３ 第２条第１項第２号の資格審査を行う場合で、学術的な業績を審査するときは、委員長は、原則と

して当該審査を選考部会に付託するものとする。 

（規則の改廃） 

第６条 この規則の改廃は、教授会の議を経て、学部長が行う。 

   附 則 

 この規則は、2018年７月 12日から施行し、2020年度以降の採用及び昇任にかかわる業務から適用す

るものとし、2020年３月末日までの間は、次の各号による読替え等を行って運用する。 

（１）第２条第１項第６号、第３条第４項及び第６条中の「学部長」は、「学部長就任予定者」に読み替

える。 

（２）第２条第２項中の「審査教授会」は、「審査委員会」に読み替える。 

（３）第３条第１項各号に規定する委員の構成は、「（１）委員長」及び「（２）学部長が指名した者 若

干名」とする。 

（４）第３条第４項中の「専任の教授」は、「設置委員会の構成員である専任の教授」に読み替える。 

（５）第４条第３項中の「学部長及び大学評議員２名」は、「学部長就任予定者」に読み替える。 

（６）第６条中の「教授会」は、「設置委員会」に読み替える。 



新経済学部ＦＤ委員会規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、成蹊大学ＦＤ実施に関する規則第１条第２項の規定に基づき、新経済学部（以下

「本学部）という。）におけるＦＤ（Faculty Development）活動に関し、学部全体の視点から組織的

に推進及び統括を図ることを目的として、学部長の下に設置する新経済学部ＦＤ委員会（以下「委員

会」という。）に関し必要な事項を定める。 

（任務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

（１）本学部における教育活動の改善に関する事項 

（２）学生による授業評価の結果分析及び活用に関する事項 

（３）ＦＤ活動の点検・評価に関する事項 

（４）その他学部長が必要と認めた事項 

 （構成） 

第３条 委員会は、本学部教務委員会の委員をもって構成する。ただし、学部長が必要と認めた場合に

は、それ以外の者に委員を委嘱することができる。 

（委員長） 

第４条 委員長は、教務委員長をもって充てる。 

（任期） 

第５条 委員の任期は、教務委員の任期と同一とする。ただし、第３条ただし書に規定する委員の任期

は、その都度学部長が定める。 

（運営） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 委員会は、第２条に掲げる任務を迅速に遂行するため、必要に応じ、下部組織として小委員会を置

くことができる。 

 （所管） 

第７条 委員会に関する事務は、教務部が所管する。 

（規則の改廃） 

第８条 この規則の改廃は、教授会の議を経て、学部長が行う。 

附 則（2019年３月４日制定） 

 この規則は、2020年４月１日から施行する。 



新経済学部入試委員会規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、新経済学部（以下「本学部」という。）の入学者の受入れに関する業務を的確かつ

円滑に行うために設置する新経済学部入試委員会（以下「委員会」という。）に関し必要な事項を定め

る。 

（業務） 

第２条 委員会は、次の業務を行う。 

（１）本学部の入学者受入れに関する業務の的確な遂行並びにこれに係る諸施策の計画及び管理運営 

（２）本学部の学生受入方針と入学者選抜方法との適合性の検証 

（３）本学部の志願者増加を目的として行う広報活動の企画立案及び実施 

（４）本学部の入学者受入れに付随する必要な業務 

（５）その他学部長が指示する業務 

 （構成） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。 

（１）委員長 

（２）副委員長 

（３）学部長 

（４）大学評議員 

（５）学科主任 

（６）学部長が指名した者 若干名 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 委員長及び副委員長は、教授会構成員のうちから学部長が指名する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐するとともに、委員長が欠けた場合に委員長の職務を代行する。 

（任期） 

第５条 委員長、副委員長及び第３条第６号に掲げる委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げ

ない。 

２ 第３条第３号から第５号までに掲げる委員の任期は、その職の在任期間とする。 

（運営） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

３ 委員長は、各委員に対して業務担当の指示を行う。 

４ 委員長が特に必要と認めた場合には、学部長と協議の上、委員以外の者に第２条に規定する業務を

担当させることができる。 

 （事務の所管） 

第７条 委員会に関する事務は、入試センター事務室が所管する。 

（規則の改廃） 

第８条 この規則の改廃は、教授会の議を経て、学部長が行う。 

附 則（2019年２月７日制定） 

この規則は、2019 年２月７日から施行し、2019 年度に設置する委員会から適用するものとし、2020

年 3月末日までの間は、次の各号による読替え等を行って運用する。 

（１）第２条第５号、第４条第１項、第６条第４項及び第８条中の「学部長」は、「学部長就任予定者」

に読み替える。 

（２）第３条各号に規定する委員の構成は、「（１）委員長」、「（２）副委員長」、「（３）学部長就任予定

者」及び「（４）学部長就任予定者が指名した者 若干名」に読み替える。 

（３）第４条第１項及び第８条中の「教授会」は、「設置委員会」に読み替える。 



 

成蹊大学内部質保証に関する規則  

 （趣旨） 

第１条 この規則は、成蹊大学（以下「本学」という。）における内部質保証に関し必要な事項を定め

る。 

 （定義） 

第２条 本学における「内部質保証」とは、成蹊大学学則第１条及び成蹊大学大学院学則第１条に掲げ

る目的の実現に向けて、組織及び活動を不断に検証し、その充実向上に努め、適切な水準にあること

を自らの責任で説明・証明していく恒常的・継続的プロセスをいう。 

（内部質保証の体制） 

第３条 本学は、前条に掲げる恒常的・継続的プロセスを実現するため、組織、教育・研究活動及びそ

の支援、学生の受入れ、修学・生活・進路支援、教育・研究環境の整備、管理運営・財務等に関する

取組について点検・評価し、教育研究機関としての質の改善・向上を図り、学長自らの責任において

説明・証明する体制を構築し、及び運用する。 

２ 前項に掲げる体制を全学的に統括し、内部質保証に係る重要事項を協議するため、学長の下に、成

蹊大学内部質保証委員会（以下「内部質保証委員会」という。）を設置する。 

 （任務） 

第４条 内部質保証委員会の任務は、次のとおりとする。 

（１）内部質保証を実現する体制の整備、運用、検証及び改善方針の立案 

（２）大学全体の自己点検・評価活動に関する方針の策定 

（３）自己点検・評価活動における自己点検・評価委員会並びに各学部、研究科及び各部局への指示 

（４）自己点検・評価活動の結果（外部評価等による指摘事項を含む。）に基づく全学にかかわる改善 

  を要する事項の改善方法の検討 

 （構成及び運営） 

第５条 内部質保証委員会は、次の委員をもって構成する。 

（１）副学長 

（２）学部長 

（３）研究科長 

（４）機関長のうち学長が必要と認める者 

（５）自己点検・評価委員会委員長 

（６）企画運営部長 

（７）教務部長 

（８）その他学長が委嘱する者 

２ 委員長は、前項第１号の委員のうちから学長が指名する。 

３ 第１号から第３号及び第５号から第７号に規定する委員の任期は、その職の在任期間とする。 

４ 第４号及び第８号に規定する委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 内部質保証委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

６ 委員会は、委員長が必要と認めた者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

７ 委員会に議事録を備え、議事進行の過程及び審議の結果並びに決定事項を記録する。 

８ 内部質保証委員会に関する事務は、企画運営部企画運営課が所管する。 

 （下部組織） 

第６条 第４条に掲げる任務を実施するに当たり必要な事項を検討するため、内部質保証委員会の下に、

自己点検・評価委員会を置く。 

２ 自己点検・評価活動の方法及び自己点検・評価委員会に関する事項は、別に定める。 

 （規則の改廃） 

第７条 この規則の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が決定する。 

附 則（2014年３月５日制定） 



 

この規則は、2014年４月１日から施行する。 

  附 則（2015年６月３日一部改正） 

この規則は、2015年６月３日から施行する。 

  附 則（2016年４月６日一部改正） 

この規則は、2016年４月６日から施行し、2016年４月１日から適用する。 



 

成蹊大学自己点検・評価実施に関する規則  

（趣旨） 

第１条 この規則は、成蹊大学学則第１条の２及び成蹊大学大学院学則第２条の規定並びに内部質保証

に関する規則第６条に基づき、成蹊大学（以下「本学」という。）における内部質保証体制のもと、

本学が行う自己点検及び評価制度について必要な事項を定める。 

（自己点検・評価の体制） 

第２条 成蹊大学内部質保証委員会（以下「内部質保証委員会」という。）は、大学全体としての自己

点検・評価の方針を策定し、本学の自己点検・評価活動を統括する。 

２ 成蹊大学自己点検・評価委員会（以下「自己点検・評価委員会」という。）は、内部質保証委員会

の下で、自己点検・評価活動を運営する。 

３ 各学部、各研究科及び各部局は、各所属長の下で、内部質保証推進チームを構成し、それぞれの諸

活動に係る自己点検・評価を行い、改善・向上に取り組む。 

（点検・評価項目） 

第３条 点検・評価項目は、次のとおりとする。 

（１）大学、大学院、学部、研究科等の理念及び各組織の目的に関すること。 

（２）教育研究組織に関すること。 

（３）教員及び教員組織に関すること。 

（４）教育内容、方法及び成果に関すること。 

（５）学生の受入れに関すること。 

（６）学生支援に関すること。 

（７）教育研究環境に関すること。 

（８）社会連携及び社会貢献に関すること。 

（９）管理運営及び財務に関すること。 

（10）内部質保証に関すること。 

（自己点検・評価の実施方法） 

第４条 内部質保証委員会は、自己点検・評価の実施方針を策定する。 

２ 自己点検・評価委員会は、自己点検・評価の実施に必要な手順を策定し、各学部、各研究科及び各

部局における自己点検・評価活動の進捗状況を管理し、調整し、大学全体としての報告書を作成して

内部質保証委員会に報告する。 

３ 各学部、各研究科及び各部局における内部質保証推進チームは、内部質保証委員会及び自己点検・

評価委員会からの指示に基づき、当該学部、研究科及び部局の自己点検・評価を行い、所定の報告書

を作成し、報告する。 

（大学自己点検・評価委員会） 

第５条 自己点検・評価委員会の任務は、次のとおりとする。 

（１）自己点検・評価の実施に関する手順の策定及び書式の整備 

（２）各学部、各研究科及び各部局における自己点検・評価作業の調整 

（３）各学部、各研究科及び各部局からの報告の取りまとめ及び内部質保証委員会への報告 

（４）内部質保証委員会からの諮問事項に関する検討 

２ 自己点検・評価委員会は、次に掲げる委員をもって構成する。 

（１）委員長 

（２）各学部又は研究科から選出された委員 各１名 

（３）企画運営課長 

（４）教務部課長 

（５）その他学長が委嘱する者  

３ 委員長は、学長が指名する。 

４ 委員の任期は、職務上委員となる者を除き、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 自己点検・評価委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

６ 委員会は、委員会が必要と認めた者の出席を求め、意見を聴くことができる。 



 

７ 委員会に議事録を備え、議事進行の過程及び審議の結果並びに決定事項を記録する。 

８ 自己点検・評価委員会に関する事務は、企画運営部企画運営課が所管する。 

 （事務の所管） 

第６条 自己点検・評価の実施に関する事務は、企画運営部企画運営課が所管する。 

 （規則の改廃） 

第７条 この規則の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が決定する。 

  附 則（2014年３月５日全部改正） 

１ この規則は、2014年４月１日から施行する。 

２ 成蹊大学自己点検・評価実施等に関する申合せ（平成10年１月21日学部長懇談会制定）は、廃止す

る。 

  附 則（2015年６月３日一部改正） 

この規則は、2015年６月３日から施行する。 

  附 則（2016年４月６日一部改正） 

この規則は、2016年４月６日から施行する。 



2017-2018年度 大学内部質保証／点検・評価シート 
部門名： 

所属長名： 印 

大学の理念、目的、目標 ○○○○（部門名）の理念、目的、目標
成蹊大学の理念・目的 

 成蹊学園創立者中村春二が目指した教育理念である「自発的精神の涵養と個性の発見伸張を目指す真の人間教育」を踏ま

え、成蹊大学は次のミッションを掲げます。 

１．知育偏重ではなく、人格、学問、心身にバランスのとれた人間教育を実践し、確かな教養と豊かな人間性を兼ね備え、社会

の発展のために献身的に貢献できる人材を輩出する。 

２．学術の理論及び応用を教授研究し、自由な知の創造をはかり、もってその深奥を究めて文化の進展に寄与する。 

３．地域社会に根ざしつつ、世界に開かれた教育・研究機関として、その成果を社会に還元することを通じて、人類の共存に寄

与する。 

成蹊大学の教育目標（人材育成方針） 

 成蹊大学は「理念・目的」を踏まえ、以下の人材育成方針のもとに教育を行います。 

１．広い教養と深い専門知識を備え、課題発見、解決に向けて本質を探究する思考力を養成する。 

２．多様な文化、環境、状況に対応し、他者と協働できる真のグローバル力を養成する。 

３．未知のものに積極的に挑み、生涯学び続けようとする自発性と積極性を養成する。 

４．個を具え、自分の考えや意見を的確かつ明瞭に表現、発信する力を養成する。 

基準１：理念・目的 

評価項目 [1]現状の説明【C】
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】

[3]自己

評定【C】

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持する

ための方策、「改善すべき事項」を改善するための方

策等（2018 年度実施計画事項）【A+P】

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等

1.0.1 大学の理念・目的を適切に設定してい

るか。また、それを踏まえ、学部・研究科の目的

を適切に設定しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

1.0.2 大学の理念・目的及び学部・研究科等

の目的を学則又はこれに準ずる規則等に適切

に明示し、教職員及び学生に周知し、社会に対

して公表しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

1.0.3 大学の理念・目的、各学部･研究科にお

ける目的等を実現していくため、大学として将

来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策

を設定しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料



基準２：内部質保証 

評価項目 [1]現状の説明【C】
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】

[3]自己

評定【C】

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持する

ための方策、「改善すべき事項」を改善するための方

策等（2018 年度実施計画事項）【A+P】

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等

2.0.1 内部質保証のための全学的な方針と手

続を明示しているか。 
⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

2.0.2 内部質保証の推進に責任を負う全学的

な体制を整備しているか。 
⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

2.0.3 方針及び手続に基づき、内部質保証シ

ステムは有効に機能しているか。
⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

2.0.4 教育研究活動、自己点検・評価、その他

の諸活動の取り組みを適切に公表し、社会に

対する説明責任を果たしているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

2.0.5 内部質保証システムの適切性について

定期的に点検・評価を行っているか。また、そ

の結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを

行っているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料



基準３：教育研究組織 

評価項目 [1]現状の説明【C】
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】

[3]自己

評定【C】

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持する

ための方策、「改善すべき事項」を改善するための方

策等（2018 年度実施計画事項）【A+P】

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等

 3.0.1 大学の理念・目的に照らして、学部・研

究科、附置研究所、センターその他の組織の

設置状況は適切であるか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

3.0.2 教育研究組織の適切性について定期的

に点検・評価を行っているか。また、その結果を

もとに改善・向上に向けた取り組みを行ってい

るか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料



基準４： 教育課程・学習成果 

評価項目 [1]現状の説明【C】
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】

[3]自己

評定【C】

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持す

るための方策、「改善すべき事項」を改善するため

の方策等（2018年度実施計画事項）【A+P】

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等

 4.0.1 授与する学位ごとに、学位授与方針を

定め、公表しているか。 
⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

4.0.2 授与する学位ごとに、教育課程の編成・

実施方針を定め、公表しているか。 
⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 4.0.3 教育課程の編成・実施方針に基づき、

各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、

教育課程を体系的に編成しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 4.0.4 学生の学習を活性化し、効果的に教育

を行うための様々な措置を講じているか。 
⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 4.0.5 成績評価、単位認定及び学位授与を

適切に行っているか。 
⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 4.0.6 学位授与方針に明示した学生の学習

成果を適切に把握及び評価しているか。 
⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 4.0.7 教育課程及びその内容、方法の適切

性について定期的に点検・評価を行っている

か。また、その結果をもとに改善・向上に向け

た取り組みを行っているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料



基準５： 学生の受け入れ 

評価項目 [1]現状の説明【C】
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】

[3]自己

評定【C】

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持す

るための方策、「改善すべき事項」を改善するための

方策等（2018 年度実施計画事項）【A+P】

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等

 5.0.1 学生の受け入れ方針を定め、公表して

いるか。 
⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 5.0.2 学生の受け入れ方針に基づき、学生募

集及び入学者選抜の制度や体制を適切に整

備し、入学者選抜を公正に実施しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 5.0.3 適切な定員を設定して学生の受け入れ

を行うとともに、在籍学生数を収容定員に基づ

き、適正に管理しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 5.0.4 学生の受け入れの適切性について定

期的に点検・評価を行っているか。また、その

結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行

っているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料



基準６：教員・教員組織 

評価項目 [1]現状の説明【C】 [2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項【C】

[3]自己

評定

【C】

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維

持するための方策、「改善すべき事項」を改善す

るための方策等（2018 年度実施計画事項）

【A+P】

[5]その他：中期重点目標

との関わり等

 6.0.1 大学の理念・目的に基づき、大学として

求める教員像や各学部･研究科等の教員組織

の編制に関する方針を明示しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 6.0.2 教員組織の編制に関する方針に基づ

き、教育研究活動を展開するため、適切に教員

組織を編制しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 6.0.3 教員の募集、採用、昇任等を適切に行

っているか。 
⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

6.0.4ファカルティ・ディベロップメン

ト（FD）活動を組織的かつ多面的に実施
し、教員の資質向上及び教員組織の改善・向

上につなげているか。

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 6.0.5 教員組織の適切性について定期的に

点検・評価を行っているか。また、その結果をも

とに改善・向上に向けた取り組みを行っている

か。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料



基準７： 学生支援 

評価項目 [1]現状の説明【C】
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】

[3]自己

評定【C】

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持す

るための方策、「改善すべき事項」を改善するための

方策等（2018 年度実施計画事項）【A+P】

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等

 7.0.1 学生が学習に専念し、安定した学生生

活を送ることができるよう、学生支援に関する

大学としての方針を明示しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 7.0.2 学生支援に関する大学としての方針に

基づき、学生支援の体制は整備されている

か。また、学生支援は適切に行われているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 7.0.3 学生支援の適切性について定期的に

点検・評価を行っているか。また、その結果を

もとに改善・向上に向けた取り組みを行ってい

るか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料



基準８： 教育研究等環境 

評価項目 [1]現状の説明【C】
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】

[3]自己

評定【C】

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持するた

めの方策、「改善すべき事項」を改善するための方策等

（2018 年度実施計画事項）【A+P】

[5]その他：中期重点目標

との関わり等

8.0.1 学生の学習や教員による教育研究

活動に関して、環境や条件を整備するため

の方針を明示しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 8.0.2 教育研究等環境に関する方針に基

づき、必要な校地及び校舎を有し、かつ運

動場等の教育研究に必要な施設・設備を

整備しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 8.0.3 図書館、学術情報サービスを提供

するための体制を備えているか。また、そ

れらは適切に機能しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 8.0.4 教育研究を支援する環境や条件を

適切に整備し、教育研究活動の促進を図っ

ているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 8.0.5 研究倫理を遵守するための必要な

措置を講じ、適切に対応しているか。 
⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 8.0.6 教育研究等環境の適切性について

定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り

組みを行っているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料



基準９：社会連携・社会貢献 

評価項目 [1]現状の説明【C】
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】

[3]自己

評定【C】

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持する

ための方策、「改善すべき事項」を改善するための方

策等（2018 年度実施計画事項）【A+P】

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等

 9.0.1 大学の教育研究成果を適切に社会

に還元するための社会連携・社会貢献に関

する方針を明示しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 9.0.2 社会連携・社会貢献に関する方針に

基づき、社会連携・社会貢献に関する取り

組みを実施しているか。また、教育研究成

果等を適切に社会に還元しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 9.0.3 社会連携・社会貢献の適切性につ

いて定期的に点検・評価を行っているか。ま

た、その結果をもとに改善・向上に向けた取

り組みを行っているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料



基準 10：大学運営・財務 10.1大学運営 

評価項目 [1]現状の説明【C】 [2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項【C】

[3]自己

評定

【C】

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維

持するための方策、「改善すべき事項」を改善す

るための方策等（2018 年度実施計画事項）

【A+P】

[5]その他：中期重点目標

との関わり等

 10.1.1 大学の理念・目的、大学の将来を

見据えた中・長期の計画等を実現するため

に必要な大学運営に関する大学としての方

針を明示しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

10.1.2 方針に基づき、学長をはじめとする

所要の職を置き、教授会等の組織を設け、

これらの権限等を明示しているか。また、そ

れに基づいた適切な大学運営を行っている

か。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 10.1.3 予算編成及び予算執行を適切に

行っているか。 
⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

10.1.4 法人・大学の運営に関する業務、

教育研究活動の支援、その他大学運営に

必要な事務組織を設けているか。また、そ

の事務組織は適切に機能しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 10.1.5 大学運営を適切かつ効果的に行う

ために、事務職員及び教員の意欲・資質の

向上を図るための方策を講じているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

 10.1.6 大学運営の適切性について定期

的に点検・評価を行っているか。また、その

結果をもとに改善・向上に向けた取り組み

を行っているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料



基準 10：大学運営・財務 10.2財務 

評価項目 [1]現状の説明【C】 [2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項【C】

[3]自己

評定

【C】

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維

持するための方策、「改善すべき事項」を改善す

るための方策等（2018 年度実施計画事項）

【A+P】

[5]その他：中期重点目標

との関わり等

 10.2.1 教育研究を安定して遂行するた

め、中・長期の財政計画を適切に策定して

いるか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

10.2.2 教育研究を安定して遂行するため

に必要かつ十分な財務基盤を確立してい

るか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料



   成蹊大学教育活動顕彰制度に関する規則 
 
 

 （目的） 

第１条 この規則は、成蹊大学（以下「本学」という。）における授業改善への取組み等において優れた

功績を挙げた教員を顕彰する「成蹊大学教育活動顕彰制度」について必要な事項を定めることにより、

本学のＦＤ活動を活性化し、より一層の教育の質の向上を図ることを目的とする。 

 （対象） 

第２条 顕彰制度による表彰は、成蹊ティーチングアウォード（Seikei Teaching Award）として、本学

に所属する専任の教員のうち、対象年度において優れた授業を行っている者又は授業改善への取組み

が顕著である者を対象に行う。 

 （一次選考） 

第３条 成蹊ティーチングアウォードの一次候補者は、各学部及び各研究科、大学国際教育センター等

（以下「学部等」という。）、教員の所属に応じ、次の各号に定める者（以下「学部長等」という。）

が選考する。 

（１）各学部及び学部を基礎とする各研究科所属教員 各学部長 

（２）法務研究科所属教員 法務研究科長 

（３）大学国際教育センター所属常勤講師 大学国際教育センター所長 

（４）前３号以外の教員 副学長 

２ 学部長等は、選考の上、所属する教員において前条に規定する条件を満たす者がいる場合は、所定

の期日までに、成蹊大学全学ＦＤ委員会（以下「全学ＦＤ委員会」という。）に推薦理由及び選考基

準を記載した所定の書面により最大３名の一次候補者を推薦するものとする。 

３ 学部等がＦＤ委員会を有する場合には、前項に規定する一次候補者の選考は各ＦＤ委員会において

行うものとし、その結果を踏まえ、学部長等が推薦を行う。 

４ 一次候補者の選考にあたっては、学生による授業評価結果等を基に総合的に行う。 

 （二次選考） 

第４条 全学ＦＤ委員会は、前条の推薦があった場合には、前条第２項の書面に基づき選考を行う。 

２ 前項の選考を終えたときは、全学ＦＤ委員会は、その理由を付して最終候補者を学長に推薦する。 

 （受賞者の決定） 

第５条 学長は、全学ＦＤ委員会から最終候補者の推薦があった場合には、その推薦に基づき選考し、

当該年度の成蹊ティーチングアウォード受賞者（Seikei Teaching Award Recipient）を決定する。 

２ 受賞者及び当該受賞者の取組み等については、これを広く公表することとする。 

 （評価の活用） 

第６条 成蹊ティーチングアウォードは、毎年度実施することとし、その結果は、教育上の業績として

活用するものとする。 

 （規則の改廃） 

第７条 この規則の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が行う。 

   附 則（2016年２月10日制定） 

 この規則は、2016年２月10日から施行する。 



   成蹊大学キャリア支援センター規則 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、成蹊大学学則第６条第３項の規定に基づき、成蹊大学キャリア支援センター（以

下「センター」という。）に関する基本的な事項について定める。 

 （目的） 

第２条 センターは、社会に貢献できる人材を輩出するという大学の使命を達するため、全学的な見地

から、全学生に対してキャリア教育の推進を図るとともに、個々の学生の進路、就職等に関する支援

を行うことを目的とする。 

 （業務） 

第３条 センターは、前条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

（１）キャリア教育の策定・推進に関すること。 

（２）進路、就職等の学生支援に関すること。 

 （構成） 

第４条 センターには、所長、事務長及び事務職員を置く。 

２ 前項に規定する者のほか、センターに、副所長及び事務室部長を置くことができる。 

 （所長） 

第５条 所長の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 所長が任期途中で退任した場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （副所長） 

第６条 副所長は、所長と協議の上、学長が任命する。 

２ 副所長の任期は、所長と協議の上、当該副所長就任時の所長の任期の末日を超えない範囲で学長が

定める。ただし、再任を妨げない。 

３ 副所長は、所長を補佐し、所長が委任する特定の職務を代行する。 

４ 副所長は、所長に事故あるとき又は所長が欠けたときは、その職務を代理し、又はその職務を行う。 

 （事務室部長） 

第７条 事務室部長は、所長を補佐する。 

 （キャリア教育委員会） 

第８条 センターの業務を実施するに当たり必要な事項を策定するため、成蹊大学キャリア教育委員会

（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会に関する規則は、別に定める。 

 （事務の所管） 

第９条 センターに関する事務は、センター事務室が所管する。 

 （規則の改廃） 

第１０条 この規則の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が決定する。 

   附 則（2006年２月 15日制定） 

 この規則は、2006年４月１日から施行する。 

   附 則（2015年６月３日一部改正） 

 この規則は、2015年６月３日から施行する。 

   附 則（2016年３月２日一部改正） 

 この規則は、2016年４月１日から施行する。 

   附 則（2016年４月６日一部改正） 

 この規則は、2016年４月６日から施行する。 

   附 則（2017年２月８日一部改正） 

 この規則は、2017年４月１日から施行する。 
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